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「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法

律第 83条第 2項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正す

る件」等について 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日付で｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察

等に関する法律第 83 条第 2 項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正

する件｣（厚生労働省告示 第 163 号）等が公布され､同年 6 月 1 日から適用されましたので、

ご参考までにお知らせいたします｡ 

本件は健康保険法に基づく診療報酬が改定されたこと等に関連して｢医療観察診療報酬｣

の一部が改定されたものであります。 

なお､本制度は公費医療として実施されており、対象者は心神喪失又は心神耗弱の状態で

重大な他害行為を行い、不起訴処分または無罪が確定した者等で、裁判所によって適切な医

療を提供すべき旨が決定された者であります。 

また、この制度における医療は厚生労働大臣が指定する指定医療機関が提供し､入院は国､

都道府県､独立行政法人が開設する指定入院医療機関が担当し､通院は私的病院を含む指定

通院医療機関が担当するものであります｡ 

 

 

【添付資料】 

｢心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第83条第2

項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正する件｣等について 

（令和 6 年 5 月 10 日付 厚生労働省社会・援護局 障害保健福祉部精神・障害保健課 医

療観察法医療体制整備推進室） 



事

　　

務

　　

連

　　

絡

令和６年５月１０日

公益社団法人日本医師会長

　

殿

厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部精神・障害保健課

　　

医療観察法医療体制整備推進室

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第八
十三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正する件」等
について （参考送付）

標記について、 今般、 別添のとおり通知を発出しましたので、 御了知の上、 本法制
度への御協力を賜りますとともに、関係者に対する本制度の周知につき御配慮願いま
す。

（送付文書一覧）
○

　

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第

　

八十三条第二項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正する
件

　

・新旧対照表

○

　

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等の一部を改正する件

　

・新旧対照表

○

　

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第

　

８３ 条第２項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の施行に伴う実施上の

　

留意事項について

　

・通知 ・別添

○

　

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の
取扱いについて

　

・通知 ・別添

○

　

医療観察診療報酬明細書等の記載要領について

　

・通知 ・別紙
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方
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す
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件

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
六
十
三
号

　

心
神
喪
失
等
の
状
態
で
重
大
な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
の
医
療
及
び
観
察
等
に
関
す
る
法
律

（平
成
十
五
年
法
律
第
百
十

号
）
第
八
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
心
神
喪
失
等
の
状
態
で
重
大
な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
の
医
療
及
び
観
察
等
に

関
す
る
法
律
第
八
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
医
療
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法

（平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第

三
百
六
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
六
年
六
月

一
日
か
ら
適
用
す
る
。

　

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

厚
生
労
働
大
臣

　

武
見

　

敬
三



料

　　　

間

　　　

率 樋

　　　

田

　　　

塩

別表
医療観察診療報酬点数表
第１章

　

基本診療料
通則

（略）

　

第１節

　

入院料

入院対象者入院医学管理料 （１日につき）
イ

　

急性期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　　　

６７９８点
ロ

　

回復期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　　　

５０１２点
ノ・ 社会復帰期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　

５９２６点
注１～注１１

　

（略）

　　

第２節

　

通院料

１

　

通院対象者通院医学管理料 （１月につき）

　　

イ

　

前期通院対象者通院医学管理料 （法第４２条第１項第２号又

　　　

は第５１条第１項第２号による決定の日 （以下 「通院決定日」

　　　

という。） から起算して６月を経過する日の属する月までの

　　

期間） ８４０２点

　　

ロ

　

中期通院対象者通院医学管理料 （イで定める月の翌月から

　　　

、 通院決定日から起算して２年を経過する日の属する月まで

　　

の期 間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７３８６点

　　

ノ・ 後期通院対象者通院医学管理料 （通院決定日から起算して

　　　

２年を経過する日の属する月の翌月以降の期間）

　

６，３７０点

　　

ニ

　

（略）

　　

注１～注８

　

（略）

　

２

　

（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

／

　　

第２章

　

医療観察精神科専門療法

通則

別表
医療観察診療報酬点数表
第１章

　

基本診療料
通則
（略）

　　

第１節

　

入院料

入院対象者入院医学管理料（１日につき）
イ

　

急性期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　　　

６７３７点
ロ

　

回復期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　　　

４９６２点
ノ・ 社会復帰期入院対象者入院医学管理料

　　　　　　

５８７０点
注１～注１１

　

（略）

　　

第２節

　

通院料

１

　

通院対象者通院医学管理料 （１月につき）
イ

　

前期通院対象者通院医学管理料（法第４２条第１項第２号又

　

は第５１条第１項第２号による決定の日 （以下 「通院決定日」

　

という。） から起算して６月を経過する日の属する月までの

　

期間） ８３３６点
ロ

　

中期通院対象者通院医学管理料 （イで定める月の翌月から

　

、 通院決定日から起算して２年を経過する日の属する月まで

　

の期 間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７３２６点

ノ・ 後期通院対象者通院医学管理料（通院決定日から起算して

　

２年を経過する日の属する月の翌月以降の期間）

　

６３１５点
ニ

　

（略）

注１～注８

　

（略）

２

　

（略）

　

第２章

　

医療観察精神科専門療法
通則



（略）
１・２

　

（略）

３

　

医療観察通院精神療法 （１回につき）
イ

　

（略）

　

ロ

　

イ以外の場合で、 法第４２条第１項第２号又は第５１条第１項

　

第２号による決定を受けた後初めて指定通院医療機関におい

　

て診療を行った日において、６０分以上行った場合

　

｛１） 精神保健指定医による場合

　　　　　　　　　　　

６００点

　

（２） ｛１）以外の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　

５５０点

ノ・ （略）

　

注１～注５

　

（略）

　

注６

　

心理に関する支援を要する患者として別に厚生労働大臣

　　

が定める患者に対して、 指定通院医療機関の医師の指示を

　　

受けた公認心理師が必要な支援を行った場合に、医療観察

　　

心理支援加算として、 初回算定日の属する月から起算して

　　　

２年を限度として、 月２回に限り２５０点を所定点数に加算

　　

する。
４～１４

　

（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

第３章 医療観察訪問看護
通則

　

（略）

　

１

　

（略）

　

２

　

医療観察訪問看護管理料

　

イ

　

月の初日の訪問の場合

　　　　　　　　　　　　　　　

７６７点

　

ロ

　

（略）

　　

注１

　

（略）

　　

注２

　

訪問看護事業型指定通院医療機関が、別に厚生労働大臣

　　　

が定める施設基準に適合するものとして地方厚生局長に届

　　　

け出た場合であって、 通院対象者又はその家族等に対して

　　　

２４時間の対応体制にある場合 （医療観察訪問看護を受けよ

（略）
１・２

　

（略）

３

　

医療観察通院精神療法 （１回につき）
イ

　

（略）

ロ

　

イ以外の場合で、 法第４２条第１項第２号又は第５１条第１項

　

第２号による決定を受けた後初めて指定通院医療機関におい

　

て診療を行った日において、６０分以上行った場合

　

｛１） 精神保健指定医による場合

　　　　　　　　　　　

５６０点

　

｛２｝

　

｛１）以外の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５４０点

ノ・ （略）

注１～注５

　

（略）

　

（新設）

４～１４

　

（略）

　

第３章 医療観察訪問看護
通則
（略）
１

　

（略）

　　　　　　　　

′

２

　

医療観察訪問看護管理料
イ

　

月の初日の訪問の場合

　　　　　　　　　　　　　　　

７４４点

ロ

　

（略）

注１

　

（略）

注２

　

訪問看護事業型指定通院医療機関が、別に厚生労働大臣

　　

が定める施設基準に適合するものとして地方厚生局長に届

　　

け出た場合であって、 通院対象者又はその家族等に対して

　　

２４時間の対応体制にある場合 （医療観察訪問看護を受けよ



　　　

うとする者の同意を得た場合に限る。） には、 次に掲げる

　　

場合に応じ、 医療観察２４時間対応体制加算として、月１回

　　

に限り、 所定点数にそれぞれ次に定める点数を加算する。

　　

ただし、 当該月において、 当該通院対象者について他の訪

　　

問看護事業型指定通院医療機関が医療観察２４時間対応体制

　　

加算を算定している場合は、 算定しない。

　

イ

　

２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組を行

　　

っ ている 場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６８０点

　

ロ

　

イ 以外の 場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６５２点

注３～注５

　

（略）

３

　

（略）

　

第４章

　

（略）

うとする者の同意を得た場合に限る。） には、 医療観察２４
時間対応体制加算として、月１回に限り、 所定点数に６４０点
を加算する。 ただし、 当該月において、 当該通院対象者に
ついて他の訪問看護事業型指定通院医療機関が医療観察２４
時間対応体制加算を算定している場合は、算定しない。

　　　

（新設）

注３～注５

　

（略）

３

　

（略）

　

第４章

　

（略）



基
本
診
療
料
及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
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施
設
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
六
十
四
号

心
神
喪
失
等
の
状
態
で
重
大
な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
の
医
療
及
び
観
察
等
に
関
す
る
法
律
第
八
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
医
療
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法

（平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
十
五
号
）
に
基
づ
き
、
基
本
診
療
料

及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
の
施
設
基
準
等

（平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の

よ
う
に
改
正
し
、
令
和
六
年
六
月

一
日
か
ら
適
用
す
る
。

　

令
和
六
年
三
月
二
十
九
日

厚
生
労
働
大
臣

　

武
見

　

敬
三



第
一
・
第
二

　

（略
）

第
三

　

基
本
診
療
料
及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
の
施
設
基
準
等

　

一
～
五
の
三

　

（略
）

　

五
の
四

　

医
療
観
察
心
理
支
援
加
算
の
対
象
者

　　

心
的
外
傷
に
起
因
す
る
症
状
を
有
す
る
患
者

　

六
～
九

　

（略
）

　

十

　

医
療
観
察
二
十
四
時
間
対
応
体
制
加
算
の
施
設
基
準

　

の

　

通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
か
ら
電
話
等
に
よ
り
看
護
に
関
す
る

　　

意
見
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
常
時
対
応
で
き
る
体
制
に
あ
る
場
合
で

　　

あ
っ
て
、
計
画
的
に
訪
問
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
な
い
緊
急
時
訪
問
を

　　

必
要
に
応
じ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
体
制
に
あ
る
こ
と
。

　

吃

　

医
療
観
察
訪
問
看
護
管
理
料
の
注
２
の
イ
を
算
定
す
る
場
合
に
は
、

　　

ｑ
に
加
え
、
二
十
四
時
間
対
応
体
制
に
お
け
る
看
護
業
務
の
負
担
の
軽

　　

減
に
資
す
る
十
分
な
業
務
管
理
等
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

　

十
一

　

（略
）

改

　　　

正

　　　

後

第
一
・
第
二

　

（略
）

第
三

　

基
本
診
療
料
及
び
医
療
観
察
精
神
科
専
門
療
法
の
施
設
基
準
等

　

一
～
五
の
三

　

（略
）

　

（新
設
）

　

六
～
九

　

（略
）

　

十

　

医
療
観
察
二
十
四
時
間
対
応
体
制
加
算
の
施
設
基
準

　　

通
院
対
象
者
又
は
そ
の
家
族
等
か
ら
電
話
等
に
よ
り
看
護
に
関
す
る
意

　　

見
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
、
常
時
対
応
で
き
る
体
制
に
あ
る
場
合
で
あ
っ

　　

て
、
計
画
的
に
訪
問
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
な
い
緊
急
時
訪
問
を
必
要
に

　

応
じ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
体
制
に
あ
る
こ
と
。

　　

（新
設
）

　

十
一

　

（略
）

改

　　　

正

　　　

前

（傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）



障精発０３２９第４号
令和６年３月２９日

　

都道府県
各

　　　　　　

精神保健福祉主管部（局） 長

　

殿

　

指定都市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

障害保健福祉部精神・障害保健課長

　　　　　　　　　　　　　

（

　

公

　

印

　

省

　

略

　

）

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する
法律第一８３条第２項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の施行
に伴う実施上の留意事項について

　

今般、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第
８３条第２項の規定による医療に要する費用の額の算定方法の一部を改正する件（令和６年
厚生労働省告示第１６３号）が告示され、本年６月１日より適用されることとなったところで

あるが、適用に伴う留意事項は別添のとおりであるので、貴管内市町村（特別区を含む。）
を含め関係者及び関係団体に対する周知方につき御配慮願いたい。

　

なお、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第
８３条第２項の規定による診療方針及び医療による療養に要する費用の額の算定方法の施行
に伴う実施上の留意事項について」（令和４年４月１日障精発０４０１第８号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長通知）は、令和６年５月３１日限りで廃止する。



記

第１部

　

基本診療料

　　

第１節

　

入院料

１

　

入院対象者入院医学管理料

（１） 入院対象者入院医学管理料については、多職種チームにより、心神喪失等

　　

の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成

　　

１５年法律第１１０号。 以下 「法」 という。） 第４２条第１項第１号又は第６１

　

条第１項第１号の決定により入院している者（以下「入院対象者」という。）

　　

ごとに個別の治療プログラムを策定し、各職種が連携を図りながら医療を

　　

提供するとともに、入院対象者の治療段階をそれぞれ「急性期」、「回復期」、

　　

「社会復帰期」 の３期に分け評価することにより、 早期退院 （概ね１８ヶ月

　

以内） を目指すものである。
（２） 入院対象者の各期別の評価は、多職種チームによる治療評価会議におい

　　

て行い、その評価結果については、運営会議において報告聴取を行うものと

　

する。当該評価結果に基づき、当該指定入院医療機関の管理者は、急性期か

　　

ら回復期、 回復期から社会復帰期への移行についての決定を行うものとす

　

る。これら、各期別の一連の評価結果については、その旨を診療録に記載す

　

るとともに、毎月、 「入院処遇ガイドライン」 （平成１７年７月１４日障精発

　

０７１４００１号）ロの４の３） 記録等の標準化による関係するシート（以下 「シ

　

ート」 という。） の写しを診療録に添付すること。

　　

また、１９

　

ヶ月以上にわたり入院している場合にも、 毎月、 その理由等必

　

要な事項を診療録に記載すること。
（３） 当該入院対象者入院医学管理料には、医療観察精神科電気痩挙療法に係

　

る費用、医療観察退院前訪問指導料及び医療観察持続性抗精神病注射薬剤

　

治療指導管理料、ｌｏｏｏ点以上の画像診断、処置及び手術に係る費用（薬剤

　

料及び特定保険医療材料を含む。）並びにクロザピン及び持続性抗精神病注

　

射薬剤（投与開始日から起算して６０日以内に投与された場合に限る。）に

　

係る薬剤料は含まれていない。
（４） 入院対象者が、治療の一環として外泊した場合にも、当該入院対象者入院

　

医学管理料を算定することができる。
（５） 入院対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因した疾病に雁患し、当

　

該指定入院医療機関の別の診療科又は別の医療機関において診療を行った

　

場合は、その診療にかかる費用は、 （３）に掲げた費用を除き、当該入院対

　

象者入院医学管理料に含まれるものとする。

　　

このとき、費用の請求に当たっては、当該指定入院医療機関が行うものと

　

し、診療報酬明細書の摘要欄に当該指定入院医療機関の別の診療科又は別

　

の医療機関において診療に要した費用について所定点数及び合計点数を併

　

せて記載するとともに、当該診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。



　　

なお、この場合に、診療を行う必要を認めた日、その理由等必要な事項を

　　

診療録に記載するとともに、診療報酬明細書にもその旨記載する。
（６） 入院対象者入院医学管理料を算定する病棟における入院対象者の処遇に

　　

ついては、「入院処遇ガイドライン」（平成１７年７月１４日障精発第０７１４００１

　

号） を参考とする。
（７） 「注３」の「別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合」とは、

　　

「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関す

　　

る手続の取扱いについて」 （令和６年３月２９日障精発０３２９第２号厚生労

　

働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知）の第３の１の（５）

　

に規定する施設基準を満たさない場合である。
（８） 「注４」の「急性増悪等やむを得ない場合」とは、急性増悪等により心神

　

喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律

　

第９２条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める行動制限（平成１７年

　

厚生労働省告示第３３７号） を行っている場合とする。
（９） 「注４」の「難治性精神疾患への高度な医療を新たに導入する場合」とは、

　

治療抵抗性統合失調症治療薬を導入するために必要な期間又は修正型電気

　

痩撃療法を連続施行する期間とする。なお、治療抵抗性統合失調症治療薬と

　

は、 クロザビンのことをいう。

（１０） 「注７」の「退院後の帰住先が遠隔地にある者」とは、入院対象者であっ

　

て当該入院対象者が入院している指定入院医療機関と、当該入院対象者の

　

帰住先を管轄する地方裁判所所在地との旅程が、最も合理的な通常の経路

　

及び方法で、３００ｋｍ以上の旅程となる者とする。
（１１） 「注７」の遠隔地加算は、指定入院医療機関が、退院に向けた計画的な治

　

療を進めることができると判断した入院対象者につき、別紙様式１の退院

　

促進治療計画書を毎月末に作成した場合に算定できるものとする。なお、退

　

院促進治療計画書は診療録に添付するものとし、実際の治療状況が当初の

　

計画と比べ、著しく遅延していると認められる場合及び帰住先に所在する

　

都道府県の指定入院医療機関に転院できる場合には、算定できないものと

　

す る。

　　　　　　　

′

（１２） 遠隔地加算の算定期間中に、入院対象者の病状が急性増悪し、又は社会復

　

帰調整官による生活環境の調整を引き続き行う必要がある等の事情により、

　

退院促進治療計画書に基づいた医療の提供を中止した場合にあっては、「注

　

７」 後段の規定は適用しない。
（１３） 遠隔地加算の算定の開始及び退院促進治療計画書に基づいた医療の提供

　

の中止については、治療評価会議（社会復帰調整官の出席した場合又は社会

　

復帰調整官が出席することができない場合であって、あらかじめ当該社会

　

復帰調整官の意見を聴いたときに限る。） において決定すること。



（１４） 指定入院医療機関の変更の通知を受けた対象者の転院に必要な調整を行

　

い、転院調整加算を算定する場合は、当該調整にかかる要点を診療録に記

　

載する。

（１５） 対象者の転院に必要な調整とは、他の指定入院医療機関への転院が実施

　

される際に、転院前・後の指定入院医療機関が行う必要な記録の作成や受

　

け渡し、時間管理の引き継ぎ等、転院後に入院対象者入院医学管理を円滑

　

に実施するために必要な体制確保にかかる一連の調整をいう。
（１６） 転院調整加算は、転院完了報告書を地方厚生局に提出するまでに一連の

　

調整が完了しているものを算定の対象とする。
（１７）

　

「注１１」に規定する入院対象者入院医学管理料は、入院対象者の治療段

　

階に関わらず、 「イ」 及び 「口」 を算定する。

　

第２節

　

通院料

１

　

通院対象者通院医学管理料
（１） 通院対象者通院医学管理料については、 多職種チームによる、 法第４２条

　

第１項第２号又は第５１条第１項第２号による決定を受けた対象者（以下「通

　

院対象者」という。）ごとに個別の治療プログラムを策定し、各職種が連携

　

を図りながら医療を提供するとともに、通院対象者の治療段階をそれぞれ

　　

「通院前期」、 「通院中期」、 「通院後期」の３期に分け評価することによ

　　

り、 概ね３年以内に一般精神医療への移行を目指すものである。
（２） 通院対象者の各期別の評価は、多職種チーム会議において行うものとす

　

る。 これら一連の評価結果については、 その旨を診療録に記載するととも

　

に、 毎月、 診療報酬請求の際に、 「通院処遇ガイドライン」 （平成１７年７

　

月１４日障精発第０７１４００１号）１１の３の３） 記録等の標準化による 「指定通

　

院医療機関における多職種チーム会議において整備すべき情報」のうち当

　

該月に係る部分の写しを診療録に添付すること。
（３）

　

当該通院対象者通院医学管理料には、心神喪失等の状況で重大な他害行

　

為を行った者の医療及び観察等に関する法律第８３条第２項の規定による診

　

療報酬及び医療による療養に要する費用の額の算定方法に定めのあるもの

　

を除き、初・再診料、医学管理等（特定薬剤治療管理料及びてんかん指導料

　

を除く。）、在宅医療、投薬（処方筆料に限る。）並びにｌｏｏ点未満の処置

　

並びにそれに係る薬剤料及び特定保険医療材料が含まれている。
（４） 通院対象者が、当該通院の原因となった疾病に起因した疾病に擢患し、当

　

該医療機関の別の診療科において診療を行った場合は、その診療にかかる

　

費用は、 （３） に掲げた費用を除き、 別途算定することができる。
（５） 急性増悪包括管理料の算定対象となる通院対象者は、

　

①

　

行動は相当に妄想や幻覚に影響されている

　

②

　

意思の伝達や判断に著しい障害がある

　

③

　

殆ど全ての生活領域で機能することができない



　

④

　

当該通院対象者について法第３３条に基づく申立てがなされた際におけ

　　

る他害行為時の精神状態と同様に病状が悪化している場合

　

のいずれかの病状が認められ、精神保健指定医により集中的な精神医学管

　

理（毎日通院対象者の状態を観察し服薬を確認する等）を行う必要があると

　

判断された者に限る。
（６） 急性増悪包括管理料は、精神保健指定医の診察に基づき急性増悪等によ

　　

り集中的な精神医学管理を開始した日から１月を限度として算定すること

　　

としている。この場合において、算定期間が１月以内の場合又は算定開始日

　

が月の途中となる場合は、 １日につき１３００点で算定する。

　　

なお、１月の期間の計算は暦月によるものであり、例えば、７月１５日～

　　

８月１４日、１１月２０日～１２月１９日等と計算する。
（７） 急性増悪包括管理料を算定した日の属する月においては、１月間に１６日

　

以上中期通院対象者医学管理又は後期通院対象者医学管理が行われている

　

場合に限り、同月において中期通院対象者通院医学管理料又は後期通院対

　

象者通院医学管理料を算定することができる。
（８） 急性増悪包括管理料を算定し１月を経過した場合には、法第４２条第１項

　

第２号又は第５１条第１項第２号の決定 （以下 「通院決定」という。） がな

　

された日から経過した期間に応じて中期通院対象者通院医学管理料又は後

　

期通院対象者通院医学管理料を算定するものとする。
（９） 急性増悪包括管理料を算定している通院対象者が入院（法のみならず精

　

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「精

　

神保健福祉法」という。） 等に基づく全ての入院を含む。） した場合には、

　

入院した日以降、急性増悪包括管理料は算定できない。
（１０） 急性増悪包括管理料を算定した場合には、必要と認めた日（算定開始日）、

　

その理由等必要な事項を診療録に記載するとともに、診療報酬明細書にも

　

その旨を記載する。
（１１） 通院対象者通院医学管理料を算定する指定通院医療機関における通院対

　

象者の処遇については、 「通院処遇ガイドライン」 （平成１７年７月１４日陣

　

精発第０７１４００１号） を参考とする。
（１２） 通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行い、通院医学管理事前

　

調整加算を算定する場合は、当該調整にかかる要点を診療録に記載する。
（１３） 通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整とは、法第３８条による生活

　

環境の調査若しくは法第１０１条による生活環境の調整を担当している保護

　

観察所に対して通院対象者通院医学管理の開始に必要な調整を行う旨を伝

　

達の上、予め当該決定前に当該対象者が入院している法第３４条第１項に基

　

づき鑑定入院を実施している医療機関（以下「鑑定入院医療機関」という。）

　

若しくは指定入院医療機関から指定通院医療機関が独自に当該対象者の医

　

療等にかかる情報を直接収集して、法第４２条第１項第２号又は第５１条第

　

１項第２号による決定後に通院対象者通院医学管理を円滑に実施するため



　

に必要な体制確保にかかる一連の調整を言う。
（１４） 通院医学管理事前調整加算は、法第４２条第１項第２号又は第５１条第１

　

項第２号による決定がなされた日の前日までに一連の調整が完了している

　

ものを算定の対象とする。
（１５） 通院医学管理情報提供加算を算定する場合は、算定の都度、ケア会議開催

　

日時、指定通院医療機関のケア会議参加者名、保護観察所を含む関係機関へ

　

の情報提供の要点を診療録に記載する。
（１６） ケア会議が開催されていない月における通院対象者の医療等の情報提供

　

については、 通院対象者通院医学管理料に含まれる。

２ 医療観察情報提供料

（１） 医療観察情報提供料は、地域等の事情により、単独の指定通院医療機関

　

において法第８１条の医療を提供できない場合に、複数の指定通院医療機関

　

で連携し、当該医療を提供する指定通院医療機関による診療に係る情報提

　

供を評価することにより、指定通院医療機関の連携の強化を図ろうとする

　

ものである。

（２） 医療観察情報提供料は、（１）の場合において、通院対象者に説明し、そ

　

の同意を得て通院対象者通院医学管理料を算定していない指定通院医療機

　

関（病院及び診療所に限る。）から他の指定通院医療機関（病院及び診療所

　

であって、通院医学管理を行っている指定通院医療機関に限る。）に対して、

　

診療状況を示す文書により医療観察情報提供を行った場合、対象者１人つ

　

き月１回に限り算定する。

第２部

　

医療観察精神科専門療法

１

　

医療観察精神科電気痘掌療法

（１） 医療観察精神科電気痘撃療法は、症状から特に必要があると判断する場

　

合に行うものとする。
（２） 医療観察精神科電気痩掌療法とは、１００ボルト前後の電流を頭部に短時間

　

通電することを反復し、各種の精神症状の改善を図る療法をいい、マスク又

　

は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔を伴い、精神科を担当する医師が

　

行った場合に限り、 １日１回に限り算定する。
（３） 医療観察精神科電気庫掌療法は、当該療法について十分な知識を有する

　

医師が実施すべきものであり、当該医師以外の介助者の立会いの下に、何ら

　

かの副作用が生じた際に適切な処置がとり得る準備の下に行わなければな

　

らない。

（４）

　

医療観察精神科電気痩撃療法を実施する場合は、当該麻酔に要する費用

　

は所定点数に含まれ、別に算定できない。ただし、当該麻酔に伴う薬剤料及

　

び特定保険医療材料は別途算定できる。
（５） 「注３」に規定する加算は、麻酔科標梼医により、質の高い麻酔が提供さ



　

れることを評価するものである。当該加算を算定する場合には、当該麻酔科

　

標横医の氏名、麻酔前後の診察及び麻酔の内容を診療録に記載する。なお、

　

麻酔前後の診察について記載された麻酔記録又は麻酔中の麻酔記録の診療

　

録への添付により診療録への記載に代えることができる。
（６）

　

当該療法を行った場合には、 その必要性等について診療録に記載すると

　

ともに、診療報酬明細書にもその旨を記載する。

２

　

医療観察精神科退院前訪問指導料

（１） 医療観察精神科退院前指導料は、入院対象者の退院に先立ち、患家又は宿

　

泊型自立訓練施設、就労継続支援事業所等を訪問し、当該入院対象者の病状、

　

生活環境及び家族関係等を考慮しながら、当該入院対象者の家族等、退院後

　

当該入院対象者の看護や相談に当たる者に対して、退院後の療養に係る調

　

整又は療養上の指導を行った場合に算定する。なお、医師の指示を受けて指

　

定入院医療機関の保健師、看護師、作業療法士又は精神保健福祉士が訪問し、

　

指導を行った場合にも算定できる。
（２） 医療観察精神科退院前訪問指導料は、１回の入院につき３回を限度とし

　

て指導の実施日にかかわらず退院日に算定する。
（３） 「注２」の加算は、入院対象者の社会復帰に向けた調整等を行うにあたり、

　

必要があって複数の職種が共同して指導を行った場合に算定するものであ

　

り、 単一の職種の複数名による訪問の場合は対象としない。
（４）

　

医療観察精神科退院前訪問指導を行った場合は、指導内容の要点を診療

　

録等に記載する。
（５）

　

医療観察精神科退院前訪問指導に当たっては、指定入院医療機関におけ

　

る看護業務等に支障を来すことのないよう留意する。

３

　

医療観察通院精神療法

（１） 医療観察通院精神療法（簡便型精神分析療法を含む。以下同じ。）とは、

　

精神疾患又は精神症状を伴う脳器質性障害（以下「対象精神疾患」という。）

　

のため通院対象者（通院対象者の著しい病状改善に資すると考えられる場

　

合にあっては、当該通院対象者の家族）に対して、医師が一定の治療計画の

　

もとに危機介入、対人関係の改善、社会適応能力の向上を図るための指示、

　

助言等の働きかけを継続的に行う治療方法をいう。

　　

なお、精神疾患とは、ＩＣＤ一１０（国際疾病分類）の第５章「精神および

　

行動の障害」 に該当する疾病又は第６章に規定する 「アルツハイマー

　

〈Ａ１ｚｈｅｉｍｅｒ〉病」、 「てんかん」 及び 「睡眠障害」 に該当する疾病をいう。
（２）

　

医療観察通院精神療法は、精神科を担当する医師が行った場合に限り算

　

定する。

（３）

　

医療観察通院精神療法は、同時に複数の通院対象者又は複数の家族を対

　

象に集団的に行われた場合には算定できない。



（４） 医療観察通院精神療法の「イ」及び「ノ、」の（２） は、診療に要した時間

　

が５分を超えた時に限り、 算定する。
（５） 医療観察通院精神療法の「口」は、通院決定を受けた後に初めて指定通院

　　

医療機関において診療を行った時（以下「初診時」という。）において、診

　　

療に要した時間が６０分以上の場合に限り算定することとし、医療観察通院

　

精神療法の 「′、」の （１） は、 診療に要した時間が３０分以上の場合に限り

　

算定する。この場合において診療に要した時間とは、医師自らが通院対象者

　　

に対して行う問診、身体診察（視診、聴診、打診及び触診）及び当該通院精

　

神療法に要する時間をいい、これら以外の診療及び医師以外の職員による

　

相談等に要する時間は含まない。
（６）

　

医療観察通院精神療法を算定する場合に当たっては、診療録及び診療報

　

酬明細書の摘要欄に当該診療に要した時間をｌｏ分単位で記載すること。た

　

だし、３０分又は６０分を超える診療を行った場合であって、当該診療に要し

　

た時間が明確でない場合には、当該診療に要した時間が３０分又は６０分を

　

超えたことが明らかであると判断される精神療法を行った場合に限り、「０

　

分超」 などの記載でも差し支えない。また、 ５分以上１０分未満の診療を行

　　

った場合は、 「５分以上１０分未満」 と記載する。
（７） 当該通院対象者の家族に対する医療観察通院精神療法は、当該家族に対

　　

し専門的見地から精神療法を行うことが当該通院対象者の社会復帰を促進

　

するために重要であると推定される場合に限り、週１回に限り算定する。こ

　

のとき、当該通院対象者に対して医療観察通院精神療法を行った日と同一

　

の日に別途行った場合も算定できる。ただし、当該通院対象者の病状説明、

　

服薬指導等一般的な療養指導である場合は、算定できない。
（８） 医療観察通院精神療法を行った場合（家族に対して行った場合を含む。）

　

は、 その要点を診療録に記載する。
（９） 医療観察通院精神療法を行った通院対象者に対して、１回の処方におい

　

て２種類以上の抗うつ薬又は２種類以上の抗精神病薬を投与した場合は、投

　

与した抗うつ薬又は抗精神病薬の種類数及びその医療上の必要性並びに副

　

作用等について通院対象者に説明し、説明した内容を診療録に記載するとと

　

もに、説明を行った旨を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。
（１０） 「注４」に規定する医療観察児童思春期精神科専門管理加算は、児童思春

　

期精神科の専門の医師（精神保健指定医に指定されてから５年以上にわたっ

　

て主に２０歳未満の患者に対する精神医療に従事した医師であって、現に精

　

神保健指定医である医師をいう。）又は当該専門の医師の指導の下、精神療

　

法を実施する医師が、２０歳未満の患者に対し、専門的な精神療法を実施した

　

場合に算定する。
（１１） 「注４」については、発達障害や虐待の有無等を含む精神状態の総合的な

　

評価、鑑別診断及び療育方針の検討等が必要な者に対し、発達歴や日常生活



　

の状況の聴取・行動観察等に基づく、６０分以上の専門的な精神療法を実施す

　

ること。 なお、 実施に当たっては、 以下の要件をいずれも満たすこと。

　

イ

　

発達障害の評価に当たっては、ＡＤ１‐Ｒ（Ａｕｔｉｓｍ Ｄｉａｇｎｏｓｔｉｃ

　

ｌｎｔｅｒｖｉｅｗ‐

　　

Ｒｅｖｉｓｅｄ） や ＤＩＳＣ０ （Ｔｈｅ Ｄｉａｇｎｏｓｔｉｃ

　

ｌｎｔｅｒｖｉｅｗ

　

ｆｏｒ

　

ｓｏｃｉａ－

　

ａｎｄ

　　

ＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎＤｉｓｏｒｄｅｒｓ）等で採用されている診断項目を考慮すること。

　

口

　

通院対象者及び通院対象者の家族に、今後の診療計画について文書及び

　　

口頭で説明すること。説明に用いた診療計画の写しを診療録に添付するこ

　　

と。

（１２） 「注５」の医療観察特定薬剤副作用評価加算は、抗精神病薬を服用中の通

　

院対象者について、指定通院医療機関の精神保健指定医又はこれに準ずる

　

者が、通常行うべき薬剤の副作用の有無等の確認に加え、更に薬原性錐体外

　

路症状評価尺度（ＤＩＥＰＳＳ）を用いて定量的かつ客観的に薬原性錐体外路症状

　

の評価を行った上で、薬物療法の治療方針を決定した場合に、月１回に限り

　

算定する。この際、別紙様式２に準じて評価を行い、その結果と決定した治

　

療方針について、 診療録に記載する。
（１３） 「注６」に規定する医療観察心理支援加算は、心理に関する支援を要する

　

通院対象者に対して、指定通院医療機関の精神科を担当する医師の指示を

　

受けた公認心理師が、対面による心理支援を３０分以上実施した場合に、初

　

回算定日の属する月から起算して２年を限度として、月２回に限り算定で

　

きる。なお、指定通院医療機関の精神科を担当する医師が医療観察通院精神

　

療法を実施した月の別日に当該支援を実施した場合においても算定できる。

　

実施に当たっては、 以下の要件をいずれも満たすこと。

　

イ

　

対象となる通院対象者は、外傷体験（身体的暴行、性的暴力、災害、重

　　

大な事故、虐待若しくは犯罪被害等をいう。以下この項において同じ。）

　　

を有し、心的外傷に起因する症状（侵入症状、刺激の持続的回避、認知と

　　

気分の陰性の変化、覚醒度と反応性の著しい変化又は解離症状をいう。以

　　

下この項において同じ。）を有する者として、指定通院医療機関の精神科

　　

を担当する医師が心理支援を必要と判断したものに限る。

　

口

　

医師は当該通院対象者等に外傷体験の有無及び内容を確認した上で、

　　

当該外傷体験及び受診時の心的外傷に起因する症状の詳細並びに心理支

　　

援が必要とされる理由等について診療録に記載する。

４

　

医療観察認知療法・認知行動療法

（１） 医療観察認知療法・認知行動療法とは、入院（法のみならず精神保健福祉

　

法等に基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者のうつ病等の気

　

分障害、強迫性障害、社交不安障害、パニック障害、心的外傷後ストレス障

　

害又は神経性過食症の患者に対して、認知の偏りを修正し、問題解決を手助

　

けすることによって治療することを目的とした精神療法をいう。



（２） 医療観察認知療法・認知行動療法は、一連の治療計画を策定し、通院対象

　　

者に対して詳細な説明を行った上で、当該療法に関する研修を受講するな

　　

ど当該療法に習熟した指定通院医療機関の医師によって３０分を超えて治療

　　

が行われた場合 （「口」において、看護師により３０分を超える面接が行わ

　

れ、その後当該療法に習熟した医師により５分以上の面接が行われた場合

　　

を含む。） に算定する。
（３） 一連の治療につき１６回に限り算定する。
（４）

　

医療観察認知療法・認知行動療法と同一日に行う他の医療観察精神科専

　

門療法は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算

　

定した月において、医療観察認知療法・認知行動療法の前後に医療観察精神

　

科訪問看護・指導を行った場合にあっては、 この限りではない。
（５）

　

うつ病等の気分障害の通院対象者に対する医療観察認知療法・認知行動

　　

療法の実施に当たっては、厚生労働科学研究班作成の「うつ病の認知療法・

　

認知行動療法治療者用マニュアル」 （平成２１年度厚生労働省こころの健康

　

科学研究事業「精神療法の実施方法と有効性に関する研究」）に従って行っ

　

た場合に限り、 算定できる。
（６） 強迫性障害の通院対象者に対する医療観察認知療法・認知行動療法の実

　

施に当たっては、厚生労働科学研究班作成の「強迫性障害（強迫症）の認知行

　

動療法マニュアル（治療者用）」 （平成２７年度厚生労働省障害者対策総合研

　

究事業「認知行動療法等の精神療法の科学的エビデンスに基づいた標準治

　

療の開発と普及に関する研究」）に従って行った場合に限り、算定できる。
（７） 社交不安障害の通院対象者に対する医療観察認知療法・認知行動療法の

　

実施に当たっては、厚生労働科学研究班作成の「社交不安障害（社交不安症）

　

の認知行動療法マニュアル（治療者用）」 （平成２７年度厚生労働省障害者

　

対策総合研究事業「認知行動療法等の精神療法の科学的エビデンスに基づ

　

いた標準治療の開発と普及に関する研究」）に従って行った場合に限り、算

　

定できる。

（８） パニック障害の通院対象者に対する医療観察認知療法・認知行動療法の

　

実施に当たっては、厚生労働科学研究班作成の「パニック障害（パニック症）

　

の認知行動療法マニュアル（治療者用）」 （平成２７年度厚生労働省障害者

　

対策総合研究事業「認知行動療法等の精神療法の科学的エビデンスに基づ

　

いた標準治療の開発と普及に関する研究」）に従って行った場合に限り、算

　

定できる。

（９） 心的外傷後ストレス障害に対する認知療法・認知行動療法の実施に当た

　

っては、厚生労働科学研究班作成の「ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）の認

　

知行動療法マニュアル「持続エクスポージャー療法／ＰＥ療法」 （平成２７年

　

度厚生労働省障害者対策総合研究事業「認知行動療法等の精神療法の科学

　

的エビデンスに基づいた標準治療の開発と普及に関する研究」）に従って行

　

った場合に限り、 算定できる。



（ｌｏ） 神経性過食症に対する医療観察法認知療法・認知行動療法の実施に当た

　　

っては、 国立研究開発法人国立・精神神経医療研究センター研究班作成の

　　

「摂食障害に対する認知行動療法ＣＢＴ‐Ｅ簡易マニュアル」 （平成２９年度国

　

立研究開発法人国立・精神神経医療研究センター精神・神経疾患研究開発費

　

研究事業「心身症・摂食障害の治療プログラムと臨床マーカーの検証」）に

　

従って行った場合に限り、 算定できる。
（１１） 医療観察認知療法・認知行動療法を行った場合は、その要点及び診療時

　

間を診療録に記載する。
（１２） 医療観察認知療法・認知行動療法の「口」は、別に厚生労働大臣が定める

　

施設基準に適合するものとして地方厚生局長に届け出た指定医療機関にお

　

いて、入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）

　

中の者以外の通院対象者のうつ病等の気分障害、強迫性障害、社交不安障

　

害、パニック障害、心的外傷後ストレス障害又は神経性過食症の患者に対し

　

て、医師が治療を行うに当たり、治療に係る面接の一部を専任の看護師が実

　

施した場合に算定する。ただし、この場合にあっては、次の全てを満たすこ

　

と。

　

イ

　

初回時又は治療終了時を予定する回の治療に係る面接は専任の医師が

　　

実施し、 専任の看護師が同席すること。

　

口

　

初回から治療を終了するまでの間の治療は、初回時に同席した看護師が

　　

実施し、当該看護師による面接後に、専任の医師が５分以上面接すること。

　

ノ、 看護師が面接を実施する場合は、患者の同意を得た上で当該面接の内容

　　

を録音し、 専任の医師はその内容を、 指示又は指導の参考とすること。
（１３） 医療観察認知療法・認知行動療法の「イ」及び「口」は、一連の治療にお

　

いて同一の点数を算定する。ただし、 「口」の要件を満たす場合のうち、医

　

師と看護師が同席して３０分以上の面接を行った日に限り、 「イ」の点数を

　

算定できる。

５

　

医療観察通院集団精神療法
（１） 医療観察通院集団精神療法とは、対象精神疾患を有する通院対象者に対

　　

して、治療計画に基づき、集団内の対人関係の相互作用を用いて、自己洞察

　

の深化、社会適応技術の習得、対人関係の学習等をもたらすことにより病状

　

の改善を図る治療法をいう。
（２）

　

医療観察通院集団精神療法は、指定通院医療機関において精神科を担当

　

する医師と、１人以上の精神保健福祉士又は公認心理師により構成される

　

２人以上の者が行った場合に限り算定する。
（３） １回に１０人に限り、１日につき１時間以上実施した場合に、 前期通院対

　

象者通院医学管理料を算定した月は週２回に限り、それ以外の場合には週

　

１回に限り算定する。
（４）

　

医療観察通院集団精神療法を実施した場合は、診療開始日、その要点を



　

個々の通院対象者の診療録に記載する。
（５） 医療観察通院集団精神療法と同一日に行う他の医療観察精神科専門療法

　

は、別に算定できない。ただし、前期通院対象者通院医学管理料を算定した

　

月において、医療観察通院集団精神療法の前後に医療観察精神科訪問看護・

　

指導を行った場合にあっては、 この限りではない。

５ー２

　

医療観察依存症集団療法

（１） 医療観察依存症集団療法の「イ」については、次のイからハまでのいずれ

　

も満たす場合に算定できる。

　

イ

　

入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中

　　

の者以外の通院対象者であって、 覚醒剤 （覚醒剤取締法 （昭和２６年法律

　　

第２５２号）第２条に規定する覚醒剤をいう。）、麻薬（麻薬及び向精神薬

　　

取締法（昭和２８年法律第１４号）第２条第１号に規定する麻薬をいう。）、

　　

大麻（大麻取締法（昭和２３年法律第１２４号）第１条に規定する大麻をい

　　

う。） 又は危険ドラッグ（医薬品、 医療機器等の品質、有効性及び安全性

　　

の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１５項に規定す

　　

る指定薬物又は指定薬物と同等以上の精神作用を有する蓋然性が高い薬

　　

物、ハーブ、リキッド、バスソルト等をいう。） に対する物質依存の状態

　　

にあるものについて、精神科医又は精神科医の指示を受けた看護師、作業

　　

療法士、精神保健福祉士若しくは公認心理師で構成される２人以上の者

　　　

（このうち１人以上は、 当該療法の実施時間において専従する精神科医、

　　

看護師又は作業療法士（いずれも薬物依存症集団療法に関する適切な研修

　　

を修了した者に限る。）であること。）が、認知行動療法の手法を用いて、

　　

薬物の使用を通院対象者自らコントロールする手法等の習得を図るため

　　

の指導を行うこと。

　

ロ

　

１回に２０人を限度として、９０分以上実施すること。

　

′、 平成２２～２４年度厚生労働科学研究費補助金障害者対策総合研究事業に

　　

おいて「薬物依存症に対する認知行動療法プログラムの開発と効果に関す

　　

る研究」の研究班が作成した、 「物質使用障害治療プログラム」に沿って

　　

行うこと。

（２） 医療観察依存症集団療法の「口」については、次のイからハまでのいずれ

　

も満たす場合に算定できる。

　

イ

　

入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中

　　

の者以外の通院対象者であって、ギャンブル（ギャンブル等依存症対策基

　　

本法 （平成３０年法律第７４号） 第２条に規定するギャンブル等をいう。）

　　

に対する依存の状態にあるものについて、精神科医又は精神科医の指示を

　　

受けた看護師、作業療法士、精神保健福祉士若しくは公認心理師で構成さ

　　

れる２人以上の者（このうち１人以上は、当該療法の実施時間において専

　　

従する精神科医、看護師又は作業療法士（いずれもギャンブル依存症集団



　　

療法に関する適切な研修を修了した者に限る。） であること。） が、認知

　　

行動療法の手法を用いて、ギャンブルの実施を通院対象者自らコントロー

　　

ルする手法等の習得を図るための指導を行うこと。

　

ロ

　

１回に１０人を限度として、６０分以上実施すること。

　

′、 平成２８～３０年度日本医療研究開発機構障害者対策総合研究開発事業に

　　

おいて「ギャンブル障害の疫学調査、生物学的評価、医療・福祉・社会的

　　

支援のありかたについての研究」の研究班が作成した、 「ギャンブル障害

　　

の標準的治療プログラム」 に沿って行うこと。
（３） 医療観察依存症集団療法の「ハ」については、次のイから二までのいずれ

　

も満たす場合に算定できる。

　

イ

　

入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中

　　

の者以外の通院対象者であって、アルコールに対する依存の状態にあるも

　　

のについて、 精神科医又は精神科医の指示を受けた看護師、 作業療法士、

　　

精神保健福祉士若しくは公認心理師で構成される２人以上の者（このうち

　　

１人以上は、当該療法の実施時間において専従する精神科医、看護師又は

　　

作業療法士（いずれもアルコール依存症集団療法に関する適切な研修を修

　　

了した者に限る。）であること。） が、認知行動療法の手法を用いて、アル

　　

コールの使用を患者自らコントロールする手法等の習得を図るための指

　　

導を行うこと。

　　

ロ

　

１回に１０人に限り、６０分以上実施すること。

　

′、 治療プログラムはアルコール依存症の治療に関する動機付け面接及び

　　

認知行動療法の考え方に基づくプログラムであること。

　

ニ

　

当該指導を行う精神保健福祉士又は公認心理師については、 次に該当

　　

する研修を修了している者であること。

　　　

①

　

国又は医療関係団体が主催する研修であること （８時間以上の研

　　　　

修時間であるもの。）。

　　　

②

　

研修内容に以下の内容を含むこと。

　　　　

（ア） アルコール依存症の概念と治療

　　　　

（イ） アルコール依存症のインテーク面接

　　　　

（ウ） アルコール依存症と家族

　　　　

（工） アルコールの内科学

　　　　

（オ） アルコール依存症のケースワーク・事例検討

　　　　

（力） グループワーク

　　　

③

　

研修にはデモセッションの見学や、 実際のプログラム実施法に関

　　　　

するグループワーク等を含むこと。

（４）

　

医療観察依存症集団療法実施後に、精神科医及び精神科医の指示を受け

　

て当該療法を実施した従事者が、個別の通院対象者の理解度や精神状態等

　

について評価を行い、 その要点を診療録等に記載すること。



６

　

医療観察精神科作業療法

（１）

　

医療観察精神科作業療法は、精神疾患を有する者の社会生活機能の回復

　

を目的として行うものであり、実施される作業内容の種類にかかわらずそ

　　

の実施時間は通院対象者１人当たり１日につき２時間を標準とする。
（２） 医療観察精神科作業療法は、１人の作業療法士が、通院対象者を含む精神

　

障害者に対して当該医療観察精神科作業療法を実施した場合に、当該通院

　

対象者について算定する。この場合の１日当たりの取扱い精神障害者数は、

　

概ね２５人を１単位として、１人の作業療法士の取扱い精神障害者数は１日

　

２単位５０人以内を標準とする。
（３）

　

医療観察精神科作業療法を実施した場合は、その要点を個々の通院対象

　

者の診療録等に記載する。
（４） 医療観察精神科作業療法に要する消耗材料及び作業衣等については、指

　

定通院医療機関の負担とする。

７

　

医療観察精神科ショート・ケア

（１）

　

医療観察精神科ショート・ケアは、精神疾患を有する者の社会生活機能

　

の回復を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグルー

　　

プごとに治療するものであり、実施される内容の種類にかかわらず、その実

　

施時間は通院対象者１人当たり１日につき３時間を標準とする。

　　

なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラ

　

ムの作成、 効果の判定等に万全を期すること。
（２） 「大規模なもの」については、多職種が共同して疾患等に応じた診療計画

　

を作成した場合に算定する。なお、診療終了後に当該計画に基づいて行った

　

診療方法や診療結果について評価を行い、その要点を診療録等に記載して

　

いる場合には、 参加者個別のプログラムを実施することができる。
（３） 医療観察精神科ショート・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法等に

　

基づく全ての入院を含む。）中の者以外の通院対象者に限り算定する。

　　

なお、医療観察精神科ショート・ケアを算定している通院対象者に対して

　

は、同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただ

　

し、前期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科

　

ショート・ケアの前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあ

　

っては、 この限りではない。

（４） 医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察

　

精神科ナイト・ケアの届出を併せて行っている指定通院医療機関にあって

　

は、医療観察精神科ショート・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観

　

察精神科ナイト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施

　

することができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神

　

科ナイト・ケアを算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実

　

施されている場合に限り、 それぞれ算定できる。



　　　

なお、 同一日に実施される医療観察精神科ショート・ケアの通院対象者

　　

数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアの通院対象

　　

者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケア

　　

の届出に係る通院対象者数の限度を超えることばできない。 この場合にお

　　

いて、医療観察精神科ショート・ケアの対象患者数の計算に当たっては、医

　　

療観察精神科デイ・ケアの対象患者数の２分の１として計算する。
（５） 医療観察精神科ショート・ケアに要する消耗材料等については、当該指定

　　

医療機関の負担とする。
（６） 「注４」に規定する医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院対象者

　　

は、前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を

　　

算定している通院対象者であって、入院（法のみならず精神保健福祉法等に

　

基づく全ての入院を含む。） 中の者以外の通院対象者であること。
（７） 「注６」については、４０歳未満の患者（通院対象者含む。以下同じ。）で

　

構成される１０人以下の患者グループに対し、あらかじめ治療内容や到達目

　

標を示した治療計画を作成し、個々の通院対象者に説明し、治療の目的につ

　　

いて通院対象者本人が理解できるよう文書で説明し同意を得た上で、治療

　

計画に従って当該患者グループに対し医療観察精神科ショート・ケアを実

　

施した場合に、それぞれの通院対象者について算定する。当該加算は、あら

　

かじめ治療計画に記載された治療期間のみ算定できる。一連の治療計画に

　

従って医療観察精神科ショート・ケアを実施している間は、患者グループを

　

構成する患者は固定されることが望ましいが、患者グループの人数が１０人

　

に満たない場合であって、 既に患者グループを構成する患者の治療に支障

　

のない場合には、 治療計画の途中で新たな患者を患者グループに加えるこ

　

とも差し支えない。なお、自閉症スペクトラム及びその近縁の発達障害の通

　

院対象者に対する医療観察精神科ショート・ケアの実施に当たっては、「発

　

達障害専門プログラム」（日本医療研究開発機構「発達障害者の特性をふま

　

えた精神科ショートケア・プログラムの開発と臨床応用に関する研究」にお

　

いて作成） を参考に行うことが望ましい。
（８） 「注６」の対象患者は、自閉症スペクトラム及びその近縁の発達障害、薬

　

物依存症若しくは病的賭博のいずれかの疾患を有する患者又はこれらの複

　

数の疾患を併せ持つ患者とする。 一連の治療計画において治療の対象とな

　

る疾患はいずれか一つであり、 例えば自閉症スペクトラムの治療のために

　

医療観察精神科ショート・ケアを実施する患者と薬物依存症のために医療

　

観察精神科ショート・ケアを実施する患者が、治療計画を共有する同一の患

　

者グループを構成することはできない。
（９） 医療観察精神科ショート・ケアを行った場合は、 その要点及び診療時間

　

を診療録等に記載する。

８

　

医療観察精神科デイ・ケア



（１） 医療観察精神科デイ・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機能の回復

　

を目的として個々の通院対象者に応じたプログラムに従ってグループごと

　

に治療するものであり、実施される内容の種類にかかわらず、その実施時間

　

は通院対象者１人当たり１日につき６時間を標準とする。

　　

なお、この実施に当たっては、当該通院対象者の症状等に応じたプログラ

　

ムの作成、 効果の判定等に万全を期すること。
（２）

　

「大規模なもの日こついては、 多職種が共同して疾患等に応じた診療計画

　

を作成した場合に算定する。なお、診療終了後に当該計画に基づいて行った

　

診療方法や診療結果について評価を行い、その要点を診療録等に記載して

　

いる場合には、 参加者個別のプログラムを実施することができる。
（３） 医療観察精神科デイ・ケアは入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づ

　　

く全ての入院を含む。） 中の者以外の通院対象者に限り算定する。

　　

なお、 医療観察精神科デイ・ケアを算定している通院対象者に対しては、

　

同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、

　

前期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科デ

　

イ・ケアの前後に医療観察精神科訪問看護・指導が行われる場合にあって

　

は、 この限りではない。

（４） 治療の一環として治療上の目的を達するために食事を提供する場合にあ

　

っては、 その費用は所定点数に含まれる。
（５） 「注４」に掲げる医療観察通院前期・中期加算の対象となる通院対象者は、

　

前期通院対象者通院医学管理料又は中期通院対象者通院医学管理料を算定

　　

している通院対象者であって、入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づ

　

く全ての入院を含む。） 中の者以外の通院対象者であること。
（６）

　

同一の通院対象者に対して同一日に医療観察精神科デイ・ケアと医療観

　

察精神科ナイト・ケアを併せて実施した場合は、医療観察精神科デイ・ナイ

　

ト・ケアとして算定する。
（７） 医療観察精神科デイ・ケアに要する消耗材料等については、当該指定通院

　

医療機関の負担とする。
（８） 医療観察精神科デイ・ケアを行った場合は、その要点及び診療時間を診

　

療録等に記載する。

９

　

医療観察精神科ナイト・ケア

（１） 医療観察精神科ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要があると

　

判断される場合に算定するものとする。
（２） 医療観察精神科ナイト・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機能の回

　

復を目的として行うものであり、その開始時間は午後４時以降とし、実施さ

　

れる内容の種類にかかわらず、その実施時間は通院対象者１人当たり１日

　

につき４時間を標準とする。
（３） 医療観察精神科ナイト・ケアを算定している通院対象者に対しては、同一



　

日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。
（４） その他医療観察精神科ナイト・ケアの取扱いについては、医療観察精神科

　

デイ・ケアの取扱いに準じて行う。
（５） 医療観察精神科ナイト・ケアを行った場合は、その要点及び診療時間を

　

診療録等に記載する。

ｌｏ

　

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（１） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは、通院対象者の症状から特に必要が

　

あると判断される場合に算定するものとする。
（２） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアは精神疾患を有する者の社会生活機

　

能の回復を目的として行うものであり、実施される内容の種類にかかわら

　

ず、その実施時間は通院対象者１人当たり１日につきｌｏ時間を標準とす

　

る。

（３） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療

　

観察精神科ナイト・ケアを行っている指定通院医療機関にあっては、医療観

　

察精神科デイ・ナイト・ケアと医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神

　

科ナイト・ケアを各々の通院対象者に対して同時に同一施設で実施するこ

　

とができる。この場合、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイ

　　

ト・ケアを算定する通院対象者は、各々に規定する治療がそれぞれ実施され

　

ている場合に限り、 それぞれ算定できる。

　　

なお、同一日に実施される医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを受ける通

　

院対象者数と医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神科ナイト・ケアを

　

受ける通院対象者数の合計は、医療観察精神科デイ・ケア又は医療観察精神

　

科デイ・ナイト・ケアの届出に係る通院対象者数の限度を超えることはでき

　

な い。

（４） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算定している通院対象者に対して

　

は、 同一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、 別に算定できない。
（５） 「注４目こ規定する加算の対象となる通院対象者は、多職種が共同して疾

　

患等に応じた診療計画を作成して行った場合に、加算する。なお、診療終了

　

後に、当該計画に基づいて行った診療方法や診療結果について評価を行い、

　

その要点を診療録等に記載している場合には、参加者個別のプログラムを

　

実施することができる。
（６） その他医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの取扱いについては、医療観察

　

精神科デイ・ケアの取扱いに準じて行う。
（７） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを行った場合は、その要点及び診療時

　

間を診療録等に記載する。

１１

　

医療観察精神科訪問看護・指導料



（１）

　

医療観察精神科訪問看護・指導料（１）及び（ｍ）は、精神科を担当して
いる医師の指示を受けた心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の
医療及び観察等に関する法律施行令（平成１６年政令第３１０号。 以下 「令」
という。）第１条各号に掲げるものを除いた指定通院医療機関（”におい
て同じ。）の保健師、看護師、作業療法士又は精神保健福祉士（以下「保健
師等」という。）が、入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての
入院を含む。）中の者以外の通院対象者又はその家族等の了解を得て患家等

を訪問し、個別に当該通院対象者又はその家族等に対して看護及び社会復
帰指導等を行った場合に算定する。

　

「注５」の医療観察精神科訪問看護・指導料の算定回数は、週（日曜日か
ら土曜日までの連続した７日間をいう。）について計算する。また、「注５」

ただし書の算定回数は、急性増悪した白から連続した７日間について計算

する。同一日に複数回医療観察精神科訪問看護・指導を行った場合であって
も、１日につき１回に限り算定する。

　

「注５」のただし書に規定する場合とは、通院対象者が急性増悪した状態

であって、指定通院医療機関の医師が通院対象者を直接診察した上で、医療

観察精神科訪問看護・指導の必要性を認め、指示した場合である。また、「注

６」に規定する場合には、指定通院医療機関の医師が通院対象者を直接診察

していない場合であっても、当該通院対象者に対して医療観察精神科訪問
看護・指導を行った保健師等からの情報により、指定通院医療機関の医師が

通院対象者の病状を充分に把握し、必要と判断して、指示した場合を含むも
のとする。

　

「注５」ただし書に規定する場合及び「注６」に規定する場合においては、
それぞれの指示は月に１回ずつに限り、その必要性について、急性増悪の状

態及び指示内容の要点と併せて診療録に記載し、診療報酬明細書にもその
必要性について記載する。

　

医療観察精神科訪問看護・指導料（ｍ）は、医療観察精神科訪問看護・指

導を受けようとする同一建物居住者に対して、当該通院対象者を診察した

指定通院医療機関の保健師等を訪問させて、看護又は療養上必要な指導を
行った場合（「注５」ただし書及び「注６」に規定する場合を除く。）に、
次のイ又は口により、一人の通院対象者につき前期通院医学管理料を算定
している場合は週５日、 それ以外は週３日を限度として算定する。
イ

　

同一日に訪問した同一建物居住者が２人の場合は、 当該通院対象者全

員に対して、 （１） により算定

口

　

同一日に訪問した同一建物居住者が３人以上の場合は、 当該通院対象

者全員に対して、 （２） によ・り算定

　

同一建物居住者とは、原則として、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）
第２条第１号に掲げる建築物に居住する複数の通院対象者のことをいうが、
具体的には、 例えば以下のような通院対象者のことをいう。

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）



　

イ

　

老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の４に規定する養護老人

　　

ホーム、同法第２０条の５に規定する特別養護老人ホーム、同法第２０条の

　　

６に規定する軽費老人ホーム、 同法第２９条第１項に規定する有料老人ホ

　　

ーム、マンションなどの集合住宅等に入居又は，入所している複数の通院対

　　

象者

　

口

　

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第９項に規定する短期入所

　　

生活介護、同条第１８項に規定する小規模多機能型居宅介護（指定地域密

　　

着型サービスの事業の人員、 設備及び運営に関する基準 （平成１８年厚生

　　

労働省令第３４号）第６３条第５項に規定する宿泊サービスに限る。）、同

　　

法第８条第１９項に規定する認知症対応型共同生活介護、同法第８条の２

　　

第９項に規定する介護予防短期入所生活介護、同条第１６項に規定する介

　　

護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービスの事

　　

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

　　

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働

　　

省令第３６号）第４４条第５項に規定する宿泊サービスに限る。）、同法第

　　

８条の２第１７項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護などのサ

　　

ービスを受けている複数の通院対象者

（７） 医療観察精神科訪問看護・指導料（１）及び（皿）は、１回の訪問の実施

　

時間に基づき、３０分未満又は３０分以上の時間区分のいずれか一方の所定点

　

数の算定を行うこと。３０分未満の訪問については、 当該通院対象者に短時

　

間訪問の必要性があると医師が認めた場合にのみ算定する。
（８） 同一の対象者について、複数の指定通院医療機関や訪問看護事業型指定

　

通院医療機関において医療観察精神科訪問看護・指導を行う場合は、当該指

　

定通院医療機関及び訪問看護事業型指定通院医療機関間において十分に連

　

携を図ること。具体的には、医療観察精神科訪問看護・指導の実施による対

　

象者の目標の設定、計画の立案、医療観察精神科訪問看護・指導の実施状況

　

及び評価を共有すること。
（９） 介護保険法第８条第２０項に規定する認知症対応型共同生活介護を行う施

　

設、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号） 第５

　

条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅、障害者の日常生活及び

　

社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定

　

する障害福祉サービスを行う施設又はその他の高齢者向け施設等に入所し

　

ている通院対象者に医療観察精神科訪問看護・指導を行う場合においては、

　

介護保険等による医療及び看護サービスの提供に係る加算の算定等を含む

　

当該施設における利用者の医療ニーズへの対応について確認し、 当該施設

　

で行われているサービスと十分に連携をとること。また、当該施設において

　

当該指定通院医療機関が日常的な健康管理等（法によるものを除く。）を行

　

っている場合は、健康管理等と医療観察精神科訪問看護・指導と区別して実

　

施する。



（ｌｏ） 「注３」に規定する医療観察複数名精神科訪問看護・指導加算は、指定通

　　

院医療機関の医師が、複数の保健師等、准看護師等（准看護師又は看護補助

　　

者をいう。以下同じ。）による患家への訪問が必要と判断し、通院対象者又

　　

はその家族等に同意を得て、当該医師の指示を受けた当該指定通院医療機

　　

関の保健師等と保健師等又は准看護師等が、通院対象者又はその家族等に

　　

対して看護及び社会復帰指導等を行った場合に算定する。単に２人の保健

　　

師等又は准看護師等が同時に医療観察精神科訪問看護・指導を行ったこと

　　

のみをもって算定することはできない。
（１１） 保健師等と同行する准看護師等は、常に同行する必要はないが、必ず患家

　　

において両者が同時に滞在する一定の時間を確保する必要がある。
（１２） 「注４」の医療観察長時間精神科訪問看護・指導加算は、急性増悪により

　　

長時間の訪問を要する者に対して、１回の医療観察精神科訪問看護の時間

　　

が９０分を超えた場合、 週１回に限り所定点数に加算する。
（１３） 「注７」の夜間・早朝訪問看護加算は、夜間（午後６時から午後１０時ま

　　

でをいう。）又は早朝（午前６時から午前８時までの時間をいう。）に医療

　　

観察精神科訪問看護・指導を行った場合に、医療観察深夜訪問看護加算は、

　　

深夜（午後ｌｏ時から午前６時までをいう。）に医療観察精神科訪問看護・

　　

指導を行った場合に、所定点数を加算する。当該加算は、医療観察精神科緊

　　

急訪問看護加算との併算定を可とする。
（１４） （１３）は通院対象者の求めに応じて、当該時間に医療観察精神科訪問看

　

護・指導を行った場合に算定できるものであり、指定通院医療機関の都合に

　　

より、当該時間に保健師等を訪問させて医療観察精神科訪問看護・指導を行

　　

った場合には算定できない。
（１５） 「注８」の医療観察精神科緊急訪問看護加算は、精神科訪問看護計画に基

　

づき定期的に行う医療観察精神科訪問看護・指導以外であって、通院対象者

　

又はその家族等の緊急の求めに応じて、指定通院医療機関の医師の指示に

　

より、保健師等が医療観察精神科訪問看護・指導を行った場合に１日につき

　　

１回に限り加算する。また、当該加算を算定する場合には、診療報酬明細書

　

の摘要欄にその理由を詳細に記載すること。
（１６） 医療観察精神科緊急訪問看護加算に係る医療観察精神科緊急訪問看護を

　

行った場合は、速やかに指示を行った指定通院医療機関の医師に通院対象

　

者の病状等を報告するとともに、必要な場合は医療観察精神科特別訪問看

　

護指示書の交付を受け、精神科訪問指導計画について見直しを行う。
（１７） 指定通院医療機関の医師は、保健師等に対して行った指示内容の要点を

　

診療録に記載する。
（１８） 保健師等は、通院対象者又はその家族等の緊急の求めの内容の要点、指定

　

通院医療機関の医師の指示に基づき行った指導の内容の要点、月の初日の

　

訪問看護・指導時におけるＧＡＦ尺度により判定した値並びに医療観察精

　

神科訪問看護・指導を実施した際の開始時刻及び終了時刻を記録する。また、



　

指定通院医療機関における日々の医療観察精神科訪問看護・指導を実施し

　

た通院対象者氏名、訪問場所、訪問時間（開始時刻及び終了時刻）及び訪問人

　

数等について記録し、 保管しておく。
（１９） 「注９」に規定する交通費は実費とする。
（２０） 医療観察精神科訪問看護・指導料を算定している通院対象者に対して同

　

一日に行う他の医療観察精神科専門療法は、別に算定できない。ただし、前

　

期通院対象者通院医学管理料を算定した月において、医療観察精神科訪問

　

看護・指導の前後に医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・

　

ケア、医療観察精神科集団療法又は医療観察認知療法・認知行動療法を行う

　

場合にあっては、 この限りではない。
（２１）

　

「注１２」に規定する医療観察特別地域訪問看護加算は、当該指定通院医

　

療機関の所在地から悪家までの訪問につき、最も合理的な通常の経路及び

　

方法で片道１時間以上要する通院対象者に対して、基本診療料及び医療観

　

察精神科専門療法の施設基準等（平成１７年厚生労働省告示３６６号。以下「基

　

準告示」という。）第３のｌｏに規定する地域（以下「特別地域」という。）

　

に所在する指定通院医療機関の保健師等が医療観察精神科訪問看護・指導

　

を行った場合又は特別地域外に所在する指定通院医療機関の保健師等が、

　

特別地域に居住する通院対象者に対して医療観察精神科訪問看護・指導を

　

行った場合に、医療観察精神科訪問看護・指導料の所定点数（注に規定する

　

加算は含まない。） の１００分の５０に相当する点数を加算する。なお、当該

　

加算は、交通事情等の特別の事情により訪問に要した時間が片道１時間以

　

上となった場合は算定できない。医療観察特別地域訪問看護加算を算定す

　

る指定通院医療機関は、その所在地又は患家の所在地が特別地域に該当す

　

るか否かについては、 地方厚生局に確認すること。

１２

　

医療観察精神科訪問看護指示料
（１） 医療観察精神科訪問看護指示料は、入院（精神保健福祉法に基づく入院

　

も含む。）中以外の通院対象者であって、適切な在宅医療を確保するため、

　

医療観察訪問看護に関する指示を行うことを評価するものであり、通院対

　

象者の通院医学管理を行っている指定通院医療機関の医師（以下「主治医」

　

という。）が診療に基づき医療観察訪問看護の必要性を認め、当該通院対象

　

者又はその家族等の同意を得て、別紙様式３を参考に作成した医療観察精

　

神科訪問看護指示書に有効期間（６月以内に限る。）を記載して、令第１条

　

各号に掲げる指定通院医療機関（以下「訪問看護事業型指定通院医療機関」

　

という。）に対して交付した場合に算定する。なお、１ヶ月の指示を行う場

　

合には、医療観察精神科訪問看護指示書に有効期間を記載することを要し

　

なし、。



（２） 医療観察精神科訪問看護指示書を交付した主治医は、在宅療養に必要な

　　

衛生材料及び医療材料（以下「衛生材料等」という。）の量の把握に努め、

　　

十分な量の衛生材料等を通院対象者に支給すること。
（３）

　

医療観察訪問看護の指示は、当該通院対象者に対して主として診療を行

　　

う指定通院医療機関が行うことを原則とし、在宅での療養を行っている通

　

院対象者について月１回に限り算定できる。なお、同一月において、１人の

　

通院対象者について複数の訪問看護事業型指定通院医療機関に対して医療

　

観察精神科訪問看護指示書を交付した場合であっても、当該指示料は、１月

　

に１回に限り算定するものであること。
（４） 「注２」に規定する医療観察精神科特別訪問看護指示加算は、当該通院対

　

象者が服薬中断等により急性増悪した場合であって、当該通院対象者の主

　

治医が、一時的に頻回又は長時間の医療観察訪問看護を当該通院対象者に

　

対して行う必要性を認め、当該通院対象者又はその家族等の同意を得て、別

　

紙様式４を参考に作成した医療観察精神科特別訪問看護指示書を、訪問看

　

護事業型指定通院医療機関に対して交付した場合に、１月に１回に限り算

　

定する。ここでいう「一時的に頻回又は長時間の医療観察訪問看護を行う必

　

要性」とは、恒常的な頻回又は長時間の医療観察訪問看護の必要性ではな

　　

く、 状態の変化等で日常行っている医療観察訪問看護の回数又は時間では

　

対応できない場合である。また、その理由等については、医療観察精神科特

　

別訪問看護指示書に記載する。

　　

なお、当該頻回又は長時間の医療観察訪問看護は、当該医療観察精神科特

　

別訪問看護の指示に係る診療の日から１４日以内に限り実施する。
（５） 通院対象者の診療を行った指定通院医療機関の医師は、医療観察訪問看

　

護の必要性を認めた場合には、診療に基づき速やかに医療観察精神科訪問

　

看護指示書及び医療観察精神科特別訪問看護指示書（以下「医療観察精神科

　

訪問看護指示書等」という。）を作成する。当該医療観察精神科訪問看護指

　

示書等には、緊急時の連絡先として、診療を行った指定通院医療機関の電話

　

番号等を必ず記載した上で、訪問看護事業型指定通院医療機関に交付する。

　

また、当該訪問看護指示書等には、原則として主たる傷病名の傷病名コード

　

を記載すること。

　　

なお、医療観察精神科訪問看護指示書等は、特に通院対象者の求めに応

　

じて、通院対象者又はその家族等を介して訪問看護事業型指定通院医療機

　

関に交付できる。
（６）

　

当該通院対象者の主治医は、交付した医療観察精神科訪問看護指示書等

　

の写しを診療録に添付する。
（７） 指定通院医療機関の主治医は、当該医療観察精神科訪問看護指示書交付

　

後であっても、通院対象者の病状等に応じてその期間を変更することがで

　

きる。



　　

なお、医療観察訪問看護の指示を行った指定通院医療機関は、訪問看護事

　

業型指定通院医療機関の通院対象者について相談等があった場合には、懇切

　

丁寧に対応する。
（８） 「注３」に規定する医療観察衛生材料等提供加算は、在宅療養において衛

　

生材料等が必要な通院対象者に対し、当該通院対象者へ医療観察精神科訪

　

問看護を実施している訪問看護事業型指定通院医療機関から提出された精

　

神科訪問看護計画書及び訪問看護報告書を基に、療養上必要な量について

　

判断の上、必要かつ十分な量の衛生材料等を患者に支給した場合に算定す

　

る。

１３

　

医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料

（１） 医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料の「イ」の（１）は、指定入院

　　

医療機関の精神科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を投与して

　　

いる入院（法に基づ〈入院に限る。）中の統合失調症入院対象者に対して、

　　

計画的な治療管理を継続して行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関す

　　

る説明を含め、療養上必要な指導を行った場合に、当該入院における当該薬

　

剤の投与開始日の属する月及びその翌月にそれぞれ１回に限り、当該薬剤

　　

を投与したときに算定する。
（２） 医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料の「イ」の（２）は、指定通院

　　

医療機関の精神科を担当する医師が、持続性抗精神病注射薬剤を投与して

　　

いる入院（法のみならず精神保健福祉法等に基づく全ての入院を含む。）中

　

の者以外の統合失調症通院対象者に対して、計画的な治療管理を継続して

　

行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要な

　

指導を行った場合に、 月１回に限り、 当該薬剤を投与した日に算定する。
（３） 持続性抗精神病注射薬剤の種類については、「診療報酬の算定方法の一部

　

改正に伴う実施上の留意事項について」 （令和６年３月５日保医発０３０５第

　

４号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官連名通知）別添１第２章特

　

掲診療料第８部精神科専門療法第１節精神科専門療法料１０１３（３）を参考

　

にすること。

（４） 医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料の「口」は、指定通院医療機関

　

の精神科を担当する医師が、治療抵抗性統合失調症治療薬を投与している

　

治療抵抗性統合失調症通院対象者に対して、計画的な治療管理を継続して

　

行い、かつ、当該薬剤の効果及び副作用に関する説明を含め、療養上必要な

　

指導を行った場合に、 月１回に限り算定する。
（５） 治療抵抗性統合失調症治療薬とは、クロザピンをいう。
（６） 医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料を算定する場合は、治療計画

　

及び治療内容の要点を診療録に記載する。

第３部 医療観察訪問看護



１

　

医療観察訪問看護基本料

（１） 医療観察訪問看護基本料を算定する場合には、次のいずれかに該当する

　

・ 精神疾患を有する者に対する看護について相当の経験を有する保健師、看

　

護師又は作業療法士（以下「看護師等」という。）が医療観察訪問看護を行

　

うこと。

　

イ

　

精神科を標模する保険医療機関において、精神病棟又は精神科外来に勤

　　

務した経験を１年以上有する者

　

口

　

精神疾患を有する者に対する訪問看護の経験を１年以上有する者

　

′、 精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務の

　　

経験を１年以上有する者

　

二

　

国、都道府県又は医療関係団体等が主催する精神科訪問看護に関する研

　　

修を修了している者

（２） 医療観察訪問看護基本料（１）は、医療観察訪問看護を受けようとする通

　

院対象者又はその家族等（医療観察訪問看護基本料（ｍ）を算定するものを

　

除く。）に対して、それらの通院対象者の主治医から交付を受けた医療観察

　

精神科訪問看護指示書及び精神科訪問看護計画書に基づき、訪問看護事業

　

型指定通院医療機関の看護師等が医療観察訪問看護を行った場合に所定点

　

数を算定する。
（３） 医療観察訪問看護基本料（ｍ）は、医療観察訪問看護を受けようとする通

　

院対象者又はその家族等であって同一建物居住者であるものに対して、 主

　

治医から交付を受けた医療観察精神科訪問看護指示書及び精神科訪問看護

　

計画書に基づき、訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が医療観察

　

訪問看護を行った場合に次のイ又は口により、 所定点数を算定する。

　　

また、 同一建物居住者とは、 第２部の１１の （６） に規定するものと同様

　

である。

　

イ

　

同一日に訪問した同一建物居住者が２人の場合は、訪問日数及び訪問時

　　

間の別に応じて、当該通院対象者全員に対して、 （１）の①から④までに

　　

より算定

　

口

　

同一日に訪問した同一建物居住者が３人以上の場合は、訪問日数及び訪

　　

問時間の別に応じて、当該通院対象者全員に対して、 （２）の①から④ま

　　

でにより算定

（４） 医療観察訪問看護基本料（１）及び（ｍ）については、１回の医療観察訪

　

問看護の実施時間に基づき、３０分未満の場合又は３０分以上の場合の時間区

　

分のいずれか一方を算定する。３０分未満の訪問については、 当該通院対象

　

者に短時間訪問の必要性があると医師が認め、医療観察精神科訪問看護指

　

示書に明記されている場合にのみ算定する。
（５） 医療観察訪問看護基本料（１）又は（ｍ）を算定する場合にあっては、訪

　

問看護記録書、訪問看護報告書及び訪問看護療養費明細書に、月の初日の医

　

療観察訪問看護時におけるＧＡＦ尺度により判定した値を記載する。



（６） 医療観察訪問看護基本料については、（７）の場合を除き、前期通院対象

　

者通院医学管理料を算定している当該月は週５回を、それ以外の場合は週

　

３回をそれぞれ限度として算定する。
（７） イ

　

「注３」に規定する医療観察複数名訪問看護加算は、同時に看護師等

　　　

が他の看護師又は准看護師等の同行による医療観察訪問看護を実施し

　　　

た場合（３０分未満の場合を除く。）、１日につき「注３」のイ又は口の

　　　

いずれかを算定する。看護補助者又は精神保健福祉士の同行による場

　　　

合には、 週１回に限リハを算定する。

　　

口

　

同時に複数の保健師等又は准看護師等による医療観察訪問看護を行

　　　

うことについて、 通院対象者又はその家族等の同意を得る。

　　

′、 当該加算は、医師が複数名訪問の必要性があると認め、医療観察精神

　　　

科訪問看護指示書にその旨の記載がある場合に算定する。

　　

ニ

　

単に２人の保健師等又は准看護師等が同時に医療観察訪問看護を行

　　　

ったことのみをもって複数名訪問看護加算を算定することはできない。

　　

ホ

　

看護師等と同行する准看護師等又は精神保健福祉士は、常に同行の

　　　

必要はないが、 必ず患家において両者が同時に滞在する一定の時間が

　　　

確保された場合に算定できる。
（８） 医療観察訪問看護を受けようとする者であって「注４」の医療観察精神科

　

特別訪問看護指示書が交付された者に対する医療観察訪問看護については、

　

当該医療観察精神科特別訪問看護指示書の交付の日から起算して１４日以内

　

に行った場合は、月１回に限り、１４日を限度として所定点数を算定できる。

　　

なお、医療観察精神科特別訪問看護指示書の交付の日の属する週及び当

　

該交付のあった日から起算して１４日目の日の属する週においては、当該週

　

のうち医療観察精神科特別訪問看護指示書の期間中に算定した日を除き、

　　

（６）に定める回数を限度として算定すること。また、医療観察精神科特別

　

訪問看護指示書が交付された通院対象者に対する医療観察訪問看護につい

　

ては、当該通院対象者の病状等を十分把握し、一時的に頻回又は長時間に医

　

療観察訪問看護が必要な理由を記録書に記載し、精神科訪問看護計画書の

　

作成及び医療観察訪問看護の実施等において、主治医と連携を密にするこ

　

と。頻回に医療観察精神科特別訪問看護指示書が交付されている通院対象

　

者については、 その旨を訪問看護療養費明細書に記載すること。
（９） イ

　

「注６」の医療観察特別地域訪問看護加算は、当該訪問看護事業型指

　　　

定通院医療機関の所在地から患家までの訪問につき、 最も合理的な通

　　　

常の経路及び方法で片道１時間以上要する通院対象者に対して、 特別

　　　

地域に所在する訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が、医療

　　　

観察訪問看護を行った場合又は特別地域外に所在する訪問看護事業型

　　　

指定通院医療機関の看護師等が、特別地域に居住する通院対象者に対

　　　

して医療観察訪問看護を行った場合に、医療観察訪問看護基本料イ又



　　　　

はハの所定点数（注に規定する加算は含まない。）のｔｏｏ分の５０に相

　　　　

当する点数を加算する。

　　　　　

なお、当該加算は、交通事情等の特別の事情により訪問に要した時間

　　　　

が片道１時間以上となった場合は算定できない。

　　　

口

　

医療観察特別地域訪問看護加算を算定する訪問看護事業型指定通院

　　　　

医療機関は、 その所在地又は患家の所在地が特別地域に該当するか否

　　　　

かについては、 地方厚生局に確認すること。

（ｌｏ）

　

「注７」の医療観察精神科緊急訪問看護加算は、訪問看護計画に基づき定

　　

期的に行う医療観察訪問看護以外であって、通院対象者又はその家族等の

　　

緊急の求めに応じて、主治医（診療所又は在宅療養支援病院の医師に限る。

　　

この項において同じ。） の指示により、 連携する訪問看護事業型指定通院

　　

医療機関の看護師等が医療観察訪問看護を行った場合に１日につき１回に

　　

限り算定する。なお、主治医の所属する診療所が、他の指定通院医療機関

　　

と連携して２４時間の往診体制及び連絡体制を構築している場合、主治医が

　　

対応していない夜間等においては、 連携先の指定通院医療機関の医師の指

　

．示により緊急に医療観察訪問看護を実施した場合においても算定できる。

　　　

当該加算は、指定通院医療機関が、２４時間往診及び医療観察訪問看護に

　　

より対応できる体制を確保し、指定通院医療機関において、２４時間連絡を

　　

受ける医師又は看護職員の氏名、連絡先電話番号、担当日、緊急時の注意

　　

事項等並びに往診担当医及び医療観察訪問看護担当者の氏名等について、

　　

文書により提供している通院対象者に限り算定できる。 なお、 指示を行っ

　　

た指定通院医療機関の主治医は、指示内容を診療録に記載する。

　　　

当該加算に関し、 通院対象者又はその家族等からの電話等による緊急の

　　

求めに応じて、 指定通院医療機関の主治医の指示により、 緊急に医療観察

　　

訪問看護を実施したその日時、内容及び対応状況を訪問看護記録書に記録

　　

すること。

　　　

また、 緊急の医療観察訪問看護を行った場合は、 速やかに主治医に通院

　　

対象者の病状等を報告するとともに、必要な場合は医療観察精神科特別訪問

　　

看護指示書の交付を受け、 訪問看護計画について見直しを行う。

　　　

当該加算を算定する場合にあっては、訪問看護療養費明細書に算定する

　　

理由を記載すること。
（１１） 「注８」の医療観察長時間訪問看護加算は、主治医が医療観察精神科特別

　　

訪問看護指示書を交付した長時間の訪問を要する通院対象者に対して、１

　　

回の医療観察訪問看護の時間が９０分を超えた場合に、１人の通院対象者に

　　

対して週１回に限り所定点数に加算する。
（１２） イ

　

「注９」に規定する医療観察夜間・早朝訪問看護加算は、夜間又は早

　　　　

朝に医療観察訪問看護を行った場合に、医療観察深夜訪問看護加算は、

　　　　

深夜に医療観察訪問看護を行った場合に、それぞれ所定点数に算定す

　　　

る。



ロ

　

イの場合については、通院対象者の求めに応じて、当該時間に医療観

　

察訪問看護を行った場合にのみ算定できるものであり、訪問看護事業

　

型指定通院医療機関の都合により、当該時間に医療観察訪問看護を行

　

った場合には算定できない。
′、 当該加算は医療観察緊急訪問看護加算と併算定が可能である。

２

　

医療観察訪問看護管理料

（１） イ

　

医療観察訪問看護管理料は、訪問看護事業型指定通院医療機関にお

　　　

いて、医療観察訪問看護を行うにつき安全な提供体制が整備されてお

　　　

り、医療観察訪問看護基本料を算定すべき医療観察訪問看護を行って

　　　

いる訪問看護事業型指定通院医療機関が、通院対象者に係る精神科訪

　　　

問看護計画書及び訪問看護報告書を主治医に提出するとともに、主治

　　　

医との連携確保や訪問看護計画の見直し等を含め、当該通院対象者に

　　　

係る医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理を継続して行った

　　　

場合に算定する。

　　

ロ

　

イの安全な提供体制の整備とは、 以下の要件を満たすものをいう。

　　　　

（イ） 安全管理に関する基本的な考え方、事故発生時の対応方法等が

　　　　　

文書化されている。

　　　　

（口） 訪問先等で発生した事故、インシデント等が報告され、その分

　　　　　　

析を通した改善策が実施される体制が整備されている。

　　　　

（ノ＼） 災害等が発生した場合においても、医療観察訪問看護の提供を

　　　　　　

中断させない、又は中断しても可能な限り短い期間で復旧させ、

　　　　　　

通院対象者に対する医療観察訪問看護の提供を継続的に実施で

　　　　　　

きるよう業務継続計画を策定し必要な措置を講じていること。

　　

ノ、 訪問看護事業型指定通院医療機関の営業時間内における通院対象者

　　　

又はその家族等との電話連絡、居宅における療養に関する相談等、医療

　　　

観察訪問看護の実施に関する計画的な管理（他の訪問看護事業型指定

　　　

通院医療機関との連絡調整を含む。）に要する費用は、医療観察訪問看

　　　

護管理料に含まれる。

　　

二

　

通院対象者の主治医に対して訪問看護報告書を提出した場合は、 当

　　　

該報告書の写しを訪問看護記録書に添付しておく。ただし、訪問看護報

　　　

告書と訪問看護記録書の内容が同一の場合は、訪問看護記録書に提出

　　　

年月日を記録することでこれに代えることができる。

　　

ホ

　

１人の通院対象者に対し、訪問看護事業型指定通院医療機関を含め

　　　

た複数の指定通院医療機関間において十分に連携を図ること。 具体的

　　　

には、訪問看護の実施による通院対象者の目標の設定、計画の立案、訪

　　　

問看護の実施状況及び評価を共有すること。



　　

へ

　

医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、 保護

　　　

観察所、市町村（特別区を含む。）、保健所又は精神保健福祉センター

　　　

において実施する保健福祉サービスとの連携に十分配慮する。
（２） イ

　

「注２」に規定する医療観察２４時間対応体制加算は、必要時の緊急

　　　

時訪問に加えて、営業時間外における通院対象者や家族等との電話連絡

　　　

及び通院対象者や家族への指導等による日々の状況の適切な管理とい

　　　

った対応やその体制整備を評価するものである。 また、 注２のイの ２４

　　　

時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組を行っている場合と

　　　

は、訪問看護事業型指定通院医療機関における看護師等の働き方改革及

　　　

び持続可能な２４時間対応体制の確保を推進するために、看護業務の負

　　　

担の軽減に資する十分な業務管理等の体制が整備されていることをい

　　　

うものである。なお、当該加算を算定するにあたっては、以下（イ）か

　　　

ら （二） までに留意すること。

　　　

（イ）

　

「注２」 の医療観察２４時間対応体制加算は、 通院対象者又はそ

　　　　　

の家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に

　　　　　

常時対応できる体制にある場合であって、緊急時訪問看護を必要に

　　　　　

応じて行う体制にあるものとして地方厚生局長に届け出た訪問看

　　　　　

護事業型指定通院医療機関において、看護師等が医療観察訪問看護

　　　　　

を受けようとする者に対して当該体制にある旨を説明し、その同意

　　　　　

を得た場合に、月１回に限り算定する。

　　　

（口） 医療観察２４時間対応体制加算に係る医療観察訪問看護を受けよ

　　　　　

うとする者に対する説明に当たっては、 当該通院対象者に対して、

　　　　　

訪問看護事業型指定通院医療機関の名称、所在地、電話番号並びに

　　　　　

時間外及び緊急時の連絡方法を記載した文書を交付する。

　　　

（′、） 医療観察２４時間対応体制加算は、１人の通院対象者に対し、１

　　　　　

つの訪問看護事業型指定通院医療機関においてのみ算定できる。こ

　　　　　

のため、 医療観察２４時間対応体制加算に係る医療観察訪問看護を

　　　　　

受けようとする者に説明するに当たっては、当該通院対象者に対し

　　　　　

て、 他の訪問看護事業型指定通院医療機関から医療観察２４時間対

　　　　　

応体制加算に係る医療観察訪問看護を受けていないか確認する必

　　　　　

要がある。ただし、特別地域に所在する訪問看護事業型指定通院医

　　　　　

療機関において、２つの訪問看護事業型指定通院医療機関が連携す

　　　　　

ることによって当該加算に係る体制にあるものとして、地方厚生局

　　　　　

長に届け出た訪問看護事業型指定通院医療機関が算定できること。

　　　　　

なお、医療観察２４時間対応体制加算は、１人の通院対象者に対し、

　　　　　

１つの訪問看護事業型指定通院医療機関において一括して算定す

　　　　

る。

　　　

（二） 医療観察２４時間対応体制加算に関し、通院対象者等から電話等

　　　　　

により看護に関する意見を求められ、これに対応した場合及び緊急



　　　

に医療観察訪問看護を実施した場合は、その日時、内容及び対応状

　　

況を訪問護記録書に記録する。
口

　

２４時間対応体制に係る連絡相談を担当する者は、原則として、当該

　

訪問看護事業型指定通院医療機関の保健師又は看護師とし、勤務体制

　

等を明確にすること。 ただし、 次のいずれにも該当し、２４時間対応体

　

制に係る連絡相談に支障がない体制を構築している場合には、２４時間

　

対応体制に係る連絡相談を担当する者について、当該訪問看護事業型

　

指定通院医療機関の保健師又は看護師以外の職員（以下この項におい

　

て 「看護師等以外の職員」 とする。） でも差し支えない。

　

（イ） 看護師等以外の職員が通院対象者又はその家族等からの電話等

　　

による連絡及び相談に対応する際のマニュアルが整備されている

　　

こと。

　

（口） 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに

　　

行える連絡体制及び緊急の訪問看護が可能な体制が整備されてい

　　

ること。

　

（′、） 当該訪問看護事業型指定通院医療機関の管理者は、連絡相談を担

　　

当する看護師等以外の職員の勤務体制及び勤務状況を明らかにす

　　

ること。

　

（二） 看護師等以外の職員は、電話等により連絡及び相談を受けた際に、

　　

保健師又は看護師へ報告すること。報告を受けた保健師又は看護師

　　

は、当該報告内容等を訪問看護記録書に記録すること。

　

（ホ） （イ）から（二）について、通院対象者及び家族等に説明し、同

　　

意を得ること。

　

（へ） 訪問看護事業型指定通院医療機関は、連絡相談を担当する看護師

　　

等以外の職員に関して「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の

　　

施設基準及びその届出に関する手続の取扱いについて」（令和６年

　　

３月 ２９日障精発０３２９第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福

　　

祉部精神・障害保健課長通知）の様式１２又は１３を用いて地方厚生

　　

局長に届け出ること。
ノ、 ２４時間対応体制に係る連絡相談に支障がない体制を構築するにあた

　

っては、 以下の点に留意すること。

　

（イ）

　

口の （イ） の 「マニュアル」 には以下の内容を定めること。

　　

①

　

連絡相談の内容に応じた電話対応の方法及び流れ

　　

②

　

通院対象者の体調や看護・ケアの方法など看護に関する意見

　　　

を求められた場合の保健師又は看護師への連絡方法、 連絡相談

　　　

に関する記録方法

　　

③

　

保健師又は看護師及び看護師等以外の職員の情報共有方法等



　

（口）

　

口の（′・）の「勤務体制及び勤務状況を明らかにすること」では、

　　

看護師等以外の職員の勤務日及び勤務時間を勤務時間割表で示し、

　　

保健師又は看護師と共有すること。
二

　

口、ハによらず、「訪問看護ステーンョンの基準に係る届出に関する

　

手続きの取扱いについて」 （令和６年３月５日保医発０３０５第７号厚生

　

労働省保険局医療課長通知）の機能強化型訪問看護管理療養費３を届

　

け出ている訪問看護事業型指定通院医療機関において、同一敷地内に

　

訪問看護事業型指定通院医療機関と同一開設者である保険医療機関が

　

併設されている場合は、営業時間外の通院対象者又はその家族等から

　

の電話等による看護に関する相談への対応は、併設する当該保険医療

　

機関の看護師が行うことができる。この場合、訪問看護事業型指定通院

　

医療機関の看護職員（准看護師を除〈。）が医療観察訪問看護を受けよ

　

うとする者に対して、併設している保険医療機関の看護師と連携し営

　

業時間外の電話等に対応する体制にある旨を説明し、通院対象者の同

　

意を得るとともに、当該通院対象者の医療観察訪問看護に関する情報

　

を当該保険医療機関の看護師と共有することについても通院対象者の

　

同意を得ること。

　　

なお、当該保険医療機関の看護師が電話等の対応をした結果、訪問看

　

護事業型指定通院医療機関の主治医の指示により緊急時訪問看護を行

　

う必要がある場合は、訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が

　

実施すること。そのため、営業時間外の電話対応等を併設する保険医

　

療機関の看護師が行う場合は、当該保険医療機関の看護師が訪問看護

　

事業型指定通院医療機関の看護師等に常に連絡がとれる体制を確保し

　

ているとともに、日頃より訪問看護事業型指定通院医療機関と当該保

　

険医療機関の連携に努めること。
ホ

　

イの 「２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組」とは、

　

次の（イ）又は（口）を含む２項目以上を行っている場合に満たすもの

であること。

　

（イ）夜間対応した翌日の勤務間隔の確保

　

（口）夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続（２回）まで

　

（ハ）夜間対応後の暦日の休日確保

　

（二）夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫

　

（ホ）ＩＣＴ、 Ａ１、 ｌ ｏＴ等の活用による業務負担軽減

　

（へ）電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制の確保
ヘ

　

ホの（イ）から（ノ＼）までにおける「夜間対応」とは、当該訪問看護

事業型指定通院医療機関の運営規程に定める営業日及び営業時間以外

　

における必要時の緊急時訪問看護や、通院対象者又はその家族等から

の電話連絡を受けて当該者への指導を行った場合とし、単に勤務時間
割表等において営業日及び営業時間外の対応が割り振られているが夜



　　　

間対応がなかった場合等は該当しない。また、翌日とは、営業日及び営

　　　

業時間外の対応の終了時刻を含む日をいう。

　　　　

ホの（口）における「夜間対応に係る勤務の連続回数」は、夜間対応

　　　

の開始から終了までの一連の対応を１回として考える。なお、専ら夜間

　　　

対応に従事する者は含まないものとする。また、夜間対応と次の夜間対

　　　

応との間に暦日の休日を挟んだ場合は、休日前までの連続して行う夜間

　　　

対応の回数を数えることとするが、暦日の休日に夜間対応をした場合に

　　　

は当該対応を１回と数えることとし、暦日の休日前までの夜間対応と合

　　　

算して夜間対応の回数を数えること。

　　　　

ホの（二）の「夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫」は、単

　　　

に従業者の希望に応じた夜間対応の調整をする場合等は該当しない。

　　　　

ホの （ホ） の「ＩＣＴ、 Ａ１、 ｌｏＴ等の活用による業務負担軽減」

　　　

は、例えば、看護記録の音声入力、情報通信機器を用いた通院対象者の

　　　

自宅等での電子カルテの入力、 医療情報連携ネットワーク等のＩＣＴ

　　　

を用いた関係機関との利用者情報の共有、 ＩＣＴやＡＩを活用した業

　　　

務管理や職員間の情報共有等であって、 業務負担軽減に資するものが

　　　

想定される。 単に電子カルテを用いていること等は該当しない。

　　　　

ホの（へ）の「電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援

　　　

体制の確保」 は、 例えば、２４時間対応体制に係る連絡相談を担当する

　　　

者からの対応方法等に係る相談を受けられる体制等が挙げられる。
（３） 特別地域若しくは「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続

　

きについて」 （令和６年３月５日保医発０３０５第５号厚生労働省保険局医療

　

課長・歯科医療管理官連名通知）の「別添３」の「別紙２」に掲げる医療を

　

提供しているが医療資源の少ない地域に所在する訪問看護事業型指定通院

　

医療機関又は業務継続計画を策定した上で自然災害等の発生に備えた地域

　

の相互支援ネットワークに参画している訪問看護事業型指定通院医療機関

　

においては、２つの訪問看護事業型指定通院医療機関が連携することによ

　

って（２）に規定する医療観察２４時間対応体制加算に係る体制にあるもの

　

として、地方厚生局長に届け出た訪問看護事業型指定通院医療機関の看護

　

職員（准看護師を除く。）が、医療観察訪問看護を受けようとする者に対して、

　　

（２）に規定する医療観察２４時間対応体制加算に係る体制にある旨を説明

　

し、その同意を得た場合に、月１回に限り算定することも可能とする。１つ

　

の訪問看護事業型指定通院医療機関において連携して届け出ることができ

　

る訪問看護事業型指定通院医療機関は、他の１つの訪問看護事業型指定通

　

院医療機関のみであり、当該訪問看護事業型指定通院医療機関間において

　

は、通院対象者の状況や体制について十分に連携を図ること。なお、医療観

　

察２４時間対応体制加算は、１人の通院対象者に対し、１つの訪問看護事業

　

型指定通院医療機関において一括して算定する。



（４） （３）における自然災害等の発生に備えた地域の相互支援ネットワークは、

　　

次のいずれにも該当するものをいう。

　　

イ

　

都道府県、市町村又は医療関係団体等（ハにおいて「都道府県等」とい

　　　

う。） が主催する事業であること。

　　

口

　

自然災害や感染症等の発生により業務継続が困難な事態を想定して整

　　　

備された事業であること。

　　

′、 都道府県等が当該事業の調整等を行う事務局を設置し、当該事業に参画

　　　

する訪問看護ステーション等の連絡先を管理していること。
（５） イ

　

「注３」に規定する医療観察退院時共同指導加算は、医療観察訪問看

　　　

護を受けようとする者 （以下 「訪問看護予定者」 という。） が主治医の

　　　

所属する鑑定入院医療機関又は指定入院医療機関（以下「指定入院医療

　　　

機関等」という。）に入院中である場合において、その退院に当たって、

　　　

訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が、当該主治医又はその所

　　　

属する指定入院医療機関等の職員とともに、当該訪問看護予定者又はそ

　　　

の家族等に対して、 在宅での療養上必要な指導を行い、 その内容を文書

　　　

により提供した場合に、 初日の医療観察訪問看護の実施時に１回に限り

　　　

算定する。

　　　　

なお、医療観察訪問看護管理料を算定する月の前月に医療観察退院時

　　　

共同指導を行った場合においても算定できる。

　　　

口

　

医療観察退院時共同指導加算は、１人の訪問看護予定者に対し、１つ

　　　

の訪問看護事業型指定通院医療機関においてのみ算定できるものであ

　　　

ること。

　　

′、 医療観察退院時共同指導を行った日数については、医療観察訪問看護

　　　

管理料の算定に係る訪問日数に算入しない。

　　

二

　

医療観察退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護記録書

　　　

に記録すること。

　　

ホ

　

医療観察退院時共同指導は、 リアルタイムでのコミュニケーション

　　　　

（以下「ビデオ通話」という。） が可能な機器を用いて共同指導した場

　　　

合でも算定可能である。

　　

ヘ

　

ホにおいて、訪問看護予定者の個人情報をビデオ通話の画面上で共有

　　　

する際は、当該訪問看護予定者の同意を得ていること。また、指定入院

　　　

医療機関等の電子カルテなどを含む医療情報システムと共通のネット

　　　

ワーク上の端末において共同指導を実施する場合には、厚生労働省「医

　　　

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に対応していること。
（６） イ

　

「注４」に規定する医療観察在宅患者連携指導加算は、在宅での療養

　　　

を行っている通院対象者の診療情報等を、当該通院対象者の診療等を担

　　　

う指定通院医療機関等の医療関係職種間で文書等により共有し、それぞ

　　　

れの職種が当該診療情報等を踏まえ診療等を行う取組を評価するもので

　　　

ある。



　　　

口

　

在宅で療養を行っている通院対象者であって通院が困難な者につい

　　　　

て、通院対象者又はその家族等の同意を得て、月２回以上医療関係職種

　　　

間で文書等（電子メール、ファクシミリでも可） により共有された診療

　　　

情報を基に、通院対象者又はその家族等に対して指導等を行った場合に、

　　　

月１回に限り算定する。

　　

′、 単に医療関係職種間で当該通院対象者に関する診療情報を交換した

　　　

のみの場合は算定できない。

　　

ニ

　

他職種から情報提供を受けた場合、できる限り速やかに通院対象者又

　　　

はその家族等への指導等に反映させるよう留意しなければならない。ま

　　　

た、当該通院対象者の療養上の指導に関する留意点がある場合には、速

　　　

やかに他職種に情報提供するよう努めなければならない。

　　

ホ

　

当該通院対象者の診療を担う指定通院医療機関（病院又は診療所に限

　　　

る。）の主治医との間のみで診療情報等を共有し、医療観察訪問看護を

　　　

行った場合は、 所定点数を算定できない。

　　

へ

　

当該加算を算定した場合は、同月内において医療観察訪問看護情報提

　　　

供料 （ロ） を別に算定できない。

　　　

ト

　

他の医療関係職種から受けた診療情報等の内容及びその情報提供日、

　　　

並びにその診療情報等を基に行った指導等の内容の要点及び指導日を

　　　

訪問看護記録書に記載すること。
（７） イ 「注５」に規定する医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算は、

　　　

在宅での療養を行っている通院対象者の状態の急変や診療方針の変更等

　　　

の際、当該通院対象者に対する診療等を行う医療関係職種等が一堂に会

　　　

しカンファレンスを行うことにより、 より適切な診療方針を立てること

　　　

及び当該カンファレンスの参加者の間で診療方針の変更等の的確な情報

　　　

共有を可能にすることは、通院対象者及びその家族等が安心して療養生

　　　

活を行う上で重要であることから、 そのような取組に対して評価を行う

　　　

ものである。

　　

口

　

関係する医療関係職種等が共同でカンファレンスを行い、当該カンフ

　　　

ァレンスで共有した通院対象者の診療情報等を踏まえ、それぞれの職種

　　　

が当該通院対象者又はその家族等に対して療養上必要な指導を行った

　　　

場合に月２回に限り算定すること。なお、複数の訪問看護事業型指定通

　　　

院医療機関のみが参加しカンファレンスを行った場合は、所定点数は算

　　　

定しないこと。また、当該カンファレンスは、原則通院対象者の居住す

　　　

る場で行うこととするが、通院対象者又はその家族等が通院対象者の居

　　　

住する場以外の場所でのカンファレンスを希望する場合はこの限りで

　　　

はな い。

　　

′、 当該カンファレンスは、一者以上が通院対象者の居宅に赴きカンファ

　　　

レンスを行う場合には、その他の関係者はビデオ通話が可能な機器を用

　　　

いて参加することができる



　　

ニ

　

ハにおいて、通院対象者の個人情報をビデオ通話の画面上で共有する

　　　

際は、通院対象者の同意を得ていること。また、指定通院医療機関 （病

　　　

院又は診療所に限る。）の電子カルテなどを含む医療情報システムと共

　　　

通のネットワーク上の端末においてカンファレンスを実施する場合に

　　　

は、 厚生労働省 「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

　　　

に対応していること。

　　

ホ

　

カンファレンスの目的のみをもって通院対象者の居宅を訪問しカン

　　　

ファレンスの結果を受けた指導以外の特段の指導を行わなかった場合、

　　　

医療観察訪問看護基本料 （１） 又は （皿） は併せて算定できない。 （こ

　　　

の場合 カンファレンスを実施した後に実施した医療観察訪問看護の実

　　　

施時に算定すること。）

　　

へ

　

当該通院対象者に対する診療を担う指定通院医療機関（病院又は診療

　　　

所に限る。）の主治医と当該通院対象者の訪問看護事業型指定通院医療

　　　

機関の看護師等と２者でカンファレンスを行った場合であっても算定

　　

できる。

　　

ト

　

当該加算におけるカンファレンスは、 保護観察所が開催するケア会

　　　

議とは異なるものである。

　　

チ

　

カンファレンスに参加した医療関係職種等の氏名、カンファレンスの

　　　

要点、通院対象者に行った指導の要点及びカンファレンスを行った日を

　　　

訪問看護記録書に記載すること。
（８） 医療観察訪問看護の実施に関する計画的な管理に当たっては、「通院処遇

　

ガイドライン」（平成１７年７月１４日障精発第０７１４００１号）や「地域社会に

　

おける処遇のガイドライン」（平成１７年７月１４日障精発第０７１４００３号）を

　

参考とすること。
注：第３部医療観察訪問看護の精神科訪問看護計画書、訪問看護報告書等につ

　

いては、 訪問看護療養費の例により、 作成する。

３

　

医療観察訪問看護情報提供料

（１） 医療観察訪問看護情報提供料（１）は、保護観察所が開催するケア会議に

　

訪問看護事業型指定通院医療機関の看護師等が参加し、保護観察所を含む

　

関係機関に対して通院対象者にかかる看護又は療養上必要な指導について

　

の情報提供等を行った場合、ケア会議が開催された当該月に算定する。

　　

なお、ケア会議を通じて、保護観察所を含む関係機関に対して情報提供を

　

した場合、ケア会議開催日時、訪問看護事業型指定通院医療機関のケア会議

　

参加者名、関係機関への情報提供の要点を訪問看護記録書に記録しておくこ

　

と。

（２） 医療観察訪問看護情報提供料（ロ）は、ケア会議が開催されていない月に

　

おいて、保護観察所を含む関係機関に対して通院対象者にかかる看護又は

　

療養上必要な指導についての情報提供等を行った場合、月１回に限り算定



　

する。ただし、医療観察在宅患者連携指導加算を算定した場合は、同月内に

　

おいて別に算定できない。

　　

なお、保護観察所を含む関係機関に対して情報提供した場合、送付した文

　

書の写しを訪問看護記録書に添付しておくこと。
（３） 医療観察訪問看護情報提供料（１）及び（ロ）は、１人の通院対象者に対

　

し、１つの訪問看護事業型指定通院医療機関においてのみ算定できるもの

　

であること。このため、関係機関に対して情報の提供を行う場合には、通院

　

対象者に対し、他の訪問看護事業型指定通院医療機関において関係機関に

　

対して情報の提供が行われているか確認すること。

第４部

　

経過措置

　

平成３１年４月１日から当分の間、 以下のいずれかの要件に該当する者を公

認心理師とみなす。

　

イ

　

平成３１年３月３１日時点で、臨床心理技術者として保険医療機関に従

　　

事していた者

　

口

　

公認心理師に係る国家試験の受験資格を有する者



（別紙様式 “

退院促進治療計画書

　　　　　　　　　　　

　

　

　

　

　

　　

　　

　　　　　　　

　

　　　　

　

　　　
〔帰住先に所在する都 統 県の指定入院医療機関に転院できない理由（ 指定入院 畷 機関が未整備 ， 指定入院医療機関 砲 床が無 い

　

その他（理由：

　　　　　

） ］
事前準備・算定開始月 ２力、月目 ３力、月目 ４か月目 ５か月目 ６か月目 ７か月目・算定終了月

対象者の状況

特記事項

外

出

　

訓

練

計画

実施

状況

外

　

泊

　

訓

練

計画

実施

状況

退

　

院

　

申

　

立

計画

実施

状況

※１

　

遠隔地加算の算定を開始する場合には、開始日を含む月を算定開始月とし、１８０日目の日を含む月を算定終了月として、外出訓練、外泊訓練、申立について、今後１８０日間の計画をたてた上で、

　

各自ごとの計画を記載する。
※２

　

算定開始後は、毎月末に、当該月の「対象者の状況」及び各項目の「実施状況」欄に実施状況等を記載する。
※３

　

「対象者の状況」欄は、当該月における対象者の状況を簡潔に記載する。外出訓練や外泊訓練時の状況を中心に記載するほか、病状の変化等があった場合は必ず記載すること。
※４

　

「外出訓練」 「外泊訓練」 「退院申立」の欄は、特に記載様式は定めないが、記載例を参考に計画・実施の日時・回数がわかるように記載すること。



（別紙様式２）

ＤＩＥＰＳＳ（薬原性錐体外路症状評価尺度）全項目評価用紙

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コ ー ド

患者：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　

＝

　

なし、
評価者：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

＝

　

ごく

評価日： 年

　　　　

月

　　　　

日

　　　　　　　　　　　　　　

２

　

＝ 軽度
評価時間：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

＝

　

中等度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４ ＝ 重度

０

　

＝

　

なし、 正常

１

　

＝

　

ごく軽度、 不確実

適当なもの１つに丸をつける。

１

　

歩行 Ｇａｉｔ

　

小刻みな遅い歩き方。速度の低下，歩幅の減少， 上肢の振れの減少， 前屈姿勢や前方突進現象の程度

を評価する。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

２

　

動作緩慢 Ｂｒａｄｙｋｉｎｅｓｌａ

　

動作がのろく乏しいこと。動作の開始または終了の遅延または困難。顔面の表情変化の乏しさ（仮面

様顔貌）や単調で緩徐な話し方の程度も評価する。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

３

　

流誕 Ｓｉａｌｏｒｒｈｅａ

　

唾液分泌過多。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

４

　

筋強剛 Ｍｕｓｃｌｅｒｉｇｉｄｉｔｙ

　

上肢の屈伸に対する抵抗。歯車現象，ろう風現象，鉛管様強剛や手首の曲がり具合の程度も評価する。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

５

　

振戦 Ｔｒｅｍｏｒ

　

口部，手指，四肢，躯幹に認められる反復的， 規則的（４～８Ｈｚ） で，リズミカルな運動。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

６

　

アカシジア Ａｋａｔｈｉｓｉａ

　

静座不能に対する自覚：下肢のムズムズ感，ソワソワ感，絶えず動いていたいという衝勤などの内的

不穏症状とそれに関連した苦痛。運動充進症状（身体の揺り動かし， 下肢の振り回し， 足踏み，足の組

み換え， ウロウロ歩きなど） についても評価する。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

７

　

ジス トニア Ｄｙｓｔｏｎｉａ

　

筋緊張の異常な穴進によって引き起こされる症状。舌， 頚部， 四肢，躯幹などにみられる筋肉の捻転

やつっぱり， 持続的な異常ポジション。舌の突出捻転， 斜頚， 後頭， 牙関緊急，眼球上転， ピサ症候群

などを評価する。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

８

　

ジスキネジア Ｄｙｓｋｉｎｅｓｌａ

　

運動の異常に冗進した状態。顔面， 口部，舌， 顎，四肢，躯幹にみられる他覚的に無目的で不規則な

不随意運動。舞踏病様運動， アテトーゼ様運動は含むが，振戦は評価しない。

０

　

１

　

２

　

３

　

４

９

　

概括重症度 ｏｖｅｒａｌｌ

　

ｓｅｖｅｒｉｔｙ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　

１

　

２

　

３

　

４

錐体外路症状全体の重症度。



（別紙様式３）

医療観察精神科訪問看護指示書

指示期間 （

　　　

年

　　　

月

　　　

日～

　　　

年

　　　

月

　　　

日）

対象者氏名 生年月日

　　　　　　　　　　　

年

　　

月

　　

日

　　　　　　　　　　　　　

（

　　　　

歳）

対象者住所

電話 （

　　　　

）

施設名

主たる傷病名 （１）

　　　　　　　

（２）

　　　　　　　　

（３）

傷病名コード

現

　

在

　

の

　

状

　

況

病状・治療状況

投与中の薬剤の用量・用法

，病名告知 あり

　　

・

　　

なし

治療の受け入れ

複数名訪問の必要性

　　　　　　　　

あり

　　

・

　　

なし

理由＝

　

１．暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる者

　

２．利用者の身体的理由により一人の看護師等による訪問看護が困難

　

と認められる者

　

３． 利用者及びその家族それぞれへの支援が必要な者

４． その他 （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

短時間訪問の必要性 あり

　　

・

　　

なし

複数回訪問の必要性 あり

　　

・

　　

なし

日常生活自立度 認知症の状況

　

（１

　　

ロａ

　　

ｌ

　　

ｌｂ

　　

ｍａ

　　

皿ｂ

　　

ｗ

　　

Ｍ）

医療観察精神訪問看護に関する留意事項及び指示事項

　

１ 生活リズムの確立

　

２

　

家事能力、社会技能等の獲得

　

３

　

対人関係の改善（家族含む）

４ 社会資源活用の支援

５

　

薬物療法継続への援助

６

　

身体合併症の発作・悪化の防止

７ その他

緊急時の連絡先

不在時の対応法

主治医との情報交換の手段

特記すべき留意事項

上記のとおり、医療観察訪問看護の実施を指示いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　

月

　　　

日

医療機関名

住 所

電 話
（ＦＡＸ）

医師氏名

　　　　　　　　　　　　　

医

　

氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

印

訪問看護事業型指定通院医療機関

　　　　　　　　　　　　

殿

（訪問看護ステーション）



（別紙様式４）

医療観察精神科特別訪問看護指示書

※該当する指示書を０で囲むこと

対象者氏名 生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　

月

　　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　　　

歳）

症状・主訴：

一時的に医療観察訪問看護が頻回又は長・短時間必要な理由：

留意事項及び指示事項（注：点滴注射薬の相互作用・副作用ーこっぃての留意点があれば記載してください。）

（該当する項目に○をつけてください）
′複数名訪問の必要性

　　

あり

　

・

　

なし

　

理由：１．暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる者

　　　　

２． 利用者の身体的理由により一人の看護師等による訪問看護が困難と認められる者

　　　　

３． 利用者及びその家族それぞれへの支援が必要な者

　　　　

４． その他 （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

長時間訪問の必要性

　　

あり

　

・

　

なし

　

理由： （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

短時間訪問の必要性

　　

あり

　

・

　

なし

　

理由： （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）
、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

特に観察を要する項目（該当する項目に○をつけてください）
１服薬確認

２水分及び食物摂取の状況

３精神症状（観察が必要な事項：

　　　　　　　　　　　　　　　　

）

４身体症状（観察が必要な事項：

　　　　　　　　　　　　　　　　

）

５その他 （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

点滴注射指示内容（投与薬剤・投与量・投与方法等）

緊急時の連絡先等

上記のとおり、 指示いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　

月

　　　

日

医療機関名
電話
（ＦＡＸ）

医師氏名

　　　　　　　　　　　　　　　

印

訪問看護事業型指定通院医療機関

　　　　　　　　　　　　　　　

殿

（訪問看護ステーション）



障精発０３２９第２号
令和６年３月２９日

都道府県
各

　　　　　　

精神保健福祉主管部（局）長

　

殿

　

指定都市

厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部精神・障害保健課長
（

　

公

　

印

　

省

　

略

　

）

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手
続の取扱いについて

　

今般、基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準等の一部を改正する件（令和６
年厚生労働省告示第１６４号）が告示され、本年６月１日より適用されることとなったところ
であるが、適用に際しては、下記の事項に留意の上、貴管内市町村（特別区を含む。） を含

め関係者及び関係団体に対する周知方につき御配慮願いたい。

　

なお、「基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準及びその届出に関する手続の
取扱いについて」（令和４年４月１日陣精発０４０１第５号厚生労働省社会・援護局障害保健福
祉部精神・障害保健課長通知）は、令和６年５月３１日限りで廃止する。

記

第１

　

届出に関する手続

１

　

各施設基準に係る届出を行おうとする指定医療機関の開設者は、当該指定医療機関の
所在地を管轄する地方厚生局長に対して、別添の当該施設基準に係る届出書を１通提出
するものであること。また、当該指定医療機関は、提出した届出書の写しを適切に保管す
るものであること。
２

　

届出書の提出があった場合は、地方厚生局は届出書を基に、「基本診療料及び医療観察
精神科専門療法の施設基準等入院料等の施設基準」（平成１７年厚生労働省告示第３６６号。
以下「施設基準告示」という。）・及び本通知に規定する基準に適合するか否かについて要
件の審査を行い、記載事項等を確認した上で受理又は不受理を決定するものであること。
また、補正が必要な場合は適宜補正を求めるものとする。

　

なお、この要件審査に要する時間は原則として２週間以内を標準とし、遅くとも概ね１
ヶ月以内（提出者の補正に要する期間は除く。）とするものであること。
３

　

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準に係る届出を行う指定医療機関が、
当該届出を行う前６ヶ月間において、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の
医療及び観察等に関する法律（平成１５年法律第１１０号。以下「法」という。）第８５条第

　

１項、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７８条第１項（同項を準用する場合も含む。）



　

又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７２条第１項の規定に

　

基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬に関し、不正又は不当な行為が認められた保

　

険医療機関並びに法第８５条第１項、健康保険法第９４条第１項（同項を準用する場合も含

　

む。）又は高齢者の医療の確保に関する法律第８１条第１項の規定に基づく検査等の結果、

　

健康保険法第８８条第１項に規定する指定訪問看護及び高齢者の医療の確保に関する法律

　

第７８条第１項に規定する指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、不正又

　

は不当な行為が認められた訪問看護事業所（健康保険法第８９条第２項の規定する訪問看

　

護事業所とみなす指定居宅サービス事業者も含む。） である場合にあっては、当該届出の

　

受理は行わないものであること。

　　

なお、「不正又は不当な行為が認められた」場合（法第８５条第１項の規定に基づく報告

　

の請求及び検査による場合を除く。）とは、「保険医療機関及び保険医等の指導及び監査に

　

ついて」（平成１２年５月３１日保発第１０５号厚生省保険局長通知）及び「指定訪問看護事

　

業者等の指導及び監査について」（平成２０年９月３０日保発第０９３０００９号厚生労働省保険

　

局長通知）に規定する監査要綱に基づき、戒告若しくは注意又はその他の処分を受けた場
合をいうものとする。
４

　

届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、提出者に対し

　

て受理番号を付して通知するとともに、当該指定医療機関の所在する都道府県にある社
会保険診療報酬支払基金支部に対して受理番号を付して通知するものであること。

　

入院対象者入院医学管理料

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（入処医管）第００号

　

通院対象者通院医学管理料

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（通処医管）第００号

　

通院対象者社会復帰体制強化加算

　　　　　　　　　　　　　　

（通社強）第００号

　

医療観察児童思春期精神科専門管理加算

　　　　　　　　　　

（医児春専）第００号

　

医療観察認知療法・認知行動療法イ

　　　　　　　　　　　　　　

（医認イ）第００号

　

医療観察認知療法・認知行動療法口

　　　　　　　　　　　　　　

（医認□）第００号

　

医療観察依存症集団療法イ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（医依集イ）第００号

　

医療観察依存症集団療法口

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（医依集口）第００号

　

医療観察依存症集団療法′、

　　　　　　　　　　　　　　　　

（医依集ハ）第００号

　

医療観察精神科作業療法

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（医精神作業）第○○号

　

医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」

　　　　　　

（医精ショ大）第００号

　

医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」

　　　　　　

（医精シヨ小）第００号

　

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」

　　　　　　　　

（医精デイ大）第００号

　

医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」

　　　　　　　　

（医精デイ小）第００号

　

医療観察精神科ナイト・ケア

　　　　　　　　　　　　　　

（医精ナイト）第○○号

　

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

　　　　　　　　　　　

（医デイナイ）第００号

　

医療観察抗精神病特定薬剤治療指導管理料（医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導

　

管理料に限る。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（医抗治療）第００号

　

医療観察訪問看護基本料

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（医訪看基ｌｏ）第○○号

　

医療観察２４時間対応体制加算

　　　　　　　　　　　　　　　

（医訪看対２３）第００号

５

　

要件審査を終え、届出を受理した場合は、届出日に遡って算定することができるもの

とする。
６

　

届出の不受理の決定を行った場合は、速やかにその旨を届出者に対して通知するもの

であること。

第２ 届出受理後の措置



１

　

届出を受理した後において、届出の内容と異なった事情が生じ、当該施設基準を満たさ
なくなった場合又は当該施設基準の届出区分が変更となった場合には、指定医療機関の
開設者は遅滞なく変更の届出等を行うものであること。ただし、次に掲げる事項について
の一時的な変動については、この限りではないこと。
（１） 医師と法第４２条第１項第１号又は第６１条第１項第１号の決定により入院している

　

者（以下「入院対象者」という。）の比率については、暦月で３ヶ月を超えない期間の

　

１割以内の一時的な変動

（２） 看護師と入院対象者の比率については、暦月で１ヶ月を超えない期間の１割以内の

　

一時的な変動

（３） 作業療法士、精神保健福祉士及び公認心理師と入院対象者の比率については、暦月で

　

３ヶ月を超えない期間の１割以内の一時的な変動

２

　

基本診療料及び医療観察精神科専門療法の施設基準に適合しないことが判明した場合
は、所要の指導の上、変更の届出を行わせるものであること。その上で、なお改善がみら

れない場合は、当該届出は無効となるものであるが、その際には指定医療機関に弁明を行
う機会を与えるものとすること。
３

　

届出事項については、必要に応じ、診療報酬の届出等と関連づけて確認すること。

第３

　

施設基準

通則

　

施設基準の届出に当たって、入院対象者の数及び看護師等の数等の取扱いについて

　

は、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和６

　

年３月５日保医発０３０５第５号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官連名通知。

　

以下「基本診療料通知」という。）別添２入院基本料等の施設基準等第２病院の入院基

　

本料等に関する施設基準４の例によること。
１

　

入院対象者入院医学管理料
（１） 入院対象者入院医学管理料に関する施設基準
①

　

当該指定入院医療機関の専ら入院対象者に医療を実施するための病棟に係る病床は

　

全て個室で、床面積は１０平方メートル以上であり、以下に掲げる施設を有しているこ

　

とを標準とする。ただし、病院の病棟の一部であって、法第４２条第１項第１号又は第

　

６１ 条第１項第１号の決定を受けた者であって集中的な治療を要する者を入院させるた

　

めの精神病床（ｆ４床を超えないものに限る。）により構成される病棟（以下「小規格病

　

棟」 という。） にあってはこの限りでない。

　

ア

　

２カ所以上の診察室

　

イ

　

酸素吸入装置・吸引装置等を有する処置室

　

ウ

　

床面積１０平方メートル以上の保護室

　

工 集団精神療法室、作業療法室

　

オ

　

入院対象者が使用できる談話室、食堂、面会室、浴室及び公衆電話
②

　

当該指定入院医療機関には、医療の質を確保するため、「外部評価会議」、「運営会議」、

　　

「倫理会議」、「治療評価会議Ｊ及び「地域連携を確保するための会議」が設置され、定

　

期的に開催されていること。
③

　

緊急時の対応のため、「事故・火災発生対応マニュアル」及び「無断退去等対応マニ

　

ュアル」が整備されていること。
④

　

無断退去を防止するため、安全管理体制が整備されていること。
⑤

　

当該入院医学管理の実施等については、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

　

た者の医療及び観察等に関する法律の施行についてｊ（平成１７年７月１４日障精発第



　　

０７１４００１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課長通知。以下「医観

　　

法施行通知」という。）の別紙１「指定入院医療機関運営ガイドライン」を参考とする

　

こと。

　

⑥

　

病院の病棟の一部に小規格病棟を有している場合においては、小規格病棟に勤務す

　　

る常勤看護師として、当該小規格病棟の入院対象者の数に１．３を乗じた数以上を配置

　　

すること。なお、当該常勤看護師については当該医療機関の病棟における小規格病棟以

　　

外の部分に係る看護職員として算定してはならないこと。

　

⑦

　

１００人以上の患者を入院させるための施設を有し、その診療科名中に内科、外科、婦

　　

人科、眼科及び耳鼻いんこう科を含む病院において、当該病棟における常勤の作業療法

　　

士、精神保健福祉士及び公認心理師の数の合計が１に当該病棟の入院対象者の数が５

　

又はその端数を増すごとに１を加えた数に満たない場合にあっては、入院対象者の状

　　

態に応じた入院医学管理を行うにつき以下の体制を整備していること。

　　

ア

　

重度の身体合併症を有する対象者については、他の診療科等と連携し、精神障害の

　　

治療と相まって、身体合併症に対する適切な医療を提供できる体制を確保している

　　

こと。

　　

イ

　

重度の身体合併症を有さない対象者（治療により身体合併症が軽快した者を含む。）

　　

については、当該対象者の社会復帰を促進するために適当な指定入院医療機関に当

　　

該対象者を転院させるための必要な連絡調整を行うなど、他の指定入院医療機関と

　　

の綿密な連携体制を確保していること。
（２） 急性期入院対象者入院医学管理料の入院対象者

　　

医観法施行通知の別紙２「入院処遇ガイドライン」（以下「処遇ガイドライン」とい

　　

う。）に示される、「急性期の到達目標」の各項目を満たした又はそれに準ずる状態であ

　

ると指定入院医療機関の運営会議において判断されたことがなく、かつ、入院後間もな

　　

い期間であって、当該医療機関の管理者により、急性期における医療を提供する必要性

　

があると認められた入院対象者であること。
（３） 回復期入院対象者入院医学管理料の入院対象者

　　

処遇ガイドラインに示される、「急性期の到達目標」の各項目を満たした又はそれに

　

準ずる状態であると指定入院医療機関の運営会議において判断され、指定入院医療機

　

関の管理者により、回復期における医療を提供する必要性があると認められた入院対

　

象者であること。
（４） 社会復帰期入院対象者入院医学管理料の入院対象者

　　

処遇ガイドラインに示される、「回復期の到達目標」の各項目を満たし又はそれに準

　

ずる状態であると指定入院医療機関の運営会議において判断され、指定入院医療機関

　

の管理者により、社会復帰期における医療を提供する必要性があると認められた入院

　

対象者であること。
（５） 急性期入院対象者入院医学管理料に係る施設基準

　　　

「注３」の「別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合」とは、次の①及

　

び②の条件の全てを満たさなければ、施設基準を満たさない場合である。
①

　

隔離又は身体拘束が行われている状況下で当該医療機関内に設置された行動制限最

　

小化委員会による評価を受けてから７日以内であること。
②

　

入院対象者の同意によらない医療行為が行われている状況下で当該医療機関に設置

　

された倫理会議による評価を受けてから７日以内であること。
（６） 届出に関する事項

　　

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式１及び様式１ー２、



　　

当該病棟に従事する医師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）及び

　

勤務時間は様式２を用いること。なお、「注２」に該当した場合についても同様式を用

　　

いて届け出ること。また、当該病棟の配置図及び平面図を添付すること。
２

　

通院対象者通院医学管理料
（１） 通院対象者通院医学管理料に関する施設基準

　

①

　

当該指定通院医療機関に、作業療法士、精神保健福祉士又は公認心理師が１名以上配

　

置されていること。

　

②

　

当該指定通院医療機関には、医療の質を確保するため「多職種チーム会議」が設置さ

　

れ、定期的に開催されていること。また、保護観察所が設置する「ケア会議」に参加し、

　

処遇の実施計画に協力するなど緊密な連携体制が整備されていること。

　

③

　

法第４２条第「項第２号又は第５１条第１項第２号による決定を受けた対象者（以下

　　

「通院対象者」という。）の病状急変等により、通院対象者又はその看護に当たってい

　

る者から電話等によって治療上の意見を求められた場合に常時対応できる体制がある

　

こと。

　

④

　

当該指定通院医療機関ま、医療観察精神科デイ・ケア及び医療観察精神科訪問看護・

　

指導を実施できる体制を整えているか、若し〈はそのような他の指定通院医療機関と

　

の連携体制を有していること。また、通院対象者の急性増悪等による入院における診療

　

に対処するため、当該指定通院医療機関の１つの精神病棟における常勤の看護師若し

　　

くは准看護師の数が、当該病棟の入院患者数の３若しくはその端数を増すごとに１以

　

上であり、かつ、当該病棟の看護師の割合が４割以上であるか、又は前述と同等の機能

　

を有する医療機関との連携体制を有していること。ただし、当該指定通院医療機関にお

　

ける精神障害を有する者に対する医療及び保護の体制、当該指定通院医療機関の管理

　

運営の状況、当該指定通院医療機関の地域における役割等を勘案し指定通院医療機関

　

として指定することが適当であると認められる医療機関については、この限りでない

　

こと。

⑤

　

通院医学管理の実施等については、医観法施行通知の別紙３「指定通院医療機関運営

　

ガイドライン」を参考とすること。
（２） 通院対象者社会復帰体制強化加算に関する施設基準
①

　

「通院対象者を常時３名以上受け入れる体制を確保していること」とは、過去３年間

　

において同時期に、通院対象者を３名以上受入れた実績があり、かつ、地方厚生局等か

　

らの受入れに関する協力要請があった時点において、現に受入れている通院対象者が

　

３名に満たない場合に、 受け入れ要請に応じることができる体制であること。

　　

なお、地方厚生局等からの受入れに関する協力要請があった時点において、現に受入

　

れている通院対象者が３名以上の場合にあっても、できるかぎり受入れ要請に応じる

　

ことが望ましい。
②

　

当該指定通院医療機関に専任の作業療法士、精神保健福祉士又は公認心理師を２名

　

以上配置していること。
（３） 届出に関する事項

　　

通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出は、別添の様式３、通院対象者社会

　

復帰体制強化加算の施設基準に係る届出は様式８を、当該治療に従事する作業療法士、

　

精神保健福祉士又は公認心理師の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専任・非専任の別）

　

及び勤務時間に係る届出は様式９をそれぞれ用いること。
３

　

医療観察通院精神療法
（１）

　

医療観察児童思春期精神科専門管理加算に関する施設基準



　　　

２０歳未満の対象者の診療を行うにつき相当の実績を有している指定通院医療機関

　　　

であること。なお、「相当の実績を有する」とは以下のことをいう。

　　

ア

　

当該指定通院医療機関に、精神保健指定医に指定されてから５年以上にわたって

　　　

主として２０歳未満の患者に対する精神医療に従事した経験を有する常勤精神保健指

　　

定医が１名以上勤務していること。なお、週３日以上常態として勤務しており、かつ、

　　　

所定労働時間が週２４時間以上の勤務を行っている専任の非常勤医師（精神ｆ剰建指定

　　　

医に指定されてから５年以上にわたって主として２０歳未満の患者に対する精神医療

　　　

に従事した経験を有する精神保健指定医に限る。） を２人以上組み合わせることによ

　　　

り、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯医師力漕己置されている場合には、当該基準を

　　

満たしていることとみなすことができる。

　　

イ

　

アの他、主として２０歳未満の患者に対する精神医療の経験１年以上を含む精神科

　

． の経験３年以上の常勤精神科医が、１名以上勤務していること。なお、週３日以上常

　　

態として勤務しており、かつ、所定労働時間が週２４時間以上の勤務を行っている専

　　

任の非常勤精神科医（主として２０歳未満の患者に対する精神医療に従事した経験１

　　

年以上を含む精神科の経験３年以上の医師に限る。） を２人以上組み合わせることに

　　　

より、常勤医師の勤務時間帯と同じ時間帯医師が配置されている場合には、当該基準

　　

を満たしていることとみなすことができる。

　　

ウ

　

２０歳未満の患者に対する当該療法に専任の精神保健福祉士又は公認心理師が１名

　　

以上配置されていること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察児童思春期精神科専門管理加算に関する施設基準に係る届出は別添の様式

　

３ー２を用いること。
４

　

医療観察認知療法・認知行動療法
（１） 医療観察認知療法・認知行動療法に関する施設基準

　　　

「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和６

　

年３月５日保医発０３０５第６号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官連名通知。

　

以下「特掲診療料通知」という。）の認知療法・認知行動療法の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察認知療法・認知行動療法の施設基準に係る届出は別添の様式４を用いるこ

　

と。

５

　

医療観察依存症集団療法
（１） 医療観察依存症集団療法に関する施設基準

　　

特掲診療料通知の依存症集団療法の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察依存症集団療法の施設基準に係る届出は別添の様式４ー２を用いること。
６

　

医療観察精神科作業療法
（１） 医療観察精神科作業療法に関する施設基準

　　　　　　　　　　　　

～

　　

特掲診療料通知の精神科作業療法の例によること。
（２） 届出ｉ：関する事項

　　

医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出は別添の様式５を、当該治療に従事

　

する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）

　

及び勤務時間に係る届出は様式７をそれぞれ用いること。また、当該治療が行われる専

　

用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
７

　

医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」



（１） 医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」に関する施設基準

　　　

特掲診療料通知の精神科ショート・ケア「大規模なもの」の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」の施設基準に係る届出については別

　　

添の様式６を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、

　　

専任・非専任の別）及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　　

また、 当該治療が行われる専用の施設の平面図を添付すること。
８

　

医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」
（１） 医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」に関する施設基準

　　

特掲診療料通知の精神科ショート・ケア「小規模なもの」の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科ショート・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出については別

　

添の様式６を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、

　

専任・非専任の別）及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　　

また、当該治療が行われる専用の施設の平面図を添付すること。
９

　

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」
（１） 医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」に関する施設基準

　　

特掲診療料通知の精神科デイ・ケア「大規模なもの」の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」の施設基準に係る届出については別添の

　

様式６を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・

　

非専任の別）及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　

また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
ｌｏ

　

医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」
（１） 医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」に関する施設基準

　　

特掲診療料通知の精神科デイ・ケア「小規模なもの」の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」の施設基準に係る届出については別添の

　

様式６を、当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・

　

非専任の別）及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　

また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
１１

　

医療観察精神科ナイト・ケア

（１） 医療観察精神科ナイト・ケアに関する施設基準

　　

特掲診療料通知の精神科ナイト・ケアの例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様式６を、当該



　　

ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）

　

及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　　

また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
１２

　

医療観察精神科デイ・ナイト・ケア

（１） 医療観察精神科デイ・ナイト・ケアに関する施設基準

　　

特掲診療料通知の精神科デイ・ナイト・ケアの例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの施設基準に係る届出については別添の様式６を、

　　

当該ケアの従事者の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の

　

別）及び勤務時間に係る届出については様式７をそれぞれ用いること。

　　

なお、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デ

　　

イ・ナイト・ケアの経験を有する看護師については、その旨を備考欄に記載すること。

　　

また、当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。
１３

　

医療観察抗起精神病特定薬剤治療指導管理料
（１） 医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料に関する施設基準

　　

特掲診療料通知の治療抵抗性統合失調症治療指導管理料の例によること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料に関する施設基準に係る届出につい

　

ては別添の様式ｌｏを用いること。
１４

　

医療観察訪問看護基本料
（１） 医療観察訪問看護基本料に関する施設基準

　　

当該医療観察訪問看護基本料を算定する心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

　

た者の医療及び観察等に関する法律施行令（平成１６年政令第３１０号）第１条各号に掲

　

げる指定通院医療機関（以下「訪問看護事業型指定通院医療機関」という。）の保健

　

師、看護師又は作業療法士は、次のいずれかに該当する者であること。ただし、令和

　　

２年３月３１日において、現に当該基本料に係る届出を行っている訪問看護事業型指定

　

通院医療機関については、エに該当する者のうち、当該届出に係る医療観察訪問看護

　

を行う者としてすでに届出内容に含まれている者については、エの⑧に掲げる内容を

　

受講していなくても差し支えない。

　

ア

　

精神科を標梼する保険医療機関において、精神病棟又は精神科外来に勤務した経

　　

験を１年以上有する者

　

イ

　

精神疾患を有する者に対する訪問看護の経験を１年以上有する者

　

ウ

　

精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務の経験を１年

　　

以上有する者

　

工

　

国、都道府県又は医療関係団体等が主催する精神科訪問看護に関する知識・技術の

　　

習得を目的とした２０時間以上を要し、修了証が交付される研修を修了している者。

　　

なお、研修は次の内容を含むものである。

　　　

①

　

精神疾患を有する者に関するアセスメント

　　　

②

　

病状悪化の早期発見・危機介入

　　　

③

　

精神科薬物療法に関する援助

　　　

④ 医療継続の支援

　　　

⑤

　

利用者との信頼関係構築、対人関係の援助

　　　

⑥ 日常生活の援助



　　　

⑦

　

多職種との連携

　　　

⑧

　

ＧＡＦ尺度による利用者の状態の評価方法
（２） 届出に関する事項

　

医療観察訪問看護基本料に関する施設基準に係る届出については別添の様式１１を用いる
こ と。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

，

１５

　

医療観察２４時間対応体制加算
（１） 医療観察２４時間対応体制加算に関する施設基準

　　　

「訪問看護ステーションの基準に係る届出に関する手続きの取扱いについて」（令和

　　

６年３月５日保医発０３０５第７号厚生労働省保険局医療課長通知。以下「訪問看護基準

　　

通知」という。）の２４時間対応体制加算の例によること。ただし、施設基準告示第３の

　　

１１ に規定する地域若しくは基本診療料通知の別添３の別紙２に掲げる医療を提供して

　　

いるが医療資源の少ない地域に所在する訪問看護事業型指定通院医療機関又は業務継

　　

続計画を策定した上で自然災害等の発生に備えた地域の相互支援ネットワークに参画

　　

している訪問看護事業型指定通院医療機関において、２つの訪問看護事業型指定通院

　　

医療機関が連携し要件を満たす場合の届出は、別添の様式１３を用いること。
（２） 届出に関する事項

　　

医療観察２４時間対応体制加算に関する施設基準に係る届出については別添の様式１２

　　

を用いること。ただし、施設基準告示第３の１１に規定する地域若しくは基本診療料通

　　

知の別添３の別紙２に掲げる医療を提供しているが、医療資源の少ない地域に所在す

　　

る訪問看護事業型指定通院医療機関又は業務継続計画を策定した上で自然災害等の発

　　

生に備えた地域の相互支援ネットワークに参画している訪問看護事業型指定通院医療

　

機関において、２つの訪問看護事業型指定通院医療機関が連携し要件を満たす場合の

　

届出は、別添の様式１３を用いること。
注１

　

医療観察精神科作業療法、医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」、医療観

　　

察精神科ショート・ケア「小規模なもの」、医療観察精神科デイ・ケア「大規模なもの」、

　　

医療観察精神科デイ・ケア「小規模なもの」、医療観察精神科ナイト・ケア及び医療観

　

察精神科デイ・ナイト・ケア（以下「医療観察精神科作業療法等」）の施設基準につい

　　

て、法の通院対象以外の者も含め一体として実施している場合については、その単位に

　　

おける施設基準とする。
注２

　

別添の様式３ー２については特掲診療料通知の別添２の様式４４の５、別添の様式４

　　

については特掲診療料通知の別添２の様式４４の３、別添の様式４ー２については特掲

　

診療料通知の別添２の様式娩の７、別添の様式５については特掲診療料通知の別添２

　

の様式４５、別添の様式６については特掲診療料通知の別添２の様式４６、別添の様式７

　　

については 基本診療料通知の別添６の様式２０、別添の様式１１については訪問看護基

　

準通知の別紙様式１、別紙様式の１２については訪問看護基準通知の別紙様式２、別添

　

様式１３については訪問看護基準通知の別紙様式３を用いても差し支えない。
注３

　

医療観察精神科ショート・ケア「大規模なもの」の「注２」、医療観察精神科デイ・

　

ケア「大規模なもの」の「注２」及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケアの「注４」の

　　

「疾患等に応じた診療計画」については、様式１４又はこれに準じる様式（特掲診療料

　

通知様式２の様式４６の２等）で作成すること。
注４

　

平成３１年４月１日から当分の間、以下のいずれかの要件に該当する者を公認心理師

　

とみなす。
ア

　

平成３１年３月３１日時点で、臨床心理技術者として保険医療機関に従事していた者

　

イ

　

公認心理師に係る国家試験の受験資格を有する者



別添

施設基準に係る届出書

担当者氏名：

　　　　　　　　　　　　　　　　

届出番号
連絡先

　　　　

〕 隠 す‐‐ 「
電話番号：

（届出事項）

　

［

　　　　　　　　　　　　

］ の施設基準に係る届出

口

　

当該届出を行う前６月間において、地方厚生局に対して、心神喪失等の状態で

重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第８５条第１項、健康保

険法第７８条第１項及び高齢者の医療の確保に関する法律第７２条第１項の規定

に基づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為

が認められたことがないこと。（訪問看護事業型指定通院医療機関においては、当該

届出を行う前６月間において、地方厚生局に対して、心神喪失等の状態で重大な他

害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律第８５条第１項、健康保険法第

９４条第１項及び高齢者の医療の確保に関する法律第８１条第１項の規定に基づく

検査等の結果、指定訪問看護の内容又は訪問看護療養費の請求に関し、不正又は

不当な行為が認められたことがないこと。）

　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

標記について、上記基準のすべてに適合しているので、別添の様式を添えて届出し

ま す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

な

　　

年

　　

月

　　

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

指定医療機関の所在地及び名称

　　　　　　　　　　　

開設者名

地方厚生局長

　

殿

備考１ ［

　

］欄には、該当する施設基準の名称を記入すること。

　

２

　

口には、適合する場合「レ」を記入すること。

　

３

　

届出書は、１通提出のこと。



様式１

　

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

医療機関の概要 病床数

　　　　　　　　

床

精神保健指定医

　　　　

常勤

　　　　

人

　　

非常勤

　　　　

人

薬剤師

　　　　　　　　

常勤

　　　　

人

　　

非常勤

　　　　

人

当該病棟の概要 病床数

　　　　　　　　

床

精神保健指定医

　　　　

常勤

　　　　

人

　　

非常勤

　　　　

人

医師（指定医を含む） 常勤

　　　　

人

　　

非常勤

　　　　

人

看護師

　　　　　　　　　

常勤

　　　　

人

　　

非常勤

　　　　

人

作業療法士

精神保健福祉士
′
常勤

　

人

　

非常勤

　

人

公認心理師

当該病棟の構造
設備

個室

　　　　

室

　　　

床 １床当たり床面積

　　　

平方メートル

診察室

　　　

室

処置室

　　　

室

　　　　　　

・

常設されている装置・器具等の名称・台数等

保護室

　　　

室

　　　

床 １床当たり床面積

　　　

平方メートル

集団精神療法室 平方メートル

作業療法室 平方メートル

談話室 平方メートル

食堂 平方メートル 浴室の有無

　　

有・無

面会室 平方メートル 公衆電話の有無 有・無

会議の設置状況 別紙

マニュアル関係
事故・火災発生対応マニュアルの有無

　　　

有 ・ 無

無断退去等対応マニュアルの有無

　　　　

有 ・ 無

当該病棟の安全
管理体制

構造設備面

人員面
注１） 有無については、 いずれかに０で囲むこと。
注２） 当該病棟の安全管理体制については、具体的に講じている安全管理体制を記載するこ

　　

と。（例：無断退去等を防止するため、モニター及び保安照明を設置等）



様式１ ー ２

　

入院対象者入院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

　　　　　　

会議名 会議メンバー等

　　　　　　　　　　　　　　　　

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

　　　　　　　　　　　　　　　　

参加メンバー （氏名・職種）

　

外部評価会議

　　

…

　　　　　　　　　　　　　　　　

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

　　　　　　　　　　　　　　　　

参加メンバー （氏名・職種）

　

運営会議

　　

…

　　　　　　　　　　　　　　　　

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

　　　　　　　　　　　　　　　　

参加メンバー （氏名・職種）

　

倫理会議

　　　　

．

：

　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

　　　　　　　　　　　　　　　　

参加メンバー （氏名・職種）

　

治療評価会議

　　　　　　　　　　　　　　　　

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

　　　　　　　　　　　　　　　　

参加メンバー （氏名・職種）

　

地域連携を確保するための会議

　　　　

＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　



様式 ２

入院対象者入院医学管理を行う精神病棟に勤務する従事者の名簿

　

Ｎｏ

　　　

職種

　　　　　

氏名

　　　　　　

勤務の態様

　　　　

勤務時間

　　　

備考

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　

　　　　　　

｛驚勤
｛島袋

　　　　　　

　　 　 　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

｛篇．｛麗

　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　
　　　　

　　　　　　

　　　
　　

　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　

　　　　

　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　
注）

　

職種の欄には、 医師、 看護師等と記入すること。



様式３

　

通院対象者通院医学管理料の施設基準に係る届出書添付書類

医療機関の概要

病床数

　　　　

床

精神保健指定医

　

常勤

　　　

人

　

非常勤

　　　

人

看護師

　　　　　　

常勤

　　　

人

　

非常勤

　　　

人

作業療法士

　　　　

常勤

　　　

人

　

非常勤

　　　

人

精神保健福祉士

　

常勤

　　　

人

　

非常勤

　　　

人

公認心理師 常勤

　　　

人

　

非常勤

　　　

人

当該医療機関に
おける精神病棟
の入院基本料等
の届出区分

精神病
棟入院基
本料

区分 １

　

２

　

３

　

４

　

５

　

特別

　

（

　　　　　　　　

）

特定入
院料

区分 精神科救急入院料 １

　

２

　

精神科急性期治療病棟入院料 １

　

２

　

精神科救急・合併症入院料

　

精神療養病棟入院料

当該施設基準を
下回っている場

合の連携医療機
関

医療機関名

所在地

担当医師の氏名

多職種チーム会

議

開催予定回数 （

　

）回／週・月・年

参加メンバー（氏名・職種）

ケア会議
参加予定メンバー（氏名・職種）

訪問看護の体制 担当医師数

　　　

人 看護師数

　　　

人

　

その他

　　　

人

訪問看護の体制
がない場合の連

携体制

連携訪問看護ステーション名

所在地

看護師数

　　　　

人

精神科デイ・ケア

の体制
医科診療報酬点数表による届出の有無

　

有・無

精神科デイ・ケア

の体制がない場

合の連携体制

医療機関名

所在地

医科診療報酬点数表による届出の有無

　

有・無

緊急時の連絡・対応方法

注）

　

緊急時の連絡・対応方法についての患者等への説明文書の例等、
参考書類を添付すること。



様式３ ー ２

医療観察児童思春期精神科専門管理加算の施設基準に係る届出書添付書類

精神科医の配置に関する要件
（１）

　

主 と して

　

２０歳未満の患者に対する精神医療に従事した経験を５年

以上有する精神保健指定医

※

　

非常勤の精神保健指定医を組み合わせた場合を含む。

常勤

換算
氏

　　

名
勤務の

態様

精神保健指定医に指定されてからの精神科

　　　　　　

の経験年数

　　　　

うち、 主として２０歳未満の患者

　　　　

に対する精神医療に従事した年数

うち、主として２０歳未満の患者

に対する精神医療に従事した年数

□
口常勤

口非常勤

　　　　　　　

年

「
ーーーーーー．ー

□
□常勤

□非常勤

　　　　　　　

年

ｒ
一輪－－一冊”“一幅－－★－

（２）

　

主 と して

　

２０歳未満の患者に対する精神医療に従事した経験１年以

　

上を含む精神科の経験を３年以上有する精神科医

　

※

　

非常勤の精神保健指定医を組み合わせた場合を含む。

常勤

換算
氏

　　

名
勤務の

態様

　

精神科の経験年数
・

　　　　　　　　

ーーー

　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

“

　

ー“

　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

ー

　

ー

　

．

　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

ーー“

　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　

““ー“ー“

　　　　　　　　

ーー“

　

ー“ー

　　　　　　　　

ーー．ーーー

　　　　　　　

“ーーーー

　

ー

　　　　　　　　

．ー．ーー．

　　　　　　　

・ー

　

．ーーー

うち、主として２０歳未満の患者

に対する精神医療に従事した年数

うち、主として２０歳未満の患者

に対する精神医療に従事した年数

□
□常勤

口非常勤

　　　　　　　

年

ｆ
－－－－．－－”－－－－－・－－・‐◆－

□
□常勤

□非常勤

　　　　　　　

年

「
－－ーーーーーーーー

２

　

専任の精神保健福祉士等の配置に関する要件

氏名 職種



［記載上の注意］

　

「１」 の精神保健指定医及び精神科医の氏名、 勤務の態様及び勤務時間
について、 別添の様式７を添付すること。 また、 当該精神保健指定医の指
定番号がわかるものを添付すること。

　

週 ３日以上常態として勤務しており、 かつ、 所定労働時間が週 ２２時間
以上の勤務を行っている非常勤医師を組み合わせて配置している場合に
は、 当該医師の 「常勤換算」 の口に 「ノ」 を記入すること。



様式 ４

　　

医療観察認知療法・認知行動療法の施設基準に係る届出書添付資料

　　　　　　　　　　　　　　　

※ 該 当 す る 届 出 事 項 を ０ で 囲 む こと。
１

　　

医療観察認知療法・認知行動療法の届出

標棲診療科

医師の氏名

研修受講の有無 有

　

・

　

無

研修の名称
ア

　

認知行動療法研修事業（厚生労働省事業）

イ その他（名称）

２

　　

医療観察認知療法・認知行動療法口の専任の看護師に係る要件

（１） 医療観察認知療法・認知行動療法イの届出医療機関における精神科の

　　

外 来 に ２年以上勤務し、 専任の認知療法・認知行動療法に習熟した医

　　

師が行う治療に係る面接に１２０回以上同席した経験があること。

　　　

勤 務 し た 医 療 機 関 名 （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　

勤 務 した 期 間

　　　　

（

　　　

年

　　　

月 ～

　　　

年

　　　

月

　　　　

）

　　　

同 席 し た 面 接

　　　　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

回）

（２） うつ病等の気分障害の患者に対して、 当該看護師が認知療法・認知行

　　

動療法の手法を取り入れた面接を過去にｌｏ症例１２０回以上実施し、

　　

その内容のうち５症例６０回以上のものについて、 患者の同意を得

　　

て、 面接を録画、 録音等の方法により記録して、 専任の医師又は研修

　　

の講師が確認し、 必要な指導を受けていること。

　　　

自 ら 行 っ た 面 接

　　　　　　　　　　　

（

　　　　

症 例

　　　　

回

　

）

　　　　

う ち、 指 導 ・ 確 認 を 受 けた 面 接 （

　　　　

症 例

　　　　

回

　

）

　　　

指 導 ・ 確 認 を 行 っ た 者 の 氏名

　　　

（

　　　　　　　　　　　　　

）

（３） 認知療法・認知行動療法について適切な研修を修了していること。

　　　

研 修 名

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　

主 催 者 名 （

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　

厚生労働省による 「認知行動療法研修事業」 でスーパーバイザーを

　　　

務めた経験を有する講師

［記載上の注意］
１

　　

「１」 について、 研修受講有の場合、 研修の名称を記載すること。
２

　　

「２」 （３） について、 複数の研修を修了している場合は、 余白に記載
す る こと。
３

　　

「２」 （３） について、 適切な研修を修了したことを確認できる資料

　

（修了証、 プログラム等。 当該研修の名称、 実施主体、 修了日及び修了者
の氏名等を記載した一覧でも可。） を添付すること。



様式４ ー ２

医療観察依存症集団療法の施設基準に係る届出書添付書類

１

　

依存症集団療法イの施設基準

（１） 専任の精神科医

氏名 薬物依存症に対する集団療法に係る適切な研修

あり ・

　

なし

（２） 専任の看護師等

　　　　

氏名

　　　　　　　　　　　

職 種
薬 物 依 存 症 に対する集 団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

療 法 に 係 る適 切 な 研 修

　　　　　　　　　　　

看 護 師 ・ 作 業 療 法 士

　　　　　

あり ・ なし

２

　

依存症集団療法口の施設基準

（１） ギャンブル依存症に係る専門医療機関

　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　

１

　

ギャンブル依存症に係る専門医療機関の選定

　　　　　　　

あり ・ なし

（２） 専任の精神科医

　　　　

氏名

　　　　　　　

ギャンブル依 存 症 に対する集 団 療 法 に係る適 切な研 修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あり ・ なし

氏名 職種
ギャンブル依存症に対する
集団療法に係る適切な研修

看護師

　

・ 作業療法士 あり ・ なし

３

　　　　　

の

　

３

　　

依存症集団療法ハの施設基準

　　

（１） 専任の精神科医

　　　　

氏名

　　　　　　

アルコール依 存 症 に対 する集 団 療 法 に係る適 切な研 修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あり ・ なし

（２） 専任の看護師等

氏名 職種
アルコール依存症に対する
集団療法に係る適切な研修

看護師

　

・ 作業療法士 あり ・

　

なし



［記載上の注意］
１

　

精神科医及び看護師等について、 依存症に対する集団療法に係る適切な
研修を修了していることがわかる書類を添付すること。
２

　　

「２」 について届け出る場合は、 「依存症専門医療機関及び依存症治療
拠点機関の整備について」 （平成 ２９年６月１３日障発０６１３第４号厚生労
働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） に規定するギャンブル依存症に
係る専門医療機関に選定されていることがわかる書類を添付すること。



様式５

医療観察精神科作業療法の施設基準に係る届出書添付書類

当該療法に従事ず

る作業療法士
常勤
専

　

従 名 非常

勤

専

　

従 名

非専従 名 非専従 名

専用施設の面積 平方メートル

当該療法を行うために必要な専用の器械・器具の一覧

手工芸

木工

印刷

日常生活動作

農耕又は園芸

病院の種別（該当する□にノをつけること。）

□精神科病院

□精神病棟を有する病院であって、入院基本料（精神病棟入院基本料の特別入院基本

料以外の特別入院基本料を除く。）、精神科急性期治療病棟入院料又は精神療養病棟

入院料を算定する病院

［記載上の注意］

１

　

当該治療に従事する作業療法士の氏名、勤務の形態及び勤務時間について、様式フを添

付すること。なお、当該療法に専従である作業療法士であるかについて備考欄に記載する

こと。ただし、精神科作業療法を実施しない時間帯において、精神科ショート・ケア、精

神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケア及び重度認知症患者デ



イ・ケア（以下 「精神科ショート・ケア等」という。） に従事することは差し支えない。
また、精神科作業療法と精神科ショート・ケア等の実施日・時間が異なる場合にあっては、
精神科ショート・ケア等の専従者として届け出ることは可能である。
２

　

当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。



様式６

医療観察精神科 ［

　　　　　　　

］ ケアの施設基準に係る

届出書添付資料

従

　

事

　

者

　

数

医師 常勤
専任 名

非常勤
専任 名

非専任 名 非専任 名

作業療法士 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

経験を有する看

護師
常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

看護師 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

准看護師 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

精神保健福祉士 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

公認心理師等 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

栄養士 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

看護補助者 常勤
専従 名

非常勤
専従 名

非専従 名 非専従 名

専用施設の面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平方メートル

患者１ 人当たり

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平方メートル

注１）

　

［

　

］ 内には、 ショー ト、 デイ、 ナイ ト又はデイ ・ナイ トと記入する

　　

こ と，。

注２）

　

経験 を有する看護 師と は、 精神科ショー ト・ケア にあって は精神科 シ

　　

ョー ト・ケア又 は精神 科 デイ ・ ケアの経験 を、 精神科 デイ ・ケアにあっ

　　

て は精神科 ショー ト・ケア 又は精神科 デイ ・ ケアの経験 を、 精神 科ナイ

　　

ト・ケアに あって は精神科 ショー ト・ ケア、 精神科 デイ ・ケア又 は精神

　　

科ナイ ト・ケアの 経験 を、 精神科 デイ ・ナイ ト・ ケア にあって は精神科

　　

ショー ト・ ケア、 精神科 デイ ・ ケア、 精神科ナイ ト・ ケア 又は精神科 デ

　　

イ ・ナイ ト・ケアの経験 を有す る看護師をいう。



様式７

　　

［ ］ に勤務する従事者の名簿

Ｎｏ 職種 氏名 勤務の態様 勤務時間 備考

情話島｛島
｛藁微風｛島

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、 ｛憲司嵐｛島
傷も｛鼠｛嵐
傷も｛嵐｛鼠
傷も｛嵐｛嵐
傷も｛嵐｛島
傷も標鮎嵐
｛罪謝恩｛島

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

． ｛霊謝恩｛島
｛憲司為｛農
｛憲司藁葺“｛鼠
傷も｛鼠｛嵐
｛為｛嵐｛鼠
傷も｛嵐｛髭
傷も｛家島｛鼠

注）

　

職種の欄には、 医師、 看護師等と記入すること。



様式８

　　　

通院対象者社会復帰体制強化加算の施設基準に係る

届出書添付資料

従事者数

作業療法

士
常勤
専任 名

非常勤
専任 名

非専任 名 非専任 名

精神保健

福祉士
常勤
専任 名

非常勤
専任 名

非専任 名 非専任 名

公認心理

師等
常勤
専任 名

非常勤
専任 名

非専任 名 非専任 名

過去３年間の受入

　

れ実績

・同時期に３名以上の受入れ実績について

　

受入れ時期

　　

年

　

月

　　

日

　　

～．

　　

年

　

月

　　

日



様式 ９

通院対象者社会復帰体制強化を行う指定通院医療機関に勤務する従事者の名簿

Ｎｏ

　　　

職種

　　　　

氏名

　　　　　

勤務の態様

　　　　

勤務時間

　　　

備考

　　　　　　

　　　　　

　　　　　　

　 　 　　

　　　　　　

　　　　　

　　　　　　

　　　　

　　　　　　

　
　
　　
　

　　　　　　

　　　 　　

　　　　　　

傷も｛望も“

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　

　 　 　　

　　　　　　

　　　
　　
　

　　　　　　

　 　　　
　

　　　　　　

　
　
　　
　

　　　　　

　　　 　　

　　　　　

　 　 　　

　　　　　　

　　　
　　　

　　　　　

　　　 　　
）

　

職種の欄には、 作業療法士、 精神保健福祉士又は公認心理師と記入す注）

　

職種の欄には、 作業療法士、 精 申保健福祉士又は公認心理師と記入する
こ と。



様式 ｌｏ

　

医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料の施設基準に係る届出書添付書類

１

　

統合失調症の診断・治療に十分な経

験を有する精神科医の氏名

□

　

常勤換算

□

　

常勤換算

２

　

統合失調症について十分な知識を有

する薬剤師の氏名

３

　

副作用発現時に対応するための体制の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

注）「１」については、週３日以上常態として勤務しており、かつ、所定労働時間が週

　

２２時間以上の勤務を行っている精神科医である非常勤医師を組み合わせて配置している場

　

合には、当該医師の「常勤換算」の□に「ノ」を記入すること。

　　

なお、当該配置を行う場合は、勤務形態及び勤務時間に係る届け出を、様式フを用いて行う

こと。



様式１１

医療観察訪問看護基本料に係る届出書（届出・変更・取消し）の添付資料

′・

　　　　　　　　　

、

摺 』
名

　　　　　　

ー受理番号－ （医訪看基１０）

　

号 １
電話番号：

１受付年月日１

　　　

年

　

月

　

日 」１決定年月日１

　　　

年

　

月

　

日

　

ｌ

（届出事項）

　　　

医療観察訪問看護基本料に係る届出

上記のとおり届け出ます。

　　　

年

　　

月

　　

日

医療観察訪問看護事業者の所在及び名称

　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名

地方厚生局長

　

殿

訪問看護事業型指定通院医療機関の

所在地及び名称

管理者の氏名

当該届出に係る医療観察訪問看護を行う看護師等

氏名 職種 当該医療観察訪問看護を行うために必要な経験内容

（１）（

　　

） 経験内容：
（２）（

　　

） 経験内容：
（３）（

　　

） 経験内容：
（４）（

　　

）経験内容：
（１）（

　　

） 経験内容：
（２）（

　　

） 経験内容：
（３）（

　　

）経験内容：
（４）（

　　

） 経験内容：

　　　　　　　　　　　　

′

（１）（

　　

） 経験内容：
（２）（

　　

） 経験内容：
（３）（

　　

）経験内容：
（４）（

　　

） 経験内容：

備考：職種とは、保健師、看護師又は作業療法士の別を記載すること。

　　

：経験内容は、以下の（１）～（４）のうち該当するものに○を付した上で、具体的かつ簡潔

　　

に記載すること

　　

（１）精神科を標棲する保険医療機関における精神病棟又は精神科外来の勤務経験 １年以上

　　

（２）精神疾患を有する者に対する訪問看護の経験 １年以上

　　

（３）精神保健福祉センター又は保健所等における精神保健に関する業務経験 １年以上

　　

（４）精神科訪問看護に関する知識・技術の習得を目的とした２０時間以上の研修の修了

　　　　

（研修を修了したことが確認できる文書（当該研修の名称、実施主体、修了日及び修了者の

　　　　

氏名等を記載した一覧でも可）を添付すること。）

　

：届出書は、１通提出のこと。



様式１２

医療観察２４時間対応体制加算に係る届出書（届出・変更・取消し）

連絡先 受理番号

　

（医訪看対２３）

　　　

号
担当者氏名
電話番号；

受付年月日 年

　　　

月

　　　　

日 決定年月日 年

　　　

月

　　　

日

（届出事項）

該当するものに「ノ」を記入すること。保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を受ける場

合は、「２４時間対応体制加算（保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を受ける場合）」
にも「ノ」を記入すること。

　

１．２４時間対応体制加算

　

□

　

イ ２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組を行っている場合

　

ロ

　

ロ イ以外の場合

　

□

　

保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を担当する場合

　

２． 特別管理加算

１□１特別管理加算

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

１．２４時間対応体制加算

□ イ ２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組を行っている場合

口 ロ イ以外の場合

□ 保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を担当する場合

上記のとおり届け出ます。

　

年

　　

月

　　

日

医療観察訪問看護事業者

の所在地及び名称

　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名

地方厚生局長

　

殿

ステーションコード

訪問看護事業型指定通院医療機関の

所在地及び名称

１．医療観察２４時間対応体制加算に係る届出内容

○連絡相談を担当する職員（

　　

）人

保健師
看護師



　　　

相談に対応する際のマニュアルの整備

　

ロ

　

イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連

　　　

絡体制及び緊急の訪問看護が可能な体制の整備

　

ロ

　

ウ

　

連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況の明確化

※ アに係るマニュアルを添付すること。
※ イ及びウに係る勤務態勢及び勤務状況を明らかにした書類等については、照会に対し
速やかに回答できるように訪問看護事業型指定通院医療機関に保管すること。

職種 人数
（

　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人

（

　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人
（

　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人

●連絡相ョを担当する

　

固（

　　

）人 ※

○連絡先電話番号

（

　　　　

） ４ （

　　　　　

）

２ （

　　　　

） ５ （

　　　　

）

３ （

　　　　

） ６ （

　　　　　

）

※

　

連絡相談担当は保健師、看護師の別を記載すること。
※

　

連絡先電話番号については、直接連絡のとれる連絡先を複数記載すること。

○医療観察２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組
□ ア

　

夜間対応した翌日の勤務間隔の確保
□ イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続（２回）まで
□ ウ

　

夜間対応後の暦日の休日確保
口 工

　

夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫
□ オＩＣ丁、Ａ１、１０‐ｒ等の活用による業務負担軽減
□ 力 電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制の確保
※

　

医療観察２４時間対応体制における看護業務の負担軽減の取組は、「医療観察２４時

　

間対応体制における看護業務の負担軽減の取組を行っている場合」を届け出る場合

　

に、該当するものに「ノ」を記入すること。ア又はイのいずれかには必ず「ノ」を記入す

　

ること。

※

　

アから力までの取組状況等については、照会に対し速やかに回答できるように訪問看

　

護事業型指定通院医療機関に保管すること。



様式１３

医療観察２４時間対応体制加算（基準告示第３に規定する地域又は医療を提供しているが

医療資源の少ない地域又は地域の相互支援ネットワークに参画している場合）に係る届出書（届出・変更・取消し）

受理番号 （医訪看対２３）

　　　　

号
連絡先
担当者氏名：
電話番号：

受付年月日 年

　　

月

　　

日 決定年月日 年

　　

月

　　

日

（届出事項）

　

医療観察２４時間対応体制加算

　　　　　

（基準告示第３に規定する地域又は医療を提供しているが医療資源の少ない地域又は地域の

　　　　　

相互支援ネットワークに参画している場合）

上記のとおり届け出ます。

　　

年

　　

月

　　

日

医療観察訪問看護事業者
の所在地及び名称
① 代表者の氏名

② 代表者の氏名

地方厚生局長

　

殿

① ②
ステーションコード

訪問看護事業型指
定通院医療機関の
所在地及び名称 （

　

）基準告示第３

　

（

　

）医療資源の少ない地域
（

　

）地域の相互支援ネットワークに参画
（

　

）基準告示第３

　

（

　

）医療資源の少ない地域
（

　

）地域の相互支援ネットワークに参画
管理者の氏名

保健師又は看護師
以外の職員による
連絡相談体制
※

　

保健師又は看護師以外の職員が連絡相談をする場合は、（

　

）に○を付すこと。

医療観察２４時間対応体制加算に係る届出内容

○連絡相談を担当する職員（

　　

）人（①・②訪問看護事業型指定通院医療機関の合計）
訪問看護事業型
指定通院医療機関

① ②

連絡相談を
担当する職員

人 人

保健師 人
常勤

　　

人

非常勤

　　

人
人
常勤

　　

人
非常勤

　　

人

看護師 人
常勤

　　

人
非常勤

　　

人
人
常勤

　　

人

非常勤

　　

人



１１１

　　　

（

　　　　

）

　　　　　　　　　　

．－ ■．

　　　

（

　　　　

）

： ：；

　　　

（

　　　　

）

　　　　　　　　　　

±ｒー１

　　　

（

　　　　

）

穀■１

　　　

（

　　　　

）

○保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を担当する場合の届出内容①
●

　

医療観察２４時間対応体制に係る連絡相談に支障がない体制

　

ロ

　　

ア

　

看護師以外の職員が利用者又はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応する際の

　　　　

マニュアルの整備

　

□

　

イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連絡体制及び緊急の訪

　　　　　

問看護が可能な体制の整備

　

ロ

　　

ウ

　

連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況の明確化

　

※

　

アに係るマニュアルを添付すること。

　

※ イ及びウに係る勤務態勢及び勤務状況を明らかにした書類等については、照会に対し速やかに回答できるように

　　

訪問看護事業型指定通院医療機関に保管すること。
●連絡相談を担当する職員（

　　　

）人 ※保健師、看護師以外

　　　　　　　　

職種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人数

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

□ ア

　

看護師以外の職員が利用者又はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応する際の
マニュアルの整備

□ イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連絡体制及び緊急の訪
問看護が可能な体制の整備

□ ウ

　

連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況の明確化

職種 人数
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人

○保健師又は看護師以外の職員が連絡相談を担当する場合の届出内容②
●

　

医療観察２４時間対応体制に係る連絡相談に支障がない体制

　

□

　　

ア

　

看護師以外の職員が利用者文はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応する際の

　　　　　

マニュアルの整備

　

ロ

　

イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連絡体制及び緊急の訪

　　　　　

問看護が可能な体制の整備

　

□

　　

ウ

　

連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況の明確化

　

※ アに係るマニュアルを添付すること。

　

※ イ及びウに係る勤務態勢及び勤務状況を明らかにした書類等については、照会に対し速やかに回答できるように

　　

訪問看護事業型指定通院医療機関に保管すること。

●連絡相談を担当する職員（

　　

）人 ※保健師、看護師以外

　　　　　　　　

職種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人数

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

　

（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

　　　　　　　

人 常勤

　　　　　　

人

　

非常勤

　　　　　

人

□ ア

　

看護師以外の職員が利用者文はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応する際の
マニュアルの整備

口 イ 緊急の訪問看護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連絡体制及び緊急の訪
問看護が可能な体制の整備

□ ウ

　

連絡相談を担当する看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況の明確化

職種 人数
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人
（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

） 人 常勤

　　　　　　

人 非常勤

　　　　　

人

○連絡先電話

（

　　　　

） （

　　　　

）

※

　

、
， 目談狸当は

※

　

連絡先電話番号



様式１４

　　　　　

医療観察デイ・ケア等 疾患別等診療計画

患者氏名 性別 生年月日

主治医 デイ・ケア

担当職員

診

　

断 既往症

入院歴 口なし

　

□あり（最終入院

　　

年

　　

月～

　　

年

　　

月

　　　

病 院）

治療歴

（デイ・ケア

等の利用歴

を含む）

ロなし

　

□あり

　　　

デイ・ケア等 利用 歴

　

口ショート・ケア

　　　

（施 設名

　　　　　　　　

利用 期間

　　　　　　　　

）

　　

□デイ・ケア

　　　　　

（施設名

　　　　　　　　　

利用 期間

　　　　　　　　

）

　　

口ナイト・ケア

　　　

（施 設名

　　　　　　　　

利用 期 間

　　　　　　　　

）

　

ロデイ・ナイト・ケア （施 設名

　　　　　　　　

利用期 間

　　　　　　　　

）

　

□その他

　　　　　　

（施 設名

　　　　　　　　

利用 期間

　　　　　　　　

）

現在の状況

（症状・治療

内容等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ず

デイ・ケア利

用目的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

デイ・ケア内

容

（具体的なプログラム内容とその実施頻度及び期間について記載をすること。）

デイ・ケア目

標

短期目標（概ね３ヶ月以内）

長期目標（概ね１年以内）

特記事項



障精発０４２６第２号

令和６年４月２６日

　

都道府県
各

　　　　　　

精神保健福祉主管部 （局） 長

　

殿

　

指定都市

厚生労働省社会・援護局

　

障害保健福祉部精神・障害保健課長

（

　

公

　

印

　

省

　

略

　

）

医療観察診療報酬明細書等の記載要領について

　

標記については、「医療観察診療報酬明細書等の記載要領について」（令和４年

４月２２日陣精発０４２２第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障

害保健課長通知。 以下 「旧通知」 という。） により取り扱われているところであ

るが、今般、当該記載要領を別紙のとおり定め、令和６年７月１日（６月診療分）

から適用することとしたので、貴管内市町村を含め関係者、関係団体（指定医療

機関を除く。） に対する周知につき配慮されたい。

　

なお、 本通知の適用に伴い、 旧通知は、 令和６年６月３０日限り廃止する。



別紙

医療観察診療報酬明細書等の記載要領

１病院・診療所・薬局記載用１

１ 一般的事項

　

次に掲げるもののほか、診療報酬請求書等の記載要領等について（昭和５１

　

年８月７日保険発第８２号。以下「保険記載要領」という。）別紙１の１と同様

であること。

　

○

　

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す

　

る法律（平成１５年法律第１１０号。以下「法」という。）に基づく診療報酬明

　

細書には、法に基づく診療報酬に係る事項のみ記載し、医療保険その他公費

　

負担医療に基づく診療報酬に係る事項は一切記載しないこと（医療保険そ

　

の他公費負担医療に基づく診療報酬については、別の診療報酬明細書を作

　

成するとともに、「摘要」欄に「医療観察法で入院中」等と記載すること。）。

ｎ

　

診療報酬明細書（様式第２）の記載要領

　

１

　

診療報酬明細書の記載要領に関する一般的事項

　　

保険記載要領別紙１のロ第３の１の（１）、（２）、（４）及び（９）と同様

　

であること。

２

　

診療報酬明細書の記載要領に関する事項

　

次に掲げるもののほかは、保険記載要領別紙１のｎ第３の２の（１）、（２）、

　

（３）、（１０）、（ＩＤ、（１４）、（１５）、（１６）、（１７）、（１８）、（１９）、（２０） 力、 キ、
ク、 ケ、 コ、（２６） キ、 ク、 ケ、 コ、 サ、 ソ、 夕、 チ、 ミ、 ム及び （２７） ウ

と同様であること。

（１）「保険種別１」、「保険種別２」 及び「本人・家族」 欄について

　

ア

　

「保険種別１」 欄については、 ２

　

公費の番号を○で囲むこと。

　

イ

　

「保険種別２」 欄については、１

　

単独の番号を０で囲むこと。

　

ウ

　

「本人・家族」欄については、以下の左に掲げる種別に応じて、右の

　　

番号のうち１つを０で囲むこと。

　　

１

　

本 人 入 院

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

本 入

　　

２

　

本 人 外 来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

本 外

　

工

　

電子計算機の場合は、 以下のいずれかの方法によること。

　　　

当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　　

・

　

選択肢をすべて記載した上で、選択しないものをすべて＝線で抹消

　　

する。

　

オ

　

ア及びイについては、０で囲むことを省略しても差し支えないこと。



（２）「公費負担者番号①」欄について

　　

別添 「公費負担者番号」 により記載すること。
（３）「特記事項」 欄について

　　

記載する略号は以下のとおりであること。

　　

なお、 電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。
コード 略号 内容
０４ 後保 公費負担医療のみの場合であって、請求点数を高

齢者の医療の確保に関する法律の規定による医療の
提供をする場合

１１ 薬治

　

厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及
び選定療養（平成１８年厚生労働省告示第４９５号）第

１条第２号の規定に基づく医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和
３５年法律第１４５号） （以下「医薬品医療機器等法」
という。）に規定する治験（人体に直接使用される
薬物に係るものに限る。）に係る診療報酬の請求で
ある場合

１２ 器治 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及
び選定療養第１条第３号の規定に基づく医薬品医療

機器等法に規定する治験（機械器具等に係るものに

限る。）に係る診療報酬の請求である場合
３６ 加治 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及

び選定療養第１条第３号の２の規定に基づく医薬品

医療機器等法に規定する治験（加工細胞等（医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律施行規則（昭和３６年厚生省令第１号）
第２７５条の２に規定する加工細胞等をいう。 以下同

じ。）に係るものに限る。）に係る診療報酬の請求

である場合
３７ 申出

　

別に厚生労働大臣が定める患者申出療養（当該療

養を適切に実施できるものとして厚生労働大臣に個

別に認められた病院又は診療所において行われるも

のに限る。） を実施した場合 （この場合にあって

は、当該療養の名称及び当該療養について徴収した

特別の料金の額を「摘要」欄の最上部に記載するこ
と。）

（４）「医学管理」 欄について

　　

特定薬剤治療管理料又はてんかん指導料を算定した場合は、名称、回数



　

及び点数を記載すること。

　　

なお、初回の算定年月を「摘要」欄に記載すること（抗てんかん剤及び

　

免疫抑制剤以外の薬剤を投与している患者について４月目以降の特定薬

　

剤治療管理料を算定する場合又は抗てんかん剤若しくは免疫抑制剤を投

　

与している患者について特定薬剤治療管理料を算定する場合には、初回

　

の算定年月の記載を省略して差し支えない。）。
（５）「その他」 欄について

　

ア

　

通院対象者通院医学管理料関係

　

（ア）通院対象者通院医学管理料については、算定した通院対象者通院医

　　　

学管理料の種別を次の略号を用いて記載し、それぞれの点数を記載

　　　

すること。また、同月中に通院対象者通院医学管理料の種別が変更し

　　　

た場合には、 行を改めて記載すること。

　　　　

前期（前期通院対象者通院医学管理料）、中期（中期通院対象者通

　　　

院医学管理料）、後期（後期通院対象者通院医学管理料）、急性増悪（急

　　　

性増悪包括管理料）

　

（イ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について、急性

　　　

増悪等により急性増悪包括管理料を算定した場合は、行を改めて急

　　　

性増悪包括管理料の所定点数、算定日数及び合計点数を記載すると

　　　

ともに、当該包括管理料の算定を開始した日、算定期間、その理由等

　　　

必要な事項を 「摘要」 欄に記載すること。

　

（ウ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について、通院

　　　

対象者社会復帰体制強化加算を算定した場合は、行を改めて通院対

　　　

象者社会復帰体制強化加算の点数を記載すること。

　

（工）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について、通院

　　　

医学管理事前調整加算を算定した場合は、行を改めて通院医学管理

　　　

事前調整加算の点数を記載すること。

　

（オ）通院対象者通院医学管理料を算定している対象者について、通院

　　　

医学管理情報提供加算を算定した場合は、行を改めて通院医学管理

　　　

情報提供加算の所定点数、算定日数及び合計点数を記載するととも

　　　

に、 ケア会議の開催日、 情報提供内容の要点を 「摘要」 欄に記載す

　　

ること。

　

（力）通院対象者通院医学管理料については、毎月「摘要」欄に通院決定

　　　

日を記載すること。

　

イ

　

医療観察精神科専門療法を算定した場合は、名称、回数及び合計点数

　　

を記載すること。 また、 次の （ア） ～ （キ） についても合わせて記載

　　

等すること。

　

（ア）医療観察精神科電気痩撃療法を行った場合には、その必要性等を記

　　

載した診療録の写しを別途提出すること。

　

（イ）医療観察精神科退院前訪問指導料を２回以上算定した場合は、各々



　

の訪問指導日を「摘要」欄に記載するとともに、必要があって複数の

　

職種が共同して指導を行った場合は巨頭国回と表示して当該加算を加

　

算した点数を記載すること。
（ウ）医療観察通院精神療法について

　

・

　

医療観察通院精神療法を算定した場合は、「摘要」欄に当該診療

　　

に要した時間を１０分単位で記載すること。 ただし、３０分又は６０

　　

分を超える診療を行った場合であって、 当該診療に要した時間が

　　

明確でない場合には、 当該診療に要した時間が３０分又は６０分を

　　

超えたことが明らかであると判断される精神療法を行った場合に

　　

限り、「０分超」などの記載でも差し支えない。また、５分以上１０

　　

分未満の診療を行った場合は、「５分以上１０分未満」と記載するこ

　　

と。

　

・

　

医療観察通院精神療法を退院後４週間以内の対象者について算

　　

定した場合は、 退院日を「摘要」 欄に記載すること。

　

・

　

医療観察通院精神療法を行った通院対象者に対して、１回の処方

　　

において２種類以上の抗うつ薬又は２種類以上の抗精神病薬を投

　　

与した場合は、投与した抗うつ薬又は抗精神病薬の種類数及びそ

　　

の医療上の必要性並びに副作用等について通院対象者に説明を行

　　

った旨を 「摘要」 欄に記載する。

　

・

　

家族等に対する医療観察通院精神療法を算定した場合は、「摘要」
欄に匡霊園と表示すること。

　

・

　

医療観察通院精神療法の特定薬剤副作用評価加算を算定した場

　　

合には、「摘要」 欄に名称を記載すること。 医療観察精神科専門療

　　

法に当たって薬剤を使用した場合は、薬剤の項に点数を記載し、薬

　　

剤名及び使用量については 「摘要」 欄に記載すること。
（工）医療観察認知療法・認知行動療法を算定した場合は、初回の算定月

　

日と一連の治療における算定回数の合計を「摘要“剛こ記載すること。
（才）医療観察依存症集団療法を算定した場合は、治療開始日を「摘要」

　

欄に記載すること。
（力）医療観察持続性抗精神病注射薬剤治療指導管理料を算定した場合、

　

医療観察治療抵抗性統合失調症治療指導管理料を算定した場合は、

　

名称を記載すること。
（キ）医療観察精神科ショート・ケア、医療観察精神科デイ・ケア、医療

　

観察精神科ナイト・ケア及び医療観察精神科デイ・ナイト・ケアを算

　

定した対象者について、医療観察通院前期・中期加算を算定した場合

　

は、「摘要」欄に名称を記載すること。医療観察精神科デイ・ナイト・

　

ケアの疾病別等診療計画加算を算定した場合は、「摘要」欄に名称を

　

記載すること。
（ク）医療観察精神科訪問看護・指導料（１）又は（ｍ）（加算を含む）



　　　

を算定した場合は、「摘要」 欄に名称、 当該加算を加算した点数を記

　　　

載すること。

　　　　

なお、医療観察夜間・早朝訪問看護加算又は医療観察深夜訪問看護

　　　

加算を算定した場合は、医療観察精神科訪問看護を実施した年月日

　　　

及び時刻を記載すること。

　　　　

また、医療観察精神科緊急訪問看護加算を算定した場合は、「摘要」

　　　

欄にその理由を詳細に記載すること。

　

（ケ）医療観察精神科訪問看護指示料、医療観察衛生材料等提供加算を算

　　　

定した場合は、「摘要」欄に名称を記載すること。 医療観察精神科特

　　　

別訪問看護指示加算を算定した場合は、「摘要」欄に名称及び頻回の

　　　

医療観察訪問看護を行う必要性を認めた理由を記載すること。

　

ウ

　

「その他」欄に書ききれない場合は、適宜「摘要」欄に記載して差し

　　

支えないこと。
（６）「入院」 欄について

　

ア

　

病院・診療所別の該当する文字を０で囲むこと。

　

イ

　

「入院年月日」の項は、当該医療機関における入院対象者入院医学

　　

管理料の起算日としての入院決定日を記載すること。

　

ウ

　

外泊した場合は、「摘要」 欄に外泊した日を記載すること。

　　　

なお、外泊した日の記載については、連続して３日を超える場合にあ

　　

っては、外泊の開始日と終了日を「～」等で結ぶことにより記載して差

　　

し支えないこと。

　

工

　

「特定入院料・その他」 の項について

　

（ア）入院対象者入院医学管理料については、算定した入院対象者入院医

　　　

学管理料の種別を次の略称を用いて記載し、 それぞれの日数及び合

　　　

計点数を記載すること。

　　　　

また、 同月中に入院対象者入院医学管理料の種別を変更した場合

　　　

には、 行を改めて記載すること。

　　　　　

観察急性期（急性期入院対象者入院医学管理料）

　　　　　

観察回復期 （回復期入院対象者入院医学管理料）

　　　　

観察社会復帰期（社会復帰期入院対象者入院医学管理料）

　　　

なお、入院中の対象者が、当該入院の原因となった疾病に起因した

　　

疾病に雁憲し、当該医療機関の別の診療科又は別の医療機関におい

　　　

て診療を行った場合は、「摘要」欄に診察した日及びその理由等必要

　　

な事項を記載すること。

　　　　

さらに、 病棟に係る基準を満たさない場合は、「摘要」欄に（未基

　　　

準） と表示し、 減算後の点数を記載すること。

　

（イ）急性期入院対象者入院医学管理料

　　　　

「注３」の規定に基づき減算する場合は（経過）と表示し、減算後

　　　

の点数を記載すること。また、 転院日から起算して９０日を経過して



　　　

いないことから「注３」の規定に基づき減算していない場合は（転院）

　　　

と表示し、 転院日を記載すること。

　　

（ウ）回復期入院対象者入院医学管理料

　　　　

「注４」の規定に基づき減算する場合は（経過）と表示し、減算後

　　　

の点数を記載すること。 また、 転院日から起算して９０日を経過して

　　　

いないことから「注４」の規定に基づき減算していない場合は（転院）、

　　　

急性憎悪等やむを得ないことから「注４」の規定に基づき減算してい

　　　

ない場合は（急性憎悪）、難治性精神疾患への高度な医療を新たに導

　　　

入したことから「注４」の規定に基づき減算していない場合は（高度

　　　

導入）と表示（（転院）については転院日も記載すること。）すること。

　　

（工）社会復帰期入院対象者入院医学管理料

　　　　

「注５」の規定に基づき減算する場合は（経過）と表示し、減算後

　　　

の点数を記載すること。 また、法第４９条第１項に基づく退院の許可

　　　

の申立てを行ってからｆ８０日を経過していない又は当該申立てにつ

　　　

いて法第５１条第１項第１号の決定がなされたことから「注５」の規

　　　

定に基づき減算していない場合は（申立て）、転院日から起算して９０

　　　

日を経過していないことから「注５」の規定に基づき減算していない

　　　

場合は（転院）と表示（（転院）については転院日も記載すること。）

　　

すること。

　　　　

「注７」の規定に基づき遠隔地加算の加算を算定する場合は、（遠

　　　

隔地） と表示し、加算後の点数を記載すること。（加算の開始日及び

　　　

延べ日数を記載すること。）

　　　　

また、「注７」後段の規定に基づき減算する場合は、（遠隔地・経過）

　　　

と表示し、 減算後の点数を記載すること。

　

（オ）入院対象者入院医学管理料を算定している対象者について、転院調

　　　

整加算を算定した場合は、行を改めて転院調整加算の点数を記載す

　　　

るとともに、 転院日を「摘要」 欄に記載すること。

　

（力）入院対象者が当該入院の原因となった疾病に起因した疾病に羅患

　　　

し、別の医療機関において診察を行った場合は、「特定入院料・その

　　　

他」欄の余白に別医と表示し、点数を記載すること。この場合、別の

　　　

医療機関で算定した点数を記載した診療報酬明細書（公費負担番号

　　　

を除いたもの） を別途提出すること。
（７）「療養の給付」 欄について

　

ア

　

合計点数は、「請求」 の項の 「公費①」 の項に記載すること。

　

イ

　

「負担金額」及び「一部負担金額」の項には、負担金額及び一部負担

　　

金額が発生しないため、 記載する必要はないこと。

　　　　　

◆

（８）「摘要」 欄について

　

ア

　

内訳を記載するに当たっては、 項目との対応関係が明らかになるよ

　　

うな形で記載すること。

　　　

なお、診療項目名に代えて項目の番号を用いて差し支えないこと。こ



　

の場合、「摘要」 欄の左側点線内に当該番号を記載すること。
イ

　

内訳を記載するに当たって、「摘要」 欄に書ききれない場合は、 明細

書又は明細書と同じ大きさの用紙に、診療年月、医療機関コード、患者

氏名、公費負担者番号を記載した上、所定の内容を記載し、続紙として、
別途提出すること。

ｍ

　

調剤報酬明細書（様式第５）の記載要領

　

１

　

調剤報酬明細書の記載要領に関する一般的事項

　　

次に掲げるもののほかは、保険記載要領別紙１のＷ第２の１の（１）、（２）、

　　

（４）、（５）、（６） 及び （９） と同様であること。

　

（１）この診療報酬明細書には、法により行われる診療について記載するもの

　　

とし、 医療保険その他公費負担医療分については、 記載しないこと。

　

（２）１枚の明細書に書ききれない場合は、明細書又は明細書と同じ大きさ

　　

の用紙に、調剤年月、薬局コード、患者氏名、公費負担者番号を記載した

　　

上、 所定の内容を記載し、 続紙として、 別途提出すること。

２

　

調剤報酬明細書に関する事項

　

次に掲げるもののほかは、保険記載要領別紙１のＮ第２の２の（１）、（２）、

　

（３）、（ｌｏ）、（１３）、（１４）、（１５）、（１６）、（１７）、（１８）、（１９）、（２の、（２１）、

　

（２２）、（２３）、（２４）、（２５）、（２６）、（２７） と同様であること。
（１）「保険種別１」、「保険種別２」 及び「本人・家族」 欄について

　

ア

　

「保険種別１」 欄については、 ２

　

公費の番号を○で囲むこと。

　

イ

　

「保険種別２」 欄については、 １

　

単独の番号を０で囲むこと。

　

ウ

　

「本人・家族」欄については、以下の左に掲げる種別に応じて、右の

　　

番号のうち１つを０で囲むこと。

　　　

２

　

本 人 外 来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

本 外

　

工

　

電子計算機の場合は、 以下のいずれかの方法によること。

　　　　

当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　　

・

　

選択肢をすべて記載した上で、 選択しないものをすべて＝線で抹

　　　

消する。

　

オ

　

ア、イについては、 ０で囲むことを省略しても差し支えないこと。
（２）「公費負担者番号①」欄について

　　

別添 「公費負担番号」 により記載すること。
（３）「特記事項」 欄について

　　

記載する略号は以下のとおりであること。

　　

なお、 電子計算機の場合はコードと略号を記載すること。

１｝ド１ 略号 １

　　　　　　　　

内容

　　　　　　　　

ｌ



０４ 後保 公費負担医療のみの場合であって、請求点数を高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による医療の提
供をする場合

１１ 薬治

　

厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及
び選定療養（平成１８年厚生労働省告示第４９５号）第１

条第２号の規定に基づく医薬品、医療機器等の品
質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和
３５年法律第１４５号） （以下「医薬品医療機器等法」
という。）に規定する治験（人体に直接使用される
薬物に係るものに限る。）に係る診療報酬の請求で

ある場合
１２ 器治 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及

び選定療養第１条第３号の規定に基づく医薬品医療
機器等法に規定する治験（機械器具等に係るものに

限る。）に係る診療報酬の請求である場合
３６ 加治ｒ 厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及

び選定療養第１条第３号の２の規定に基づく医薬品

医療機器等法に規定する治験（加工細胞等（医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律施行規則（昭和３６年厚生省令第１号）
第２７５条の２に規定する加工細胞等をいう。以下同
じ。）に係るものに限る。）に係る診療報酬の請求

である場合
３７ 申出 別に厚生労働大臣が定める患者申出療養（当該療

養を適切に実施できるものとして厚生労働大臣に個

別に認められた病院又は診療所において行われるも

のに限る。） を実施した場合 （この場合にあって

は、当該療養の名称及び当該療養について徴収した
特別の料金の額を「摘要」欄の最上部に記載するこ
と。）

（４）「受付回数」 欄について

　　

処方筆の受付回数については「公費①」 の項に記載すること。
（５）「調剤基本料」 欄について

　　

点数については「公費①」 の項に記載すること。
（６）「時間外等加算」 欄について

　　

加算点数については「保険」の項の下欄、「公費①」の項に時間外等の

　

加算点数を記載すること。



　

（７）「薬学管理料」 欄について

　　　

合計点数については 「保険」 の項の下欄、「公費①」 の項に、 第１公費

　　

に係る指導料の合計点数を記載すること。

　

（８）「請求ｊ′欄及び 「一部負担金額」 欄について

　　

ア

　

「請求」欄には、「公費①」の項に、第１公費に係る合計点数（「調剤

　　　

報酬点数」欄、「調剤基本料」欄、「時間外等加算」欄及び「薬学管理料」

　　　

欄の合計をいう。） を記載すること。

　　

イ

　

「一部負担金額」 欄については、 記載する必要がないこと。

１訪問看護ステーション（訪問看護事業型指定通院医療機関）記載剛

１ 一般的事項

　

次に掲げるもののほか、訪問看護療養費請求書等の記載要領について（平成

　

１８年３月３０日保医発第０３３０００８号。 以下 「看護記載要領」 という。） 別紙の

　

１と同様であること。

　

１

　

法に基づく診療報酬明細書には、法に基づく診療報酬に係る事項のみ記

　

載し、医療保険その他公費負担医療に基づく診療報酬に係る事項は一切記

　

載しないこと（医療保険その他公費負担医療に基づく診療報酬については、

　

別の診療報酬明細書を作成すること。）。

　

２

　

明細書に記載する金額については、 心神喪失等の状態で重大な他害行為

　

を行った者の医療及び観察等に関する法律第８３条第２項の規定による医療

　

に要する費用の額の算定方法（平成１７年厚生労働省告示第３６５号）に定め

　

るとおり、１点をｌｏ円として算定した金額を記載すること。

ロ

　

請求書等の記載要領

　

１

　

請求書に関する事項 （様式第一関係）

　　

看護記載要領別紙ｎの第１の１、 ２、 ３、 ４、 ５、 ９、ｌｏ及び ” と同様

　

であること。

２

　

明細書に関する事項（様式第四関係）

　　

次に掲げるもののほかは、看護記載要領別紙のロの第２の１の１、２、３、

　

７、１５、１６、１７、１８、１９及び２０と同様であること。

　

（１）「保険種別１」、「保険種別２」 及び「本人・家族」 欄について

　　

ア

　

「保険種別１」 欄については、「２

　

公費」 を記載すること。

　　

イ

　

「保険種別２」 欄については、「１

　

単独」 を記載すること。

　　

ウ

　

「本人・家族」 欄については、「２

　

本人」 を記載すること。

　

（２）「保険者番号又は公費負担者番号」 の 「公①」 欄について

　　　

別添 「公費負担者番号」 により記載すること。

　

（３）「請求」 の 「公①」 欄について

　　　

「請求」の項には、「公①」の項に、「摘要」欄の金額の合計を記載するこ



と。

（４）「摘要」 欄について

　

ア

　

「摘要」欄に、算定した医療観察訪問看護の名称を記載した場合は、

　　

「負担」 欄に、 負担区分コード「５」 を記載すること。

　

イ

　

医療観察訪問看護基本料（１）を算定する場合

　

（ア）保健師又は看護師が週３日目までの医療観察訪問看護を行った場

　　　

合には、１回の医療観察訪問看護の実施時間に基づき、「区分」３０及

　　　

び３１、「名称」に医療観察訪問看護基本料１（看護師等）（週３日目

　　　

まで）、「３０分以上」 又は「３０分未満」 のいずれか、 作業療法士が行

　　　

った場合は「区分」 に３０及び３２、「名称」 に医療観察訪問看護基本

　　　

料１（作業療法士）（週３日目まで）、「３０分以上」又は「３０分未満」

　　　

のいずれかを記載すること。

　　　　

また、「金額（円）」に該当する金額、「日数（日）」に当該月に医療

　　　

観察訪問看護を行った日数を記載し、 週４日目以降の医療観察訪問

　　　

看護を行った場合は、 行を改めて同様に記載すること。

　　　　

さらに、医療観察特別地域訪問看護加算を算定した場合は、医療観

　　　

察訪問看護基本料（１）の所定額及び当該加算額を合算して、同様に

　　

記載すること。

　

（イ）電子レセプトによる請求の場合、看護記載要領別紙のロの第２の１

　　　

の２１（１５）に記載する表に掲げる職種等のうち、当該医療観察訪問

　　　

看護を実施した者に該当する職種の職種等コードを選択すること。

　

ウ

　

医療観察訪問看護基本料（ｍ）を算定する場合

　

（ア）同一建物居住者（「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

　　

の医療及び観察等に関する法律第８３条第２項の規定による医療に要

　　

する費用の額の算定方法」（平成１７年厚生労働省告示第３６５号）に

　　

規定するものをいう。 以下 「同一建物居住者」 という。） に対して、

　　

週３日目までの医療観察訪問看護を保健師又は看護師が行った場合

　　

には、１回の医療観察訪問看護の実施時間に基づき、「区分」に３０及

　　

び３４、「名称」に医療観察訪問看護基本料３（看護師等）（週３日目

　　　

まで）、「３０分以上」 又は 「３０分未満」 のいずれか、 作業療法士が行

　　　

った場合は「区分」 に３０及び３５、「名称」 に医療観察訪問看護基本

　　

料３（作業療法士）（週３日目まで）、「３０分以上」又は「３０分未満」

　　

のいずれかを記載すること。

　　　

また、「金額（円）」に該当する金額、「日数（日）」に当該月に医療

　　

観察訪問看護を行った日数を記載し、 週４日目以降の医療観察訪問

　　

看護を行った場合は、行を改めて同様に記載すること。同一日に２人

　　

に対して訪問した場合は「２人」、同一日に３人以上に対して訪問し

　　

た場合は 「３人以上」 を記載し同様に記載すること。



　　　

さらに、医療観察特別地域訪問看護加算を算定した場合は、医療観

　

察訪問看護基本料（ｍ）の所定額及び当該加算額を合算して、同様に

　

記載すること。
（イ）電子レセプトによる請求の場合、看護記載要領別紙のロの第２の１

　

の２１（１５）に記載する表に掲げる職種等のうち、当該医療観察訪問

　

看護を実施した者に該当する職種の職種等コードを選択すること。
工

　

医療観察訪問看護基本料 （１） 及び （ｍ） の加算について

（ア）医療観察精神科緊急訪問看護加算の場合、「区分」に３０及び３７、

　　

「名称」に医療観察精神科緊急訪問看護加算、「金額（円）」に該当す

　

る金額、「日数 （日）」 に当該月に訪問した日数を記載すること。
（イ）医療観察長時間訪問看護加算の場合、「区分」に３０及び３８、「名称」

　

に医療観察長時間訪問看護加算、「金額（円）」に該当する金額、「日

　

数（日）」に当該月に訪問した日数を記載すること。
（ウ）訪問看護事業型指定通院医療機関の保健師又は看護師に保健師、看

　

護師又は作業療法士が同行し同時に医療観察訪問看護を行った場合

　

は以下によること。

　

①

　

「区分」 に３０及び３９、「名称」 に医療観察複数名訪問看護加算

　　　

（他の保健師、 看護師又は作業療法士と同時）、 准看護師が同時に

　　

行った場合は 「区分」 に３０及び３９、「名称」 に医療観察複数名訪

　　

問看護加算（准看護師と同時）、看護補助者又は精神保健福祉士が

　　

同時に行った場合は 「区分」 に３０及び３９、「名称」 に医療観察複

　　

数名訪問看護加算（看護補助者又は精神保健福祉士と同時）を記載

　　

すること。

　

②

　

「金額 （円）」 に該当する金額、「日数 （日）」 に当該月に訪問し

　　

た日数を記載すること。医療観察複数名訪問看護加算（他の保健師、

　　

看護師又は作業療法士と同時）及び医療観察複数名訪問看護加算

　　　

（准看護師と同時）を算定する場合には、１日に医療観察訪問看護

　　

を行った回数に応じ「１日に１回」、「１日に２回」 又は「１日に３

　　

回以上」の行に分けて記載すること。なお、同一建物居住者の人数

　　

に応じて、ｒｌ人又は２人」 又は「３人以上」 の行に分けて記載す

　　

ること。

　

③

　

電子レセプトによる請求の場合、 看護記載要領別紙の＝の第２

　　

の１ の２１（１５）に記載する表に掲げる職種等のうち、当該医療観

　　

察訪問看護を実施した者に該当する職種の職種等コードを選択す

　　

ること。

（工） 医療観察夜間・早朝訪問看護加算の場合、「区分」 に３０及び４０、

　　

「名称」に医療観察夜間・早朝訪問看護加算、「金額（円）」に該当す

　

る金額、「日数 （日）」 に当該月に訪問した日数を記載すること。
（オ）医療観察深夜訪問看護加算の場合、「区分」に３０及び４１、「名称」



　　

に医療観察深夜訪問看護加算、「金額（円）」に該当する金額、「日数

　　

（日）」 に当該月に訪問した日数を記載すること。
オ

　

月の途中で、利用者の住所変更等の理由により加算の算定の有無に

　

異動があった場合には、行を改めて、それぞれの場合について、算定額、

　

当該月に行った医療観察訪問看護を行った日数を記載すること。
力

　

同一の医療観察訪問看護において複数の者が行った場合は、 主とし

　

て医療観察訪問看護を提供した１人の者についてのみ１日として記載

　

すること（医療観察複数名訪問看護加算の算定日を除く。）。
キ 訪問看護管理料について
（ア）月の初日の訪問の場合は、「区分」に５０及び５１、「名称」に医療観

　

察訪問看護管理料（月の初日の訪問の場合）、「金額（円）」に該当す

　

る金額を記載すること。
（イ）月の２日目以降の訪問の場合は、「区分」に５０及び５１、「名称」に

　

医療観察訪問看護管理料（月の２日目以降の訪問の場合）、「金額（円）」

　

に該当する金額、「日数（日）」に訪問した日数から１を引いた数を記

　

載すること。
ク

　

訪問看護管理料の加算について

（ア）医療観察２４時間対応体制加算を算定した場合には、「区分」に５０

　

及び５２、「名称」に医療観察２４時間対応体制加算（看護業務の負担

　

軽減の取組を行っている場合）又は医療観察２４時間対応体制加算（イ

　

以外の場合）、「金額 （円）」 に該当する金額を記載すること。
（イ）医療観察退院時共同指導加算を算定した場合は、「区分」に、５０及

　

び５４、「名称」に医療観察退院時共同指導加算、「金額（円）」に該当

　

する金額、「日数（日）」に当該月に医療観察退院時共同指導加算を算

　

定した回数を記載すること。なお、当該加算は、同一日に複数回行っ

　

た場合であっても１回に限り算定すること。

　　

電子レセプトによる請求の場合、 看護記載要領別紙のｎの第２の

　　

１ の２１（１５）に記載する表に掲げる職種等のうち、当該指導を実施

　

した者に該当する職種の職種等コードを選択すること。
（ウ）医療観察在宅患者連携指導加算を算定した場合は、「区分」に５０及

　

び５６、「名称」に医療観察在宅患者連携指導加算、「金額（円）」に該

　

当する金額を記載すること。

　　

電子レセプトによる請求の場合、 看護記載要領別紙のロの第２の

　　

１ の２１（１５）に記載する表に掲げる職種等のうち、当該指導を実施

　

した者に該当する職種の職種等コードを選択すること。
（工）医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算を算定した場合は、

　　

「区分」 に５０及び５７、「名称」 に医療観察在宅患者緊急時等カンフ

　

ァレンス加算、「金額（円）」に該当する金額、「日数（日）」に当該月

　

に医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算を算定した回数を



記載すること。なお、当該加算は、同一日に複数回行った場合であっ
ても１回に限り算定すること。

　

電子レセプトによる請求の場合、 看護記載要領別紙のｎの第２の

１の２１（１５） に記載する表に掲げる職種等のうち、 カンファレンス

に参加し、療養上必要な指導を行った者に該当する職種の職種等コ
ードを選択すること。
医療観察訪問看護情報提供料について

　

当該月において、当該医療観察訪問看護の必要な通院対象者の精
神保健観察を担当する保護観察所が開催するケア会議に出席し、保
護観察所を含む関係機関に対して通院対象者の医療観察訪問看護の
状況等の情報を提供した場合は、「区分」に７０及び７０、「名称」に医

療観察訪問看護情報提供料、「金額（円）」に該当する金額を記載する
こと。

ケ

２の２

　

明細書に関する事項（様式第四の二関係）

　

次に掲げるもののほかは、看護記載要領別紙のｎの第２の２の１、２、３、
１０、１１、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２０、２２、２８及び２９と同様であること。
（１）「６訪問」 における 「１

　

社・国

　

２

　

公費

　

３

　

後期

　

４

　

退職」

　　

（以下「保険種別１」という。）、「１ 単独

　

２

　

２併

　

３

　

３併」（以下

　　

「保険種別２」という。）及び「２

　

本人

　

４

　

六歳

　

６ 家族」（以下「本

　

人．家族」 と いう。） 欄 につ いて

　　　　　　　

・

　

ア

　

「保険種別１」 欄については、 ２

　

公費の番号を○で囲むこと。

　

イ

　

「保険種別２」 欄については、 １

　

単独の番号を○で囲むこと。

　

ウ

　

「本人・家族」 欄については、 ２

　

本人の番号を０で囲むこと。

　

工

　

電子計算機の場合は、 以下のいずれかの方法によること。

　　　　

当該欄の上に選択する番号及び保険種別等のみを記載する。

　　

・

　

選択肢をすべて記載した上で、選択しないものをすべて＝線で抹消

　　　

する。

（２）「公費負担者番号①」欄について

　　

別添 「公費負担者番号」 により記載すること。
（３）「精神科基本療養費」欄について

　

ア

　

精神科基本療養費を＝で抹消することにより、医療観察訪問看護基

　　

本料欄と読み替えること。また、「基本療養費（１）」は「医療観察訪問

　　

看護基本料（１）」に、「基本療養費（ｍ）」は「医療観察訪問看護基本

　　

料 （ｍ）」 に読み替えるものとする。

　

イ

　

医療観察訪問看護基本料（１）及び（ｍ）を算定する場合

　　　

保健師又は看護師が医療観察訪問看護を行った場合は、⑪の「看護

　　

師等」、作業療法士が医療観察訪問看護を行った場合は、⑰の「作業療

　　

法士」 の項に 「×，ｘ ｘｘ」 円、 当該月に医療観察訪問看護を行った日



数及びこれらを乗じて得た額を記載し、「週３日まで」 又は「週４日目

以降」並びに「３０分未満」又は「３０分以上」毎に行を改めて記載する
こと。なお、医療観察訪問看護基本料（皿）を算定する場合において、
同■日に３人以上に対して訪問した場合は、（３人以上） の項に同様に

記載すること。また、特別地域訪問看護加算を算定した場合は、医療観
察訪問看護基本料の所定額及び当該加算を合計して、同様に記載する
こと。
・

ウ

　

医療観察訪問看護基本料（１）及び（ｍ）の加算について
（ア）訪問看護計画に基づき定期的に行う医療観察訪問看護以外であっ

　

て、対象者又はその家族等の緊急の求めに応じて、指定通院医療機関

　　

（診療所又は在宅療養支援病院に限る。）の保険医の指示により、連

　

携する訪問看護型指定通院医療機関の看護師等が訪問看護を行った

　

場合は、緊急訪問看護加算を医療観察緊急訪問看護加算と読み替え、

　

⑰の 「緊急訪問看護加算」 欄に「ｘ，ｘ ｘｘ」円、 当該月において訪

　

問した日数及びこれらを乗じて得た額を記載すること。
（イ）別に定める基準を満たし、医療観察長時間訪問看護加算を算定する

　

場合は、長時間訪問看護加算を医療観察長時間訪問看護加算と読み替

　

え、⑩の「長時間訪問看護加算」欄に「ｘ，ｘ ｘ×」円、当該月におい

　

て訪問した日数及びこれを乗じて得た額を記載すること。
（ウ）別に定める基準を満たし、医療観察複数名訪問看護加算を算定

　

する場合は、複数名訪問看護加算を医療観察複数名訪問看護加算と

　

読み替え、同時に看護師等との同行による訪問看護を実施した者につ

　

いて、⑩「複数名訪問看護加算」欄の該当する項に「ｘ，ｘ ｘ ｘ」 円、

　

当該月において訪問した日数及びこれを乗じて得た額を記載するこ

　

と。なお、同一建物居住者の人数に応じて、「１人又は２人」又は「３

　

人以上」 の行に分けて記載すること。
（工）夜間（午後６時から午後１０時まで）又は早朝（午前６時から午前

　

８時まで）に医療観察訪問看護を行った場合は、夜間・早朝訪問看護

　

加算を医療観察夜間・早朝訪問看護加算と読み替え、⑩の「夜間・早

　

朝訪問看護加算」欄に「ｘ，× ××」円、深夜（午後ｌｏ時から午前６

　

時まで）に医療観察訪問看護を行った場合は、深夜訪問看護加算を医

　

療観察深夜訪問看護加算と読み替え、⑰の「深夜訪問看護加算」欄に

　

「ｘ，ｘ ｘｘ」 円、 それぞれ当該月において訪問した日数及びこれら

　

を乗じて得た額を記載すること。
（オ）医療観察訪問看護基本料（１）又は（ｍ）を算定した場合は、「特

　

記事項」欄の「ｌｏＧＡＦ」の数字を０で囲み、当該月の初日の指定訪

　

問看護時におけるＧＡＦ尺度により判定した値と、判定した年月日を

　

あわせて記載すること。

　　

なお、 電子計算機の場合は、「ｌｏ

　

ＧＡＦ」 の０に代えて （）等を



使用して記載することも差し支えないこと。
（４）「管理療養費」 欄について

　

ア

　

次により記載すること。

　　

（ア）管理療養費を＝で抹消することにより、「医療観察訪問看護管理

　　　

料」 欄に読み替えること。

　　

（イ） 月の初日の訪問の場合は、 左側の 「

　　

円」 の項に 「×，ｘ ｘ ×」

　　　

円と記載すること。

　　

（ウ） 月 の ２日目以降の訪問の場合は、 左側の 「

　　　

円」 の項に

　　　　

「ｘ，ｘ ｘ ×」 円と記載し、 中央の 「

　　

円」 の項に 「ｘ，× ××」 円

　　　

と記載し、「

　　

日」の項には訪問した日数から１を引いた数を記載

　　　

す ること。

　　

（工） 右側の 「

　　

円」 の項には、（イ） 及び （ウ） により計算した合計

　　　

金額を記載すること。

　

イ

　

医療観察２４時間対応体制加算を算定した場合は、２４時間対応体制

　　

加算を医療観察２４時間対応体制加算と読み替ぇ、＠か「２４時間対応体

　　

制加算」 の 「

　　

円」 の項に 「ｘ，ｘ ｘｘ」 円と記載すること。

　

ウ

　

医療観察退院時共同指導加算を算定した場合は、退院時共同指導加

　　

算を医療観察退院時共同指導加算と読み替え、◎ の「退院時共同指導

　　

加算」 欄の 「

　　

円」 の項に 「×， × ××」円と記載し、当該月に医療

　　

観察退院時共同指導加算を算定した回数の合計及びこれらを乗じて得

　　

た額を記載すること。なお、当該加算は、同一日に複数回行った場合で

　　

あっても１回に限り算定すること。

　

工

　　

医療観察在宅患者連携指導加算を算定した場合は、在宅患者連携指

　　

導加算を医療観察在宅患者連携指導加算と読み替え、廼⑥の「在宅患者

　　

連携指導加算」欄の「

　　

円」の項に「ｘ，× ××」円と記載すること。

　

オ

　

医療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算を算定した場合は、

　　

在宅患者緊急時等カンファレンス加算を医療観察在宅患者緊急時等カ

　　

ンファレンス加算と読み替え、ｑ多 の 「在宅患者緊急時等カンファレン

　　

ス加算」 欄の 「

　　

円」 の項に 「×， ｘ ｘｘ」円と記載し、当該月に医

　　

療観察在宅患者緊急時等カンファレンス加算を算定した回数の合計及

　　

びこれらを乗じて得た額を記載すること。なお、当該加算は、同一日に

　　

複数回行った場合であっても１回に限り算定すること。
（５）「情報提供療養費」欄について

　

ア

　

情報提供療養費を＝で抹消することにより、「医療観察訪問看護情報

　　

提供料」 欄に読み替えること。

　

イ

　

医療観察訪問看護情報提供料（１）を算定する場合

　　　

当該月において、当該医療観察訪問看護の必要な通院対象者の精神

　　

保健観察を担当する保護観察所が開催するケア会議に出席し、保護観

　　

察所を含む関係機関に対して通院対象者の医療観察訪問看護の状況等



　　

の情報を提供した場合に、「×，ｘ ｘｘ」 円と記載し、「提供した情報の

　　

概要」欄にケア会議の開催日と提供した情報の内容を記載し、「情報提

　　

供先の市（区）町村等の名称」欄に情報提供をした保護観察所を含む関

　　

係機関の名称を記載すること。

　

ウ

　

医療観察訪問看護情報提供料（ｎ）を算定する場合

　　　

ケア会議が開催されていない月において、 保護観察所を含む関係機

　　

関に対して通院対象者の医療観察訪問看護の状況等の情報を提供した

　　

場合に、「ｘ， × ××」円と記載し、「提供した情報の概要」欄に提供し

　　

た情報の内容を記載し、「情報提供先の市（区）町村等の名称」欄に情

　　

報提供をした保護観察所を含む関係機関の名称を記載すること。
（６）「合計」 欄について

合計については、「請求」 の項の 「公費①」 の項に記載すること。



別添

　　　　　　　　　　　　　

公費負担者番号

保険者名 法別 府県 実施機関 検証 管轄区域
北海道厚生局 ３０ ０１ １００ １

１ 北海道

東北厚生局 ３０ ０４ １０〇 ８ 青森県、 岩手県、 宮城県、
秋田県、 山形県、 福島県

関東信越厚生局 ３０ １１ １００ ９ 茨城県、 栃木県、 群馬県、
埼玉県、 千葉県、 東京都、
神奈川県、新潟県、山梨県、
長野県

東海北陸厚生局 ３０ ２３ １００ ５ 富山県、 石川県、 岐阜県、
静岡県、 愛知県、 三重県

近畿厚生局 ３０ ２７ １００ Ｉ 福井県、 滋賀県、 京都府、
大阪府、 兵庫県、 奈良県、
和歌山県

中国四国厚生局 ３０ ３４ １００ ２ 鳥取県、 島根県、 岡山県、
広島県、 山口県、 徳島県、
香川県、 愛媛県、 高知県

九州厚生局 ３０ ４０ １００ ４ 福岡県、 佐賀県、 長崎県、
熊本県、 大分県、 宮崎県、
鹿児島県、沖縄県


